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   第１章  総則  

第１条  目  的  

 （目的）  

第 １ 条  こ の 条 例 は 、 市 の 実 施 機 関 が 保 有 す る 個 人 情 報 の 開 示 、 訂

正 、 削 除 並 び に 利 用 及 び 提 供 の 中 止 を 請 求 す る 権 利 を 保 障 す る た

め 、 個 人 情 報 の 適 正 な 取 扱 い に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る こ と に よ

り 、 個 人 の 権 利 利 益 の 保 護 を 図 り 、 も っ て 公 正 で 信 頼 さ れ る 市 政 の

推進に資することを目的とする。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 条例 の目的 を 明ら かに したも の であ り、 条例の 解 釈指 針と な

る も ので ある ので、 各 条項 の解 釈及び 運 用は 、常 に本条 に 照ら して 行わ

なければならない。  

【解釈及び運用】  

１  「個 人情 報の開 示 、訂 正、 削除並 び に利 用及 び提供 の 中止 を請 求す

る 権 利を 保障 する」 と は、 実施 機関に 対 して 本人 が、自 己 に関 する 個

人 情 報の 開示 を請求 す る権 利、 訂正を 請 求す る権 利、削 除 を請 求す る

権 利 並び に利 用及び 提 供の 中止 を請求 す る権 利を 創設し 、 条例 上の 権

利として保障することを明らかにしたものである。  

し た が って 、実 施機 関 は 、こ の条 例で 定 め る要 件を 満た し た 開示 、

訂 正 、削 除及 び中止 請 求に 対し ては、 適 切に 決定 しなけ れ ばな らな い

条 例 上の 義務 を負う も ので ある 。なお 、 自己 に関 する個 人 情報 の開 示

を 請 求す る権 利、訂 正 を請 求す る権利 、 削除 を請 求する 権 利並 びに 利

用 及 び提 供の 中止を 請 求す る権 利を創 設 し、 保障 したこ と によ り、 実

施 機 関の 行っ た決定 に 対し て、 請求者 等 に不 服の ある場 合 には 、行 政

不 服 審 査 法 （ 昭 和 ３ ７ 年 法 律 第 １ ６ ０ 号 ） （ 平 成 ２ ６ 年 法 律 第 ６ ８

号 ） 及び 行政 事件訴 訟 法 （ 昭和 ３７年 法 律第 １３ ９号） に 基づ く救 済

の道が開かれるものである。  

２  「適 正な 取扱い 」 とは 、個 人情報 の 本人 の権 利利益 を 不当 に害 する

おそれがない取扱いをいう。  

３  「個 人情 報の適 正 な取 扱い に関し 必 要な 事項 」とは 、 実施 機関 につ

い て は、 個人 情報取 扱 事務 の届 出、収 集 の制 限、 利用及 び 提供 の制 限、
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正 確 性及 び安 全性の 確 保、 委託 に伴う 措 置、 個人 情報の 開 示、 訂正 、

削 除 、利 用及 び提供 の 中止 請求 制度等 の 個人 情報 保護条 例 の根 幹を な

す具体的個別施策にかかる事項をいう。  

ま た 、事 業者 が 行う 個 人情 報の 取 扱 い に つい ては 、 市長 が 行う 意識

啓 発 、指 導及 び助言 そ の他 個人 情報の 保 護に 関す る必要 な 施策 に協 力

し 、 個人 情報 の保護 の 重要 性を 認識し た うえ での 自主的 対 応を 促進 す

る具体的個別的施策に関する事項をいう。  

４  「個 人の 権利利 益 」と は、 個人情 報 の取 扱い に伴っ て 害さ れる おそ

れ が ある 権利 利益及 び 保護 する 必要が あ る権 利利 益全般 を いい 、次 の

よ う な精 神的 な権利 利 益及 び人 格的な 権 利利 益の ほか、 社 会生 活上 の

権利利益及び経済的な権利利益などすべての権利利益が含まれる。  

 (1) 自己の秘密が公開されないこと。  

 (2) 誤 った 情報 や不 完全 な情 報に よっ て自 己に 関し て誤 った 判断 が さ

れないこと。  

 (3) 自 己の 個人 情報 を知 るこ とに より 自己 の個 人情 報を 自分 で管 理 で

きるようにすること。  

５  「個 人の 権利利 益 の保 護を 図り、 も って 公正 で信頼 さ れる 市政 の推

進 に 資す るこ と」が 、 本条 例の 目的で あ るが 、「 個人の 権 利利 益の 保

護 」 は、 「公 正で信 頼 され る市 政の推 進 に資 する こと」 と 並列 する も

の で はな く、 この条 例 の第 １の 目的で あ る。 した がって 、 実施 機関 は、

常 に 、個 人の 権利利 益 を不 当に 害する こ とが ない ようこ の 条例 を解 釈

し、運用しなければならないものである。  

そ し て 、「 もっ て公 正 で 信頼 され る市 政 の 推進 に資 する 」 と は、 こ

の 条 例の 規定 にのっ と って 個人 情報を 適 正に 取り 扱い、 そ の安 全性 や

内 容 の正 確性 を確保 す るこ とが 、公正 で 信頼 され る市政 の 推進 に結 び

つくものであるとの趣旨である。  
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第２条  定  義  

第１号  [個人情報の定義 ] 

 （定義）  

第 ２ 条  こ の 条 例 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、 そ れ ぞ

れ当該各号に定めるところによる。  

 (1) 個 人 情 報  個 人 に 関 す る 情 報 （ 特 定 個 人 情 報 以 外 の 個 人 に 関 す

る 情 報 に あ っ て は 、 法 人 そ の 他 の 団 体 の 役 員 と し て の 氏 名 及 び 役

職名を除く。）であって、次のいず れかに該当するものをいう。  

  ア  当 該 情 報 に 含 ま れ る 氏 名 、 生 年 月 日 そ の 他 の 記 述 等 （ 文 書 、

図 画 若 し く は 電 磁 的 記 録 （ 電 子 的 方 式 、 磁 気 的 方 式 そ の 他 人 の

知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 で 作 ら れ た 記 録 を

い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 記 載 さ れ 、 若 し く は 記 録 さ れ 、 又 は 音

声 、 動 作 そ の 他 の 方 法 を 用 い て 表 さ れ た 一 切 の 事 項 （ 個 人 識 別

符 号 を 除 く 。 ） を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に よ り 特 定 の 個 人 を 識 別

す る こ と が で き る も の （ 他 の 情 報 と 照 合 す る こ と が で き 、 そ れ

に よ り 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と が で き る こ と と な る も の を 含

む。）  

イ  個人識別符号が含まれ るもの  

 

【趣旨】  

本 号 は、 この 条例の 保 護の 対象 になる 「 個人 情報 」を定 義 し、 その 範

囲を定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「個 人に 関する 情 報」 とは 、氏名 、 住所 、生 年月日 、 年齢 、健 康状

態 、 傷病 歴、 障害、 性 格、 性質 、家族 状 況、 親族 関係、 職 歴、 学歴 、

成 績 、免 許、 資格、 所 得、 財産 、納税 状 況 、 思想 、信条 、 宗教 など 個

人に関するすべての情報をいう。  

個 人 に関 する す べて の 情報 を条 例 の保 護 の対 象と し たの は 、個 人情

報 の 取扱 いに 伴う個 人 の権 利利 益の侵 害 のお それ は、情 報 の種 類や 内

容 に よっ て一 律に判 断 でき ず、 個人に よ って 、ま た、利 用 目的 、処 理

方法等によっても異なるからである。  

な お 、 個人 に関 する 情 報 であ れば 、住 所 、 国籍 にか かわ ら ず 、外 国

人を含むあらゆる個人の情報が保護対象となる。  

２  「法 人」 とは、 民 法（ 明治 ２９年 法 律第 ８９ 号）上 の 公益 法人 、商
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法 （ 明治 ３２ 年法律 第 ４８ 号） 上の会 社 その 他の 法人格 を 有す る者 を

い い 、「 その 他の団 体 」 と は に は、法 人 格は 有し ないが 団 体の 規約 、

代 表 者の 定め がある な ど団 体と しての 実 体を 有す るもの を いう 含む 。

そ の 他の 団体 として は 、自 治会 、商店 会 、消 費者 団体、 老 人ク ラブ 、

ＰＴＡ等いわゆる権利能力なき社団などを いう。  

３  「役 員」 とは、 法 人そ の他 の団体 に おい て、 その業 務 の執 行、 監査

等 の 職権 を有 する者 を いう 。公 益法人 に おけ る理 事及び 監 事、 株式 会

社 に おけ る取 締役及 び 監査 役、 特別の 法 律に 基づ き設立 さ れて いる 法

人 に おけ る総 裁、副 総 裁、 理事 長、社 長 及び 監事 のほか 、 団体 にお け

る代表者、管理者、世話人などが該当する。  

４  「法 人そ の他の 団 体の 役員 として の 氏名 及び 役職名 を 除く 」と は、

法 人 その 他の 団体の 役 員は 、法 人その 他 の団 体に 代わっ て 行為 を行 う

機 関 であ るこ とから 、 法人 その 他の団 体 の情 報の 一部と 考 えら れる た

め 、 この 条例 の保護 の 対象 か ら 除く趣 旨 であ る。 一般的 に は、 法人 そ

の 他 の団 体が 実施機 関 に提 出し た許認 可 等の 申請 書、届 出 書、 報告 書

な ど の申 請者 欄に記 載 され てい る役員 の 役職 や氏 名、会 議 等で 団体 の

役 員 とし て当 該団体 を 代表 して 発言し た 内容 、当 該団体 の 役員 名を 列

挙 し た役 員名 簿は、 法 人等 の団 体とし て の情 報と 考えら れ るの で 、 こ

の条例の「個人情報」には含まれない。  

 た だし 、 役 員の生 年 月日 、履 歴及び 家 族構 成 等 の氏名 及 び役 職名 以

外 の 情報 は、 個人に 着 目し た情 報であ り 、こ の条 例の「 個 人情 報」 に

含まれ、保護の対象となると考えられる。  

ま た 、 従業 員、 出資 者 等 の役 員以 外の 者 の 情報 は、 個人 情 報 とし て

この条例の保護の対象となる。  

５  事業 を営 む個人 の 当該 事業 に関す る 情報 につ いては 、 当該 個人 の事

業 に 関す る情 報とそ れ 以外 の情 報とを 明 確に 区別 するこ と が困 難で あ

る こ と、 及び また、 こ の条 例は 、個人 の 社会 経済 活動を 含 めた 人格 的

利 益 の保 護を 目的と し てい るこ と から 、 保護 の対 象とす る こと とし た。  

た だ し 、当 該情 報が 明 ら かに 事業 に関 す る 情報 であ ると 認 め られ る

場 合 、例 えば 、商品 の 販売 業者 として の 個人 事業 主の商 号 、屋 号等 の
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名 称 、主 たる 事務所 の 所在 地、 個人事 業 主と して の氏名 及 び個 人事 業

主 の 事業 活 動 に伴う 苦 情相 談の 内容等 に つい ては 、事業 に 関す る情 報

と し て取 り扱 われて い る実 態が あるこ と から 、一 般的に は 個人 情報 に

は含まないものとする。  

６  「 当該 情報 に含 まれ る氏 名、 生年 月日 その 他の 記述 等 」 につ いて は、

括 弧 書き を加 え内容 を 明確 化し ている が 、映 像や 音声な ど も特 定の 個

人を識別できる限りにおいて「 その他の記述等 」に含まれる。  

６ ７  「 その 他の記 述 等」 には 、住所 、 電話 番号 、役職 名 、個 人別 に付

さ れ た記 号・ 番号（ 振 込口 座番 号、試 験 の受 験番 号 、保 険 証の 記号 番

号 等 など ）等 が含ま れ る。 氏名 以外の 記 述等 単独 では特 定 の個 人を 識

別 す るこ とが できな い 場合 であ っても 、 当該 情報 に含ま れ るい くつ か

の 記 述等 が組 み合わ さ れる こと により 特 定の 個人 を識別 す るこ とが で

きる場合は「特定の個人を識別することができる」に該当する。  

  なお 、 個 人識別 符 号 は 、本 号イに お いて 別途 規定さ れ てい る の で除

いている。  

７  「他 の情 報」と し ては 、公 知の情 報 、図 書館 等の公 共 施設 で一 般に

入 手 可能 な情 報など 一 般人 が通 常入手 し 得る 情報 が含ま れ る。 また 、

当 該 個人 の近 親者、 地 域住 民等 であれ ば 保有 して いるか 又 は入 手可 能

で あ ると 通常 考えら れ る情 報も 含む。 他 方、 特別 の調査 を すれ ば入 手

し 得 るか もし れない と 考え られ る情報 に つい ては 、一般 的 には 、「 他

の 情 報」 に含 まれな い 。照 合の 対象と な る「 他の 情報」 の 範囲 につ い

て は 、当 該個 人に関 す る情 報の 性質、 内 容等 に応 じ、個 別 に判 断す る。  

８  「文 書、 図画 若 し くは 電磁 的記録 （ 電子 的方 式、磁 気 的方 式そ の他

人 の 知覚 によ っては 認 識す るこ とがで き ない 方式 で作ら れ た記 録を い

う 。 ）」 とは 、記録 媒 体の 面か ら条例 の 対象 とな る公文 書 の範 囲を 定

め た もの であ り、実 施 機関 にお いて現 に 事務 又は 事業に お いて 用い ら

れている記録 媒体のすべてを網羅するものである。  

な お 、「 写真 、 マイ ク ロフ ィ ル ム 及び ス ライ ド」 を 明記 し てい ない

の は 、こ れら に記録 さ れて いる 情報が 文 字、 記号 又は象 形 であ るか に

よ っ て、 文書 又は図 画 に包 含さ れると 考 えら れる ことに よ るも ので あ
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り、これらを除外する趣旨ではない。  

 (1) ｢文書、図画 ｣とは、 人の 思 想 等 を 文字 若 し く は記 号 又は 象 形 を用

いて 有体 物に 可視 的状 態で 表現 した もの をい い、 紙の 文書 のほ か、

図面 、写 真 、こ れ らを 写し た マイ ク ロフ ィル ム 等が 含 まれ る。 具体

的 に は、 起案 文書、 供 覧文 書、 台帳、 カ ード 、電 算出力 帳 票、 図面 、

写 真 、地 図、 絵 、ポ ス ター 等が 、 これ に 当た る。 な お、 市 販の 地図

等 は 公文 書に は該当 し ない が、 その上 に 市の 情報 を追加 し た場 合は 、

公文書に含まれる。  

 (２) 「電 磁的記 録」 とは、 電子的 方式 、磁気 的方式 その 他人の 知覚に

よ っては認 識できな い方式で 作られた 記録全般 をいい、 電 子 計 算 機

に よ る 情 報 処 理 の 用 に 供 さ れ る い わ ゆ る 電 子 情 報 の 記 録 だ け で な

く 、 録 音 テ ー プ 、 ビ デ オ テ ー プ 等 の 内 容 の 確 認 に 再 生 用 の 専 用 機

器 を 用 い る 必 要 の あ る 記 録 も 含 ま れ る 。 ま た 、 電 磁 的 記 録 に ア ク

セ ス す る た め の 電 子 計 算 機 に よ る 情 報 処 理 の た め の プ ロ グ ラ ム に

つ いて も 、 電磁 的 記 録に 該 当 する 。 光ディスク（コンパクトディス

ク 等） 、光磁 気デ ィ スク 、磁気 ディス ク（ フロッ ピーデ ィス ク等） 、

磁 気テ ープ（ コンピ ュー タ用デ ータを 記録 した磁 気テー プ、 ビデ オ

テ ープ 、録音 テープ 等） などの 媒体に 記録 されて いるも のが 該当 す

る。  

な お 、「 電磁 的記録 」 には 、デ ィスプ レ イに 情報 を表示 す るた め

一 時 的に メモ リに蓄 積 され る情 報、 作 業 中の デー タの 保 存 のた めに

ハ ー ドデ ィス ク上に 一 時的 に 生 成され る 一時 ファ イル等 は 含ま れな

い。  

８ ９  「 特定 の個人 を 識別 する ことが で きる こと となる 情 報 」 とは 、 本

人 が 誰で ある か認識 で きる 個人 情報を 意 味す る 当 該情報 の 本人 であ る

特 定 の個 人が 誰であ る かを 識別 す るこ と がで きる ことを い う 。 一般 的

に は 、あ る 個 人情報 に つい て、 それに 関 し特 別の 情報を 持 たな い人 が

見 て 、本 人を 識別で き る場 合を いう。 通 常、 氏名 を含ん で いる 場合 が

こ れ に当 たる が、そ の 他役 職名 等によ っ て本 人が 識別で き る場 合も あ

る 。 また 、氏 名不詳 の 情報 であ っても 、 特定 の関 係者に は 誰の こと で



7 

 

あ る か識 別で きる場 合 には 、 こ れも特 定 の個 人が 「識別 さ れ得 る」 個

人 情 報と して 保護す る 必要 性が ある。 例 えば 、匿 名の直 筆 投書 等で 、

その内容等から特定の個人が識別され得る場合が考えられる。  

９ 10 「 他の 情報と 照 合す る こ とによ り がで き 、 それに よ り 特 定の 個人

を 識 別す るこ とがで き るこ とと なる も の 」と は、 当該情 報 のみ では 、

本 人 が識 別で きない 情 報で あっ ても、 他 の情 報と 結びつ け るこ とに よ

り 、 間接 的に 特定の 個 人を 識別 するこ と がで きる 場合を い う 当 該情 報

の み では 特定 の個人 を 識別 でき ないが 、 他の 情報 と照合 す るこ とに よ

り 特 定の 個人 が識別 で きる もの をいう 。 例え ば一 定の条 件 で検 索し て

番 号 を抽 出し た場合 、 その 結果 と他の 番 号別 氏名 データ と を 照 合す る

こ と によ って 、本人 を 識別 でき る場合 な どが 該当 する。 ま た、 氏名 不

詳 の 情報 であ っても 、 特定 の関 係者に は 誰の こと である か 容易 に識 別

で き る場 合は 、「特 定 の個 人を 識別す る こと がで きる 情 報 」と して 保

護 す る必 要が ある場 合 もあ る。 例えば 、 匿名 の直 筆投書 等 で、 その 内

容等から特定の個人が識別することができる場合などである。  

11 「他 の情 報」と し ては 、公 知の情 報 、図 書館 等の公 共 施設 で一 般に

入 手 可能 な情 報など 一 般人 が通 常入手 し 得る 情報 が含ま れ る。 また 、

当 該 個人 の近 親者、 地 域住 民等 であれ ば 保有 して いるか 又 は入 手可 能

で あ ると 通常 考えら れ る情 報も 含む。 他 方、 特別 の調査 を すれ ば入 手

し 得 るか もし れない と 考え られ る情報 に つい ては 、一般 的 には 、「 他

の 情 報」 に含 まれ な い 。照 合の 対象と な る「 他の 情報」 の 範囲 につ い

て は 、当 該個 人に関 す る情 報の 性質、 内 容等 に応 じ、個 別 に判 断す る。  

1012 死 者の 情 報に つ いて は、 死者が 開 示請 求等 を行う こ とは でき な い

が 、 死者 の情 報の不 適 正な 取扱 いが死 者 の名 誉を 傷つけ 、 ある いは 、

遺 族 等生 存す る個人 の 権利 利益 を侵害 す るお それ がある こ と、 死者 の

情 報 を自 己の 情報と み なす こと ができ る ほど 密接 な関係 が ある 遺族 が、

遺 族 自身 の情 報とし て 開示 請求 する場 合 が考 えら れるこ と 、す べて の

個 人 情報 の主 体がそ の 後死 者に なった か どう かま で、実 務 上、 必ず し

も 把 握し てい ないこ と から 、こ の条例 の 保護 の対 象から 除 外さ れて い

るわけではない。  
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13 「 個人 識別 符号 が含 まれ るも の 」 につ いて は、 情報 化の 進展 によ り、

「 個 人情 報」 に該当 す るか （個 人識別 性 が認 めら れるか ） の判 断が 難

し い 情報 が増 えたこ と など を背 景に、 行 政機 関の 保有す る 個人 情報 の

保 護 に関 する 法律（ 平 成１ ５年 法律第 ５ ８号 。以 下「行 政 機関 個人 情

報 保 護法 」と いう。 ） にお いて 「個人 情 報」 の定 義が明 確 化さ れ、 条

例 で も同 様に 規定し た もの であ る。個 人 識別 符号 が含ま れ る情 報は 、

それ単独で特定の個人が識別されるものとして位置づけられる。  
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第２号  [個 人識別符号 の定義 ] 

 (2) 個 人 識 別 符 号  行 政 機 関 の 保 有 す る 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法

律 （ 平 成 １ ５ 年 法 律 第 ５ ８ 号 ） 第 ２ 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 個 人 識 別

符号をいう。  

 

【趣旨】  

本 号 は、 第１ 号イの 「 個人 識別 符号」 の 範囲 を 定 めたも の であ る。 本

号 で は、 「 個 人識別 符 号 」 を定 義する 行 政機 関個 人情報 保 護法 第２ 条第

３項を引用している。  

【解釈及び運用】  

 「 個人 識別 符号 」 と は、 「 特 定の個 人 の身 体の 一部の 特 徴を 電子 計算

機 の用 に供 する ため に変 換し た文 字、 番号 、記 号そ の他 の符 号で あっ て、

当 該 特定 の個 人を識 別 する こと ができ る もの 」及 び「個 人 に提 供さ れる

役 務 の利 用若 しくは 個 人に 販売 される 商 品の 購入 に関し 割 り当 てら れ、

又 は 個人 に発 行され る カー ドそ の他の 書 類に 記載 され、 若 しく は電 磁的

方 式 によ り記 録され た 文字 、番 号、記 号 その 他の 符号で あ って 、そ の利

用 者 若し くは 購入者 又 は発 行を 受ける 者 ごと に異 なるも の とな るよ うに

割 り 当て られ 、又は 記 載さ れ、 若しく は 記録 され ること に より 、特 定の

利 用 者 若 し く は 購 入 者 又 は 発 行 を 受 け る 者 を 識 別 す る こ と が で き る も

の 」 と し て 、 行 政 機 関 の 保 有 す る 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 施 行 令

（ 平 成１ ５年 政令第 ５ ４８ 号。 以下 「 施 行令 」と いう 。 ） 第３ 条で 定め

られた以下のものをいう。  

(1) 特 定 の 個 人 の 身 体 の 一 部 の 特 徴 を 電 子 計 算 機 の 用 に 供 す る た め に 変

換した符号等（施行令第 ３条第１号）  

次 に 掲げ る身 体の特 徴 のい ずれ かを電 子 計算 機の 用に供 す るた めに

変 換 した 符号 等であ っ て、 特定 の個人 を 識別 する に足り る もの とし て

総務省令で定める基準に適合するもの  

 ア  細 胞 か ら 採 取 さ れ た デ オ キ シ リ ボ 核 酸 （ 別 名 DNA） を 構 成 す る 塩

基の配列  

 イ  顔 の骨 格及び 皮 膚の 色並 びに目 、 鼻、 口そ の他の 顔 の部 位の 位置

及び形状によって定まる容貌  
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 ウ  虹彩の表面の起伏により形成される線 状の模様  

 エ  発 声の 際の声 帯 の振 動、 声門の 開 閉並 びに 声道の 形 状及 びそ の変

化  

 オ  歩行の際の姿勢及び両腕の動作、歩幅その他の歩行の態様  

 カ  手 のひ ら又は 手 の甲 若し くは指 の 皮下 の静 脈の分 岐 及び 端点 によ

って定まるその静脈の形状  

 キ  指紋又は掌紋  

(２) 対 象 者 ご と に 異 な る も の と な る よ う に 、 個 人 に 発 行 さ れ る カ ー ド や

書類等に付される符号等（施行令第３条第２号～第８号）  

 ア  旅 券法 （昭和 ２ ６年 法律 第２６ ７ 号） 第６ 条第１ 項 第１ 号の 旅券

の番号  

 イ  国 民年 金法（ 昭 和３ ４年 法律第 １ ４１ 号） 第１４ 条 に規 定す る基

礎年金番号  

 ウ  道 路交 通法（ 昭 和３ ５年 法律第 １ ０５ 号） 第９３ 条 第１ 項第 １号

の免許証の番号  

 エ  住 民基 本台帳 法 （昭 和４ ２年法 律 第８ １号 ）第７ 条 第１ ３号 に規

定する住民票コード  

 オ  行 政手 続にお け る特 定の 個人を 識 別す るた めの番 号 の利 用等 に関

す る 法律 （平 成 ２５ 年 法律 第２ ７ 号。 以 下「 番号 法 」と い う。 ）第

２条第５項に規定する個人番号  

 カ  国 民健 康保険 法 （昭 和３ ３年法 律 第１ ９２ 号）第 ９ 条第 ２項 の被

保険者証の記号、番号及び保険者番号  

 キ  高 齢者 の医療 の 確保 に関 する法 律 （昭 和５ ７年法 律 第８ ０号 ）第

５４条第３項の被保険者証 の番号及び保険者番号  

 ク  介 護保 険法（ 平 成９ 年法 律第１ ２ ３号 ）第 １２条 第 ３項 の被 保険

者証の番号及び保険者番号  

 ケ  そ の他 ア～ク に 準ず るも のとし て 総務 省令 で定め る 文字 、番 号、

記 号 その 他の 符 号（ 施 行令 第３ 条 第８ 号 ）と して 、 行政 機 関の 保有

す る 個人 情報 の 保護 に 関す る法 律 施行 規 則（ 平成 ２ ９年 総 務省 令第

１９号）第４条において、以下の符号等が規定されている。  
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  ・  健康 保険法 施 行規 則（ 大正１ ５ 年内 務省 令第３ ６ 号） 第４ ７条

第２項の被保険者証の記号、番号及び保険者番号  

  ・  健康 保険法 施 行規 則第 ５２条 第 １項 の高 齢受給 者 証の 記号 、番

号及び保険者番号  

  ・  船員 保険法 施 行規 則（ 昭和１ ５ 年厚 生省 令第５ 号 ）第 ３５ 条第

１項の被保険者証の記号、番号及び保険者番号  

  ・  船員 保険法 施 行規 則第 ４１条 第 １項 の高 齢受給 者 証の 記号 、番

号及び保険者番号  

  ・  出入 国管理 及 び難 民認 定法（ 昭 和２ ６年 政令第 ３ １９ 号） 第２

条 第 ５ 号 に 規定 する 旅 券（ 日 本国 政府 の 発行 し たも のを 除 く。 ）

の番号  

  ・  出入 国管理 及 び難 民認 定法第 １ ９条 の４ 第１項 第 ５号 の在 留カ

ードの番号  

  ・  私 立 学 校 教 職 員 共 済 法 施 行 規 則 （ 昭 和 ２ ８ 年 文 部 省 令 第 ２ ８

号）第１条の７の加入者 証の加入者番号  

  ・  私立 学校教 職 員共 済法 施行規 則 第３ 条第 １項の 加 入者 被扶 養者

証の加入者番号  

  ・  私立 学校教 職 員共 済法 施行規 則 第３ 条の ２第１ 項 の高 齢受 給者

証の加入者番号  

  ・  国民 健康保 険 法施 行規 則（昭 和 ３３ 年厚 生省令 第 ５３ 号） 第７

条 の ４第 １ 項に 規定 す る高 齢 受給 者証 の 記号 、 番号 及び 保 険者 番

号  

  ・  国 家 公 務 員 共 済 組 合 法 施 行 規 則 （ 昭 和 ３ ３ 年 大 蔵 省 令 第 ５ ４

号）第８９条の組合員証の記号、番号及び保険者番号  

  ・  国家 公務員 共 済組 合法 施行規 則 第９ ５条 第１項 の 組合 員被 扶養

者証の記号、番号及び保険者番号  

  ・  国家 公務員 共 済組 合法 施行規 則 第９ ５条 の２第 １ 項の 高齢 受給

者証の記号、番号及び保険者番号  

  ・  国家 公務員 共 済組 合法 施行規 則 第１ ２７ 条の２ 第 １項 の船 員組

合員証及び船員組合員被扶養者証の記号、番号及び保険者番号  
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  ・  地 方 公 務 員 等 共 済 組 合 法 施 行 規 程 （ 昭 和 ３ ７ 年 総 理 府 ・ 文 部

省 ・ 自治 省 令第 １号 ） 第９ ３ 条第 ２項 の 組合 員 証の 記号 、 番号 及

び保険者番号  

  ・  地方 公務員 等 共済 組合 法施行 規 程第 １０ ０条第 １ 項の 組合 員被

扶養者証の記号、番号及び保険者番号  

  ・  地方 公務員 等 共済 組合 法施行 規 程第 １０ ０条の ２ 第１ 項の 高 齢

受給者証の記号、番号及び保険者番号  

  ・  地方 公務員 等 共済 組合 法施行 規 程第 １７ ６条第 ２ 項の 船員 組合

員証及び船員組合員被扶養者証の記号、番号及び保険者番号  

  ・  雇用 保険法 施 行規 則（ 昭和５ ０ 年労 働省 令第３ 号 ）第 １０ 条第

１項の雇用保険被保険者証の被保険者番号  

  ・  日本 国との 平 和条 約に 基づき 日 本の 国籍 を離脱 し た者 等の 出入

国 管 理に 関 する 特例 法 （平 成 ３年 法律 第 ７１ 号 ）第 ８ 条 第 １項 第

３号の特別永住者証明書の番号  
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第３号  [要配慮個人情報の定義 ] 

 (3) 要 配 慮 個 人 情 報  本 人 の 人 種 、 信 条 、 社 会 的 身 分 、 病 歴 、 犯 罪

の 経 歴 、 犯 罪 に よ り 害 を 被 っ た 事 実 そ の 他 本 人 に 対 す る 不 当 な 差

別 、 偏 見 そ の 他 の 不 利 益 が 生 じ な い よ う に そ の 取 扱 い に 特 に 配 慮

を 要 す る も の と し て 規 則 で 定 め る 記 述 等 が 含 ま れ る 個 人 情 報 を い

う。  

 

【趣旨】  

本 号 は、 「要 配慮個 人 情報 」を 定義し 、 その 範囲 を 定め た もの であ る。  

【解釈及び運用】  

「 要 配慮 個人 情報」 と は、 個人 に対す る 不当 な差 別、偏 見 その 他の 不

利 益 が生 じな いよう に その 取扱 いに特 に 配慮 を要 する個 人 情報 を類 型化

し た もの であ り、本 号 で定 める ものの ほ か、 印西 市 個人 情 報保 護条 例施

行 規 則（ 平成 １ ２年 規 則第 ５１ 号。以 下 「施 行規 則」と い う。 ）第 １条

の ２ で次 のい ずれか を 内容 とす る記述 等 を要 配慮 個人情 報 とし て定 めて

いる。  

ま た 、実 施機 関が要 配 慮個 人情 報を取 り 扱う 事務 を行う と きは 、要 配

慮 個 人情 報が どの事 務 で利 用さ れてい る のか を明 らかに す るた め、 条例

第 ７ 条第 １項 の規定 に より 市長 に提出 す る届 出書 に、取 り 扱う 個人 情報

に要配慮個人情報が含まれる旨を記載しなければならない。  

(1) 人種  

  人種 、世 系又は 民 族的 若し くは種 族 的出 身を 広く意 味 する 。な お、

単 純 な国 籍や 「外国 人 」と いう 情報は 法 的地 位で あり、 そ れだ けで は

人 種 には 含ま ない。 ま た、 肌の 色 は、 人 種を 推知 させる 情 報に すぎ な

いため、人種には含まない。  

(2) 信条  

  個人 の基 本的な も のの 見方 、考え 方 を意 味 し 、思想 と 信仰 の双 方を

含 む もの であ り 、支 持 政党 名、 所属政 治 団体 名、 政治理 念 、政 治活 動

の 経 歴、 政治 的信条 、 信仰 の対 象等そ の 人の 政治 的信念 や 個人 の人 格

形 成 の核 心を なす人 生 観、 世界 観が あ ら われ た 情 報が 該 当 する 。性 格、

性 質 、趣 味、 嗜好、 物 事へ の意 見、見 解 等は 、こ こでい う 信条 には 該

当 し ない 。ま た、宗 教 ない し信 仰に係 る 情報 とし て、超 自 然的 、超 人
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間 的 本質 （神 、仏、 霊 等） の存 在を確 信 し、 畏敬 崇拝す る 心情 又は 行

為に関する情報も該当する。  

(3) 社会的身分  

  ある 個人 にその 境 遇と して 固着し て いて 、一 生の間 、 自ら の力 によ

っ て 容易 にそ れから 脱 し得 ない ような 地 位を 意味 し、単 な る職 業的 地

位 や 学歴 は含 まない 。 嫡出 でな い子で あ るこ とや 、いわ ゆ る被 差別 部

落出身であること等が該当する。  

(4) 病歴  

  病 気 に 罹 患 し た 経 歴 を 意 味 す る も の で 、 特 定 の 病 歴 を 示 し た 部 分

（ 例 ： 特 定 の 個 人 が が ん に 罹 患 し て い る 、 統 合 失 調 症 を 患 っ て い る

等 ） が該 当す る。 全 て の病 気が 不当な 差 別や 偏見 につな が るも ので は

な い が、 その 線引き を 行う こと は困難 で ある こと か ら、 風 邪等 の軽 微

な 病 気で あっ たとし て も、 本号 の「病 歴 」に 含む 。なお 、 “○ ○病 に

罹 患 して いる かもし れ ない ”と いった 、 自身 の判 断は「 病 歴」 には 含

ま な い。 また 、「転 倒 によ る骨 折で全 治 ３ヶ 月」 という 内 容の 医師 の

診 断 結 果 は 、 本 号 で は な く 、 (7)の ウ に 該 当 す る 要 配 慮 個 人 情 報 の 項

目となる。  

(5) 犯罪の経歴  

  前科、すなわち有罪の判決を受けこれが確定した事実が該当する。  

(6) 犯罪により害を被った事実  

  身体 的被 害、精 神 的被 害及 び金銭 的 被害 の別 を問わ ず 、犯 罪の 被害

を 受 けた 事実 を意味 す る。 具体 的には 、 刑罰 法令 に規定 さ れる 構成 要

件 に 該当 し得 る行為 の うち 、刑 事事件 に 関す る手 続に着 手 され たも の

が該当する。  

(7) そ の 他 本 人 に 対 す る 不 当 な 差 別 、偏 見 そ の 他 の 不 利益 が 生 じ な い よ

う に そ の 取 扱 い に 特 に 配 慮 を 要 す る も の と し て 規 則 で 定 め る 記 述 等 が

含まれる個人情報  

  次の ア ～ オ のい ず れか を内 容とす る 記述 等（ 本人の 病 歴又 は犯 罪の

経歴に該当するものを除く。）が含まれる個人情報としている。  

 ア  身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の施 行 令 第
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４条第１号に規定する総務省令で定める次の（ア）～（エ）の心身の機能

の障害があること（当該障害があること又は過去にあったことを特定させ

る情報（例：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）に基づく障害福祉サービスを受けている

こと又は過去に受けていたこと）も含まれる。）。 

  （ア） 「身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）別表に掲げる身

体上の障害」があることを特定させる情報 

    ① 医師又は身体障害者更生相談所により、別表に掲げる身体上の障害

があることを診断又は判定されたこと（別表上の障害の名称や程度に

関する情報を含む。）。 

    ② 都道府県知事、指定都市の長又は中核市の長から身体障害者手帳の

交付を受け並びに所持していること又は過去に所持していたこと（別

表上の障害の名称や程度に関する情報を含む。）。 

    ③ 本人の外見上明らかに別表に掲げる身体上の障害があること。 

  （イ） 「知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害」

があることを特定させる情報 

    ① 医師、児童相談所、知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、

障害者職業センターにより、知的障害があると診断又は判定されたこ

と（障害の程度に関する情報を含む。）。 

    ② 都道府県知事又は指定都市の長から療育手帳の交付を受け並びに所

持していること又は過去に所持していたこと（障害の程度に関する情

報を含む。）。 

  （ウ） 「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１

２３号）にいう精神障害（発達障害者支援法（平成１６年法律第１６

７号）第２条第２項に規定する発達障害を含み、知的障害者福祉法に

いう知的障害を除く。）」があることを特定させる情報 

    ① 医師又は精神保健福祉センターにより精神障害や発達障害があると

診断又は判定されたこと（障害の程度に関する情報を含む。）。 

    ② 都道府県知事又は指定都市の長から精神障害者保健福祉手帳の交付

を受け並びに所持していること又は過去に所持していたこと（障害の
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程度に関する情報を含む。）。 

  （エ） 「治療方法が確立していない疾病その他の特殊な疾病であって障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号）第４条第１項の政令で定めるものによる障害の程

度が同項の厚生労働大臣が定める程度であるもの」があることを特定

させる情報 

    ① 医師により、厚生労働大臣が定める特殊の疾病による障害により継

続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受けていると診断された

こと（疾病の名称や程度に関する情報を含む。）。 

イ 本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者（ウにおいて

「医師等」という。）により行われた疾病の予防及び早期発見のための健

康診断その他の検査（ウにおいて「健康診断等」という。）の結果 

疾病の予防や早期発見を目的として行われた健康診査、健康診断、特定

健康診査、健康測定、ストレスチェック、遺伝子検査（診療の過程で行わ

れたものを除く。）等、受診者本人の健康状態が判明する検査の結果が該

当する。 

具体的な事例としては、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）に

基づいて行われた健康診断の結果、同法に基づいて行われたストレスチェ

ックの結果、高齢者の医療の確保に関する法律に基づいて行われた特定健

康診査の結果などが該当する。また、法律に定められた健康診査の結果等

に限定されるものではなく、人間ドックなど保険者や事業主が任意で実施

又は助成する検査の結果も該当する。さらに、医療機関を介さないで行わ

れた遺伝子検査により得られた本人の遺伝型とその遺伝型の疾患へのかか

りやすさに該当する結果等も含まれる。  

なお、健康診断等を受診したという事実は該当しない。また、身長、体

重、血圧、脈拍、体温等の個人の健康に関する情報を、健康診断、診療等

の事業及びそれに関する業務とは関係ない方法により知り得た場合も該当

しない。 

ウ 健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理由と

して、本人に対して医師等により心身の状態の改善のための指導または診
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療もしくは調剤が行われたこと。 

「健康診断等の結果に基づき、本人に対して医師等により心身の状態の改

善のための指導が行われたこと」とは、健康診断等の結果、特に健康の保持

に努める必要がある者に対し、医師又は保健師が行う保健指導等の内容が該

当する。 

具体的な事例としては、労働安全衛生法に基づき医師又は保健師により行

われた保健指導の内容、同法に基づき医師により行われた面接指導の内容、

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき医師、保健師、管理栄養士により

行われた特定保健指導の内容等が該当する。また、法律に定められた保健指

導の内容に限定されるものではなく、保険者や事業主が任意で実施又は助成

により受診した保健指導の内容や、保健指導等を受けたという事実も該当す

る。 

「 健 康 診 断 等 の 結 果 に 基 づ き 、 又 は 疾 病 、 負 傷 そ の 他 の 心 身 の 変

化 を 理 由 と し て 、 本 人 に 対 し て 医 師 等 に よ り 診 療 若 し く は 調 剤 が 行

わ れ た こ と 」 と は 、 病 院 、 診 療 所 、 薬 局 そ の 他 の 医 療 を 提 供 す る 施

設 に お い て 、 診 療 又 は 調 剤 の 過 程 で 、 患 者 の 身 体 の 状 況 、 病 状 、 治

療 状 況 等 に つ い て 、 医 師 、 歯 科 医 師 、 薬 剤 師 、 看 護 師 そ の 他 の 医 療

従 事 者 が 知 り 得 た 情 報 全 て を 指 し 、 例 え ば 、 診 療 記 録 、 調 剤 録 、 薬

剤 服 用 歴 、 お 薬 手 帳 に 記 載 さ れ た 情 報 等 が 該 当 す る 。 ま た 、 病 院 等

を 受 診 し た と い う 事 実 、 薬 局 等 で 調 剤 を 受 け た と い う 事 実 も 該 当 す

る。  

な お 、 身 長 、 体 重 、 血 圧 、 脈 拍 、 体 温 等 の 個 人 の 健 康 に 関 す る 情

報 を 、 健 康 診 断 、 診 療 等 の 事 業 及 び そ れ に 関 す る 業 務 と は 関 係 の な

い方法により知り得た場合は該当しない。  

エ 本 人 を 被 疑 者 又 は 被 告 人 と し て 、 逮 捕 、 捜 索 、 差 押 え 、 勾 留 、 公

訴の提起その他の刑事事件に関する手続が行われたこと 。  

  本 人 を 被 疑 者 又 は 被 告 人 と し て 刑 事 事 件 に 関 す る 手 続 が 行 わ れ た

という事実が該当する。  

な お 、 他 人 を 被 疑 者 と す る 犯 罪 捜 査 の た め に 取 調 べ を 受 け た 事 実

や 、 証 人 と し て 尋 問 を 受 け た 事 実 に 関 す る 情 報 は 、 本 人 を 被 疑 者 又
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は被告人としていないことから、該当しない。  

オ 本人を少年法（昭和２３年法律第１６８号）第３条第１項に規定する少

年又はその疑いのある者として、調査、観護の措置、審判、保護処分その

他の少年の保護事件に関する手続が行われたこと。 

本 人 を 非 行 少 年 又 は そ の 疑 い の あ る 者 と し て 、 保 護 処 分 等 の 少 年

の保護事件に関する手続が行われたという事実が該当する。  
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要配慮個人情報該当性判断の具体例  

要配慮個人情報の項目  該当する  該当しない  

(1) 人種  ・ 出 自 の 民 族 の 名 称  
・ 国 籍  

・ 肌 や 頭 髪 の 色  

(2) 信条  

・ 支 持 政 党 、 所 属 政 党  

・ 信 仰 の 対 象 、 所 属 す る 宗

教 団 体  

・ 趣 味 嗜 好  

・ 宗 教 に 関 す る 書 物 の 購

入 や 貸 出 し 履 歴  

(3) 社会的身分  

・ 被 差 別 部 落 出 身 で あ る こ

と  

・ 嫡 出 子 、 非 嫡 出 子 の 別  

・ 職 業 上 の 肩 書 等 （ 社

長 、 教 授 等 ）  

・ 本 籍 地  

(4) 病歴  ・ 既 往 症  

・ 現 在 の 体 調 に つ い て の

自 身 の 判 断 ((8) ・ (9)

に つ い て も 同 様 ) 

(5) 犯罪の経歴  
・ い わ ゆ る 犯 歴 照 会 の 結  

果  

・ 暴 力 団 に 所 属 し て い る

か 否 か に つ い て の 警 察

へ の 照 会 結 果  

(6) 犯罪 により 害を 被

った事実  

・ 振 込 め 詐 欺 の 被 害 に あ っ

た 事 実  

・ 犯 罪 被 害 者 支 援 制 度 の 対

象 と な る こ と  

 

(7) 心身の機能の障害  ・ 障 害 者 手 帳 の 所 持 の 有 無   

(8) 健康診断等結果  

・ 医 療 資 格 を 持 つ 者 に よ

る 、 が ん に か か や り す い

と の Ｄ Ｎ Ａ 情 報 の 判 定 結

果 （ (9)に 該 当 す る 場 合

も あ り 得 る 。 ）  

・ 自 分 で 計 測 し た 血 圧 の

数 値  

・ 健 康 診 断 を 受 診 し た 事

実  

(9) 医 師 等 に よ る 指

導・診療・調剤  

・ 病 院 を 受 診 し た 事 実  

・ 怪 我 に つ い て の 「 全 治 ○

か 月 」 と の 診 療 結 果  

・ 市 販 の か ぜ 薬 を 購 入 し

た 事 実  

(10) 刑事事件に関する手 

続 

・ 逮 捕 歴  

・ 刑 事 事 件 に 関 す る 訴 訟 が

継 続 中 で あ る と い う 事 実  

・ 民 事 事 件 に 関 す る 訴 訟

が 継 続 中 で あ る と い う

事 実  

(11) 少年の保護事件に

関する手続 

・ 14歳 未 満 の 罪 を 犯 し た 少

年 と し て 児 童 相 談 所 へ の

送 致 を 受 け た 事 実  

・ 家 庭 裁 判 所 調 査 官 の 調 査

結 果  

・ 警 察 官 か ら 補 導 を 受 け

た 事 実 （ ※ 補 導 は 、 法

的 手 続 に 当 た ら な い 注

意 ・ 助 言 に 過 ぎ な い ）  

その他   
・ 要 配 慮 個 人 情 報 を 推 知

さ せ る に す ぎ な い 情 報  
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第４号  [特定個人情報の定義 ] 

 ( 4 ) 特 定 個 人 情 報  行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の

番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ７ 号 。 以 下 「 番

号法」という。）第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。  

 

【趣旨】  

本 号 は、 番号 法第３ ２ 条の 規定 に基づ き 、こ の条 例で 厳 格 な 保 護措 置

の 対 象と なる 「特定 個 人情 報」 の範囲 を 定め たも のであ る 。 本 号で は、

「特定個人情報」を定義する 番号法第２条第８項を引用している。  

【解釈及び運用】  

１  「特 定個 人情報 」 とは 、個 人番号 （ 個人 番号 に対応 し 、当 該個 人番

号 に 代わ って 用いら れ る番 号、 記号そ の 他の 符号 であっ て 、住 民票 コ

ード以外のものを含む。）をその内容に含む個人情報をいう。  

２  「個 人番 号 」は 、 住民 票コ ードを 変 換し て得 られた １ ２ 桁 の番 号で

市 町 村長 が本 人に通 知 して いる もので あ るが 、実 施機関 が 個人 番号 を

利 用 する 場合 、必ず し も個 人番 号その も のを 利用 する訳 で はな く、 セ

キ ュ リテ ィ保 護 のた め に当 該団 体内で の 共通 番号 に置き 換 えた り、 あ

る い は通 信回 線を使 用 する 際に 暗号化 し て符 号に 置き換 え る等 の措 置

が講じられている。  

こ の よ う に 個 人 番 号 そ の も の で は な い が 、 個 人 番 号 と １ 対 1で 対 応

す る 番号 、記 号、符 号 につ いて も広義 の 個人 番号 に含め 、 広義 の個 人

番号を含んでいる個人情報を特定個人情報と定義するものである。  
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第５号  [情報提供等記録の 定義 ] 

 ( 5 ) 情 報 提 供 等 記 録  番 号 法 第 ２ ３ 条 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 （ こ れ ら の

規 定 を 番 号 法 第 ２ ６ 条 に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。 ） に 規 定 す

る記録に記録された特定個人情報をいう。  

 

【趣旨】  

本 号 は 、 番 号 法 第 ３ ２ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 こ の 条 例 で 特 定 個 人 情 報

（ 第 ４号 ）と ともに 、 保護 措置 の対象 と なる 「情 報提供 等 記録 」の 範囲

を 定 めた もの である 。 本号 では 、「情 報 提供 等記 録」を 規 定す る番 号法

第２３条第１ 項及び第 ２ 項を引用している。  

【解釈及び運用】  

「 情 報提 供等 記録」 と は、 情報 の照会 者 と情 報の 提供者 と の間 で情 報

提 供 ネッ トワ ークシ ス テム を通 じて行 わ れた 情報 照会及 び 情報 提供 の記

録 （ 情報 の照 会者及 び 情報 の提 供者の 名 称、 提供 の求め の 日時 及び 提供

した場合の日時、特定個人情報の項目等）である。  
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第２号第６号  [実施機関の定義 ] 

 ( 6 ) 実 施 機 関  市 長 、 教 育 委 員 会 、 選 挙 管 理 委 員 会 、 監 査 委 員 、 農

業委員会、固定資産評価審査委員会及び議会をいう。  

 

【趣旨】  

本 号 は、 この 条例に 基 づき 個人 情報保 護 制度 を実 施する 機 関を 定め た

ものである。  

【解釈及び運用】  

「 実 施機 関」 は、地 方 自治 法（ 昭和２ ２ 年法 律第 ６７号 ） 等に より 、

独立して事務を管理執行する権限を有する機関である 。  

な お 、本 市に おいて は 、公 営企 業管理 者 が置 かれ ておら ず 、地 方公 営

企 業 法第 ８条 第２項 の 規定 によ り、管 理 者の 権限 は市長 が 行う こと とな

っ て いる ため 、「市 長 」 に は、 執行機 関 とし ての 市長の ほ か、 水道 事業

管理者の権限を行う市長も含まれる。  
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第３号第７号  [公文書の定義 ] 

 ( 7 ) 公 文 書  実 施 機 関 の 職 員 が 職 務 上 作 成 し 、 又 は 取 得 し た 文 書 、

図 画 及 び 電 磁 的 記 録 で あ っ て 、 当 該 実 施 機 関 の 職 員 が 組 織 的 に 用

い る も の と し て 、 当 該 実 施 機 関 が 保 有 し て い る も の を い う 。 た だ

し次に掲げるものを除く。  

  ア  官 報 、 白 書 、 新 聞 、 雑 誌 、 書 籍 そ の 他 不 特 定 多 数 の も の に 販

売することを目的として発行されるもの  

  イ  歴 史 的 若 し く は 文 化 的 な 資 料 又 は 学 術 研 究 用 の 資 料 と し て 特

別の管理がされているもの  

 

【趣旨】  

本 号 は、 個人 情報の 記 録媒 体と しての 「 公文 書」 の定義 を 定め たも の

で あ り、 印西 市情報 公 開条 例（ 平成１ ２ 年条 例第 ２４号 ） 第２ 条第 ２号

に規定する定義と同一である。  

【解釈及び運用】  

１  「実 施機 関の職 員 」と は、 実施機 関 にお いて 何らか の 職を 占め るも

の の こと であ り、地 方 公務 員法 第３条 に 規定 する すべて の 者を いう 。

し た がっ て、 一般職 で ある か、 特別職 で ある か 、 また、 常 勤で ある か、

非 常 勤で ある かを問 わ ない 。具 体的に は 、市 長、 議員、 行 政委 員会 の

委 員 、監 査委 員のほ か 、実 施機 関の職 務 上の 指揮 監督権 限 に服 する す

べ て の職 員を い い、 地 方教 育行 政の組 織 及び 運営 に関す る 法律 （昭 和

３ １ 年法 律第 １６２ 号 ）第 ４３ 条第１ 項 の規 定に 基づき 、 実施 機関 た

る 教 育委 員会 が監督 す る者 （県 費負担 教 職員 ）、 臨時職 員 、ア ルバ イ

ト、実施機関の附属機関の委員も含むものである。  

  なお 、実 施機関 の 職員 が、 県等実 施 機関 とは 別の法 人 格を 有す る組

織の事務に従事している場合は、実施機関の職員には含まない。  

２  「職 務上 作成し 、 又は 取得 した」 と は、 実施 機関の 職 員が 当該 職員

に 割 り当 てら れた仕 事 を遂 行す る立場 で 、す なわ ち公的 立 場に おい て

作 成 し、 又は 取得し た こと をい い、作 成 した こ と 又は取 得 した こと に

つ い て、 文書 管理シ ス テム への 登録、 収 受印 があ ること 、 決裁 、供 覧

等 の 手続 が終 了して い るか 否か 、文書 等 に関 して 自ら法 律 上の 作成 権

限又は取得権限を有するか否か等を問わない。  
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な お 、 職務 には 、地 方 自 治法 第１ ８０ 条 の ２又 は第 １８ ０ 条 の７ の

規 定 によ り他 の実施 機 関か ら委 任を受 け 、又 は他 の実施 機 関の 補助 執

行として処理している事務等を含む。  

３  「文 書、 図画及 び 電磁 的記 録（電 子 的方 式、 磁気的 方 式そ の他 人の

知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い 方 式 で 作 ら れ た 記 録 を い

う 。 ）」 とは 、記録 媒 体の 面か ら条例 の 対象 とな る公文 書 の範 囲を 定

め た もの であ り、実 施 機関 にお いて現 に 事務 又は 事業に お いて 用い ら

れている記録 媒体のすべてを網羅するものである。  

な お 、「 写真 、 マイ ク ロフ ィル ム 及び ス ライ ド」 を 明記 し てい ない

の は 、こ れら に記録 さ れて いる 情報が 文 字、 記号 又は象 形 であ るか に

よ っ て、 文書 又は図 画 に包 含さ れると 考 えら れる ことに よ るも ので あ

り、これらを除外する趣旨ではない。  

 (1) ｢文書、図画 ｣とは、 人の 思 想 等 を 文字 若 し く は記 号 又は 象 形 を用

いて 有体 物に 可視 的状 態で 表現 した もの をい い、 紙の 文書 のほ か、

図面 、写 真 、こ れ らを 写し た マイ ク ロ フ ィル ム 等が 含 まれ る。 具体

的 に は、 起案 文書、 供 覧文 書、 台帳、 カ ード 、電 算出力 帳 票、 図面 、

写 真 、地 図、 絵 、ポ ス ター 等が 、 これ に 当た る。 な お、 市 販の 地図

等 は 公文 書に は該当 し ない が、 その上 に 市の 情報 を追加 し た場 合は 、

公文書に含まれる。  

 (２) 「電 磁的記 録」 とは、 電子的 方式 、磁気 的方式 その 他人の 知覚に

よ っては認 識できな い方式で 作られた 記録全般 をいい、 電 子 計 算 機

に よ る 情 報 処 理 の 用 に 供 さ れ る い わ ゆ る 電 子 情 報 の 記 録 だ け で な

く 、 録 音 テ ー プ 、 ビ デ オ テ ー プ 等 の 内 容 の 確 認 に 再 生 用 の 専 用 機

器 を 用 い る 必 要 の あ る 記 録 も 含 ま れ る 。 ま た 、 電 磁 的 記 録 に ア ク

セ ス す る た め の 電 子 計 算 機 に よ る 情 報 処 理 の た め の プ ロ グ ラ ム に

つ いて も 、 電磁 的 記 録に 該 当 する 。 光ディスク（コンパクトディス

ク 等） 、光磁 気ディ スク 、磁気 ディス ク（ フロッ ピーデ ィス ク等） 、

磁 気テ ープ（ コンピ ュー タ用デ ータを 記録 した磁 気テー プ、 ビデ オ

テ ープ 、録音 テープ 等） などの 媒体に 記録 されて いるも のが 該当 す

る。  
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な お 、「 電磁 的記録 」 には 、デ ィスプ レ イに 情報 を表示 す るた め

一 時 的に メモ リに蓄 積 され る情 報、 作 業 中の デー タの 保 存 のた めに

ハ ー ドデ ィス ク上に 一 時的 に 生 成され る 一時 ファ イル等 は 含ま れな

い。  

４３  組織共用文書  

 (１) 「当 該実 施機関 の 職員 が組 織的に 用 いる もの 」とは 、 当該 公文 書

が そ の作 成又 は 取得 に 関与 した 職 員個 人 段階 のも の では な く、 組織

と し ての 共用 文 書の 実 質を 備え た 状態 、 すな わち 、 当該 実 施機 関の

組 織 にお いて 業 務上 必 要な もの と して 、 利用 又は 保 管及 び 保存 され

ている状態のもの（組織共用文書）をいう。  

し た がっ て、 ① 職員 が 単独 で作 成し、 又 は取 得し た文書 、 図画 又

は 電 磁的 記録 であっ て 、専 ら自 己の職 務 の遂 行の 便宜の た めに のみ

利 用 し、 組織 として の 利用 を予 定して い ない もの （自己 研 さん のた

め の 研究 資料 、備忘 録 等） 、 ② 職員が 自 己の 職務 の遂行 の 便宜 のた

め に 利用 する 正式文 書 と重 複す る当該 文 書の 写し 、③職 員 の個 人的

な 検 討段 階に 留まる も の（ 決裁 文書の 起 案前 の職 員の検 討 段階 の メ

モ 、下 書き 原稿 等を 含む 文書 、図 画又 は電 磁的 記録 等。 ただ し 、担

当職員 が原 案の 検 討過程 で作 成す る 文書、 図画 又は 電 磁的記 録で あ

っ て も 、 起 案文 書等 に参考資 料として 添付され たものな ど 組 織 に お

いて業 務上 必要 な ものと して 保存 さ れてい るも のは 除 く。） 等は 、

「組織 的に 用い る もの」 には 該当しない。  

 (２) 作成又 は取 得 され た文 書、 図 画 又は 電磁 的記 録 が 組織 的に 用いる

もの に当 た る かど うか の判 断は 、① 作成 又は 取得 の状 況（ 職員 個人

の便 宜の ため にの み作 成又 は取 得す るも ので ある かど うか 、直 接的

又は 間接 的に 当該 実施 機関 の長 等の 管理 監督 者の 指示 等の 関与 があ

っ た もの で あ る か ど う か） 、 ② 利 用 の 状 況（ 本人だけ が持っている

ものかど うか 、あ るいは、 業 務上 必 要 とし て 他 の 職員 又 は部 外 に 配

付さ れた もの であ るか どう か、 他の 職員 がそ の職 務上 利用 して いる

もの であ るか どう か） 、③ 保存 又は 廃棄 の状 況（ 専ら 当該 職員 の判

断で 処理 でき る性 質の もの であ るか どう か、 組織 とし て管 理し てい
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る職 員共 用の 場所 で保 管又 は保 存さ れて いる も の であ るか どう か）

などを 総合 的に 考 慮して 行う 。  

   な お、 会議、 講 演等 を記 録した 録 音テ ープ で、会 議 録等 を作 成す

る た めの 補助 的 手段 と して 録音 し たも の が開 示請 求 対象 公 文書 に該

当 す るか どう か は、 会 議等 の都 度 、録 音 し、 整理 保 存し て いる もの

は 、 当該 実施 機 関の 職 員が 組織 的 に用 い るも のと し て、 開 示請 求対

象 公 文書 に該 当 し、 同 一の テー プ を録 音 、消 去を 繰 り返 し 行っ てい

る よ うな 場合 及 び前 回 の会 議の 録 音テ ー プを 次回 の 会議 ま での 間又

は 紙 の会 議録 が 完成 す るま での 間 、一 時 的に 保有 し てい る 場合 は、

開示請求対象公文書としては該当しない。  

 (３) 組織と して の 共用 文書 の実 質を 備え た状 態に なる 時点 につ いて は、

一 般 的 に は 、 作 成 又 は取 得に関 与した 職員 個人段 階を離 れ、 課長 等

事 案 の決 定権 を 有す る 者を 含む 内 部検 討 に付 され た 時点 を いう が、

当該 組織 にお ける 文書 、図 画又 は電 磁的 記録 の利 用、 保管 又は 保存

の実 態に より 判断 する もの であ る。 例え ば、 ①決 裁を 要す るも のに

つ い て は 事 案 の 決定 権者 の指 示に より 作成 する もの であ るた め、 起

案 文 書が 作 成 さ れ 、 回 議を 開 始 し た 時 点 、② 台帳類、 帳簿類及び簡

易 又 は定 型的 な 文書 等 であ って 、 当該 組 織に おい て 利用 す るた めに

作 成 され たも の は、 課 長 等 を含 む 内部 検 討に 付さ れ てい な いも ので

も、作成された時点、③ 会 議 に 提出 し た 時点 （ 会 議 で の 配 付文 書 の

ほか 、提 出し 、回 収し た文 書も 含む 。） 、④ 申請 書等 が実 施機 関の

事務 所に 到達 した 時点 、⑥ 組織 とし て管 理し てい る職 員共 用の 場所

に 保 管 又 は 保 存 し た 時 点 、 ⑦ 職 員が行政 内部の審議 、検討 等のた め

に 作 成し た試 案 、素 案 等は 事案 の 決定 権 を有 する 者 を含 む 内部 検討

に付された時点、⑧ 会 議で 配 布 さ れ 取 得し た 文 書 にあ っ ては 、 配 布

された 時点 等が 挙 げられ る。  

５４  「保有 して いる 」と は、 所 持 して いる 状態 を い う。 文書 、図 画又

は電 磁的 記録 を共 用の 場 所 に保 管又 は保 存し 、又 は実 施機 関以 外の も

のに 保管 させ てい る場 合で あっ ても 、当 該文 書、 図画 又は 電磁 的記 録

を事 実上 支配 （当 該文 書、 図画 又は 電磁 的記 録の 作成 、保 存、 閲覧 ・
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提 供 、 移 管 ・ 廃 棄 等 の 取 扱 い を 判 断 す る 権 限 を 有 し て い る こ と を い

う。 ）し てい れば 、「 所持 」に 該当 し、 「保 有し てい る」 に該 当す る。  

な お 、 一 時 的 に 文 書 を 借 用 し 、 又 は 預 か っ て い る 場 合 等 、 当 該 文

書、図 画又 は電 磁 的記録 を支 配し て いると 認め られ な い場合 は、 「保

有して いる 」に は 当たら ない 。  

６５  「公文書」に該当する例  

 (１) 作 成し た公 文書  決 裁の 手続 が終 了 又 は途 中の 文書 、課 長等 を含

む 内 部検 討に 付され た 段階 の素 案等、 庁 議（ 政策 調整会 議 、部 課長

会 議 、主 管会 議）に 提 出し た資 料、庁 内 での 打ち 合わせ ・ 事務 説明

用 に 提出 した 資料、 審 議会 等の 資料、 事 務マ ニュ アル・ 業 務日 程表、

説 明 会・ 対外 的打ち 合 わせ 等の 資料、 そ の他 組織 的に利 用 する 文書、

起 案 文書 や資 料等を 作 成す るた め、職 員 が事 務処 理の過 程 で補 助的

に 作 成し た情 報でフ ロ ッピ ーデ ィスク 等 に記 録さ れてい る もの のう

ち、組織として利用可能な状態で保存されているもの等  

 (２) 取 得し た公 文書  供 覧の 手続 が終 了又 は途 中の 文書 、会 議等 で受

領した文書、委託契約等の成果物等  

７ ６  保 存年 限が経 過 した 公文 書であ っ ても 、実 施機関 が 事務 事業 の必

要性等から廃棄せずに保存しているものは、開示請求の対象となる。  

ま た 、開 示請 求 の対 象 とな った 公 文書 の 残り の保 存 年数 が １年 未満

の と きは 、そ の公文 書 を翌 年度 に廃棄 せ ず、 翌々 年度に 廃 棄す るも の

とする。  

８７  官報等  

官 報 、 書籍 等不 特定 多 数 のも のに 販売 す る こと を目 的と し て 発行 さ

れ る もの につ いては 、 本条 例の 対象と な る公 文書 から除 く こと とし た。  

官 報 、白 書、 新聞、 雑 誌、 書籍 は、そ の 例示 とし て列挙 し たも ので あ

る。  

「 官 報、 白書 、 新聞 、 雑誌 、書 籍 その 他 不特 定多 数 のも の に販 売す

る こ とを 目的 として 発 行さ れる もの」 と は、 書店 等で一 般 に入 手可 能

なものをいい、 紙媒体 の も のに 限 ら れる も の では な く 、イ ン タ ーネ ッ

ト上 で不 特定 多数 の者 への 有償 頒布 を目 的と して 発行 され る新 聞、 雑
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誌、書 籍等 も含 ま れる。  

な お 、 実 施 機 関 が 公 表 資 料 等 の 情 報 提 供 を 行 っ て い る も の に つ い

ては、 条例 第２ 条 第３号 アに 該当 せ ず、開 示請 求の 対 象とな る。  

９８  歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料  

一 般 の行 政事 務 処理 上 の必 要性 か らで は なく 、歴 史 や文 化 、学 術研

究 と いっ た観 点から そ の 資 料的 価値に 着 目し て保 有され て いる もの で、

特 別 の管 理が されて い るも のは 、本条 例 によ る開 示、訂 正 、中 止、 削

除請求の対象となる公文書から除くことを定めたものである。  

 (1) 「歴 史的 若しく は 文化 的な 資料又 は 学術 研究 用の資 料 」と は、 市

の 所 管部 門に お いて 、 市の 発展 経 過を 示 す資 料と し て保 管 して いる

資料等をいう。  

 (２) 「特 別の 管理が さ れて いる 」とは 、 次の 方法 により 管 理さ れて い

るものをいう ｡ 

  ア  他の 一般文 書 と区 分し 専用の 場 所で 、保 存のた め の特 別の 措置

がなされて適切に保存されていること 。  

イ  資料 の 内容 及び 所 在を 明 らか にす る 目録 が 作成 され 、 当該 目 録

が一般の閲覧に供されていること 。  

ウ  不開 示 情報 が記 録 され て いる と認 め られ る 場合 、資 料 の全 部 又

は 一 部 を一 定の 期間 開 示 しな いこ とを 条 件 に個 人又 は第 ５ 号 に規

定 す る 法人 等か ら寄 贈 又 は寄 託を 受け て い る場 合で あっ て 、 当該

期 間 が 経過 して いな い と き、 資料 の原 本 の 破損 若し くは 汚 損 を生

じ る お それ があ る場 合 又 は資 料を 保有 す る 機関 にお いて 原 本 が現

に 利 用 され てい る場 合 等 を除 き一 般の 利 用 の制 限が 行わ れ て いな

いこと 。  

エ  資料 の 利用 方法 及 び期 間 等の 部外 者 の利 用 に関 する 規 定が 定 め

られ、当該規定が一 般の閲覧に供されていること 。  

    なお 、資料 は 、他 の機 関（実 施 機関 ）か ら移管 を 受け て管 理し

よ う と する も のであ る 場 合に は 、当該 他 の 機関 に おいて 保 存 期間

が満了しているものでなければならない ｡ 



29 

 

第４号第８号  [電子計算機処理の定義 ] 

 ( 8 ) 電 子 計 算 機 処 理  電 子 計 算 機 を 使 用 し て 行 わ れ る 情 報 の 入 力 、

蓄 積 、 編 集 、 加 工 、 修 正 、 更 新 、 検 索 、 消 去 、 出 力 又 は こ れ ら に

類する処理をいう。ただし、次に掲げる処理を除く。  

  ア  専ら文章を作成するための処理  

  イ  専ら文書又は図画の内容を記録するための処理  

  ウ  製版その他専ら印刷物を製作するための処理  

  エ  専 ら 文 書 又 は 図 画 の 内 容 の 伝 達 を 電 気 通 信 の 方 法 に よ り 行 う

ための処理  

 

【趣旨】  

本 号 は、 個人 情報の 処 理形 態の うちの 電 子計 算機 を用い る 処理 を定 義

したものである。  

【解釈及び運用】  

１  「電 子計 算機」 と は、 デジ タル回 路 によ り構 成され た プロ グラ ム内

蔵 方 式に よる 電子的 情 報処 理機 械をい う 。具 体的 には、 汎 用コ ンピ ュ

ー タ ー、 オフ ィスコ ン ピュ ータ ー、パ ー ソナ ルコ ンピュ ー ター 等を い

う。  

２  「入 力」 とは、 外 部記 憶装 置ある い は入 力装 置から 電 子計 算機 の内

部 記 憶装 置に 情報を 転 送す る（ 電子 計 算 機に 情報 が入る ） こと をい う。  

３  「蓄 積」 とは、 情 報を 電子 計算機 か ら外 部記 憶装置 に 転送 し、 入力

結果等を蓄えることをいう。  

４  「編 集」 とは、 後 の処 理の ために デ ータ を準 備する こ とを いい 、デ

ー タ の並 べ替 え、付 加 、不 必要 なデー タ の削 除、 書式制 御 、コ ード 変

換、ゼロ抑制等の処理を含む。  

５  「加工」とは、計算や論理判断による演算処理のことをいう。  

６  「修正」とは、誤った情報を正しい情報に変換することをいう。  

７  「更 新」 とは、 デ ータ 媒体 上のフ ァ イル 形式 は変換 せ ずに ファ イル

の内容を変更することをいう。  

８  「検 索 」 とは、 蓄 積さ れて いるデ ー タか ら特 定の情 報 を探 し出 すこ

とをいう。  

９  「消 去」 とは、 記 録媒 体に 記録さ れ た情 報を 消して な にも 記録 して
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いない状態にすることをいう。  

10 「出 力」 とは、 電 子計 算機 から外 部 記憶 装置 あるい は 出力 装置 に転

送することをいう。  

11 「こ れら に類す る 処理 」と は、１ か ら 10まで に掲げ る 処理 類型 と同

等にとらえるべき処理を指すもので、具体的には分類などがある。  

12 「専 ら文 章を作 成 する ため の処理 」 とは 、 ワ ードプ ロ セッ サ（ パー

ソ ナ ル コ ン ピ ュ ー タ ー を ワ ー ド プ ロ セ ッ サ と し て 用 い る 場 合 を 含

む。）ワード プロセッサ機能 による文章作成のための処理をいう。  

13 「専 ら文 書又は 図 画の 内容 を記録 す るた めの 処理」 と は、 文書 や図

形 な どの 内容 を電子 計 算機 を利 用して 光 ディ スク へのイ メ ージ 情報 の

保存、蓄積等をいう。  

14 「 製版 その 他専 ら印 刷物 を製 作す るた めの 処理 」と は、 文書 、図 形、

画 像 など の各 種情報 を ペー ジ単 位に組 版 、レ イア ウトす る ため の処 理

をいう。  

15 「専 ら文 書又は 図 画の 内容 の伝達 を 電気 通信 の方法 に より 行う ため

の処理」とは、いわゆる電子メールである。  
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第５号第９号  [事業者の定義 ] 

 ( 9 ) 事 業 者  法 人 そ の 他 の 団 体 （ 国 、 独 立 行 政 法 人 等 (独 立 行 政 法 人

等 の 保 有 す る 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 法 律 (平 成 １ ５ 年 法 律 第 ５ ９

号 ) 第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 独 立 行 政 法 人 等 を い う 。 以 下 同

じ 。 )、 地 方 公 共 団 体 及 び 地 方 独 立 行 政 法 人 （ 地 方 独 立 行 政 法 人 法

（ 平 成 １ ５ 年 法 律 第 １ １ ８ 号 ） 第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 地 方 独 立

行 政 法 人 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） を 除 く 。 以 下 「 法 人 等 」 と い

う。） 及び事業を営む個人をいう。  

 

【趣旨】  

本 号 は、 個人 情報の 保 護に つい ての責 務 を負 い、 市長の 指 導及 び助 言

等の対象となる事業者の範囲を定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「法 人そ の他の 団 体」 とは 、第１ 号 にい う「 法人そ の 他の 団体 」と

同義である。  

２  「国 、独 立行政 法 人等 、他 の地方 公 共団 体及 び地方 独 立行 政法 人」

は 、 その 保有 する個 人 情報 につ いて、 自 らの 権限 と責任 に おい て個 人

情 報 の保 護に 関する 施 策を 講ず るべき で ある と考 えられ る ので 、事 業

者から除外したものである。  

３  「事 業」 とは、 地 方税 法「 昭和２ ５ 年法 律第 ２２６ 号 」第 ７２ 条 の

２ 第 ８項 から 第１０ 項 まで に掲 げる事 業 のほ か、 営利又 は 非営 利を 問

わ ず 、農 業、 林業等 事 業と 称す ること が でき るも のはす べ て含 まれ る。  

４  「事 業営 む個人 」 とは 、地 方税法 第 ７ ２ 条 の ２第８ 項 から 第 １ ０項

までに掲げる事業を営む個人のほか農業、林業等を営む個人をいう。  

５  事業 を営 む個人 の 当該 事業 に関す る 情報 は、 第１号 の 【解 釈及 び運

用 】 」の ５ に より、 原 則と して 個人情 報 とし てこ の条例 に おけ る保 護

の 対 象に なる が、開 示 の可 否の 判断に 当 たっ ては 、私生 活 に関 する も

の は 、第 １５ 条第２ 号 が適 用さ れるの に 対し て、 事業に 関 する もの に

ついては、同条第３号が適用されることになる。  
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第６号第１０ 号  ［個人情報ファイルの定義 ］  

 (1 0 ) 個 人 情 報 フ ァ イ ル  一 定 の 事 務 の 目 的 を 達 成 す る た め に 特 定 の

個 人 情 報 を 、 電 子 計 算 機 を 用 い て 検 索 す る こ と が で き る よ う に 体

系 的 に 構 成 し た 情 報 の 集 合 物 で あ っ て 、 実 施 機 関 が 保 有 し て い る

ものをいう。  

 

【趣旨】  

本 号 は、 第４ ５条の 罰 則を 適用 する上 で の構 成要 件とし て の個 人情 報

ファイルを定義したものである。  

【解釈及び運用】  

１  「一 定の 事務 」 と は、 実施 機関の 事 務の 一部 又は全 部 であ って 、個

人情報ファイルの作成目的となる特定の事務をいう。  

２  「電子計算機を用いて検索することができるように体系的に構成し

た情報の集合物」とは、多くの個人情報を一定の基準に基づいて集め

て体系的に整理し、個人情報が 一定の様式で表示され、特定の項目に

よって当該個人を検索できるように 電子計算機 処理された 情報の集合

物をいう。記録媒体としては、磁気テープ、磁気ディスク、フロッピ

ーディスク、光ディスク等である。  
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第１１号  ［特定個人情報ファイルの定義］  

(1 1 ) 特 定 個 人 情 報 フ ァ イ ル  番 号 法 第 ２ 条 第 ９ 項 に 規 定 す る 特 定 個

人 情 報 フ ァ イ ル を い う 。  

 

【趣旨】  

本 号 は 、 第 ２ ８ 条 の 削 除 請 求 及 び 第 ３ ０ 条 の 中 止 請 求 の 対 象 と な る

「 特 定個 人情 報ファ イ ル 」 の範 囲を定 め た も ので ある。 本 号で は、 「特

定個人情報ファイル 」を定義する番号法第２条第 ９項を引用している。  

【解釈及び運用】  

１  「 特 定 個 人 情 報 フ ァ イ ル 」 と は 、 個 人 番 号 を そ の 内 容 に 含 む 個 人

情 報 フ ァ イ ル を い う 。  

２  こ の 「 個 人 情 報 フ ァ イ ル 」 は 、 番 号 法 第 ２ 条 第 ４ 項 に 規 定 す る 個

人 情 報 フ ァ イ ル を い い 、 第 １ ０ 号 の 「 個 人 情 報 フ ァ イ ル 」 と は 異 な

る も の で あ る 。  
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第３条  実施機関等の責務  

 （実施機関等の責務）  

第 ３ 条  実 施 機 関 は 、 こ の 条 例 の 目 的 を 達 成 す る た め 、 個 人 情 報 の 保

護に関し必要な措置を講じなければならない。  

２  個 人 情 報 を 取 り 扱 う 実 施 機 関 の 職 員 又 は 職 員 で あ っ た 者 は 、 職 務

上 知 る こ と が で き る 個 人 情 報 を み だ り に 他 人 に 知 ら せ 、 又 は 不 当 な

目的に使用してはならない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 個人 情報保 護 制度 を実 施する に 当た って 、市の 実 施機 関及 び

当該実施機関の職員等の責務を定めたものである。  

 第 １項 は、 実施機 関 の責 務を 定めた も ので あり 、実施 機 関は 、 個 人の

権 利 利益 の保 護を常 に 意識 して 、個人 情 報の 収集 、利用 、 提供 及び 管理

の事務に当たらなければならない事を明らかにしたものである。また、  

第２項は、実施機関の職員等の責務を定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「個 人情 報の保 護 に関 し必 要な措 置 」と は、 この条 例 の第 ２章 に定

め る 個人 情報 取扱事 務 の届 出、 収集の 制 限、 利用 の制限 、 提供 の制 限、

正 確 性及 び安 全性の 確 保並 びに 委託に 伴 う措 置に 従うこ と や運 用状 況

の 公 表、 職員 の意識 啓 発、 事務 処理上 の 改善 、事 業者へ の 啓発 など の

条例の目的を達成するために 必要なすべての措置をいう。  

２  地 方公 務員 法（ 昭和 ２５ 年法 律第 ２６ １号 ）第 ３４ 条の 「秘 密」 は、

い わ ゆる 実質 秘（形 式 的に 取扱 いの指 定 をし ただ けでは 足 りず 非公 知

の 事 実で あっ て、実 質 的に もそ れを秘 密 とし て保 護する に 値す ると 認

められるもの）と解されている。  

こ の 条 例は 、こ のよ う な 実質 秘に 当た る 情 報だ けで なく 、 よ り広 範

囲 な 個人 情報 が職員 又 は職 員で あった 者 によ り漏 えいさ れ 、又 は不 当

な目的に使用されることを防止しようとするものである。  

こ の た め、 地方 公務 員 法 上の 守秘 義務 に 加 え、 本条 でさ ら に 職務 上

知 り 得た 個人 情報を 他 人に 漏ら しては な らな いこ と、及 び 不当 な目 的

に 使 用し ては ならな い こと を規 定した も ので ある 。また 、 臨時 又は 非

常 勤 の調 査員 、嘱託 員 等地 方公 務員法 の 適用 を受 けない 職 員は 、こ の
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規定によって個人情報保護についての義務が課されることになる。  

 (1) 「職 員」 とは、 実 施機 関に おいて 何 らか の職 を占め る すべ ての 者

の こ とで あり 、 地方 公 務員 法第 ３ 条に 規 定す るす べ ての 者 をい う。

し た がっ て、 一 般職 で ある か特 別 職で あ るか 、ま た 、常 勤 であ るか

非 常 勤で ある か を問 わ ない 。具 体 的に は 、市 長、 議 員、 行 政委 員会

の 委 員、 監査 委 員の ほ か、 実施 機 関の 職 務上 の指 揮 監督 権 限に 服す

る す べて の職 員 をい い 、地 方教 育 行政 の 組織 及び 運 営に 関 する 法律

（ 昭 和３ １年 法 律第 １ ６２ 号） 第 ４３ 条 第１ 項の 規 定に 基 づき 、実

施 機 関た る教 育委員 会 が監 督す る者（ 県 費負 担教 職員） 、 臨時 職員 、

アルバイト、実施機関の附属機関の委員も含むものである。  

   な お、 実施機 関 の職 員が 、県等 実 施機 関と は 別の 法 人格 を有 する

組織の事務に従事している場合は、実施機関の職員には含まない。  

 (２) 「 職員 であ った 者」 とは 、退 職、 失職 又は 免職 によ り職 員と し て

の身分を失った者をいう。  

 (３) 「 職務 上知 り得 た」 とは 、職 員が 職務 上知 り得 たと いう こと で あ

り 、 たと え担 当 外の 事 項で あっ て も職 務 に関 連し て 知り 得 たも のは

含まれる。  

 (４) 「 みだ りに 他人 に知 らせ 」 と は、 個人 情報 を他 人に 知ら せる こ と

が 自 己の 権限 に 属す る か否 かを 問 わず 、 個人 情報 取 扱事 務 の目 的達

成のためなどの正当な理由がなく 他人に 知らせる場合などをいう。  

 (５) 「 不当 」と は、 相当 でな いこ と、 妥当 でな いこ とを いい 、「 不 当

な 目 的に 使用 」 とは 、 自己 の利 益 を図 る ため に個 人 情報 を 使用 する

場 合 、あ るい は 他人 の 正当 な権 利 利益 や 公共 の利 益 に反 し て個 人情

報を使用する場合などをいう。  
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第４条  事業者の責務  

 （事業者の責務）  

第 ４ 条  事 業 者 は 、 個 人 情 報 の 保 護 の 重 要 性 を 認 識 し 、 事 業 の 実 施 に

当 た っ て は 、 個 人 の 権 利 利 益 を 害 す る こ と の な い よ う 、 個 人 情 報 の

取 扱 い を 適 正 に 行 う と と も に 、 個 人 情 報 の 保 護 に 関 す る 市 の 施 策 に

協力する責務を有する。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 事業 者の責 務 を定 めた もので あ る。 個人 情報の 不 適正 な取 扱

い に よる 権利 利益の 侵 害の おそ れなど に 対す る市 民の不 安 感は 、市 が保

有 す る個 人情 報に限 ら れる もの ではな く 、事 業者 が保有 す る個 人情 報に

も存在し、保護対策が求められているため規定した。  

【解釈及び運用】  

１  「個 人情 報の取 扱 いを 適正 に行う 」 とは 、個 人の権 利 利益 を違 法又

は 不 当に 侵害 し、又 は 侵害 する おそれ の ない 取扱 いを行 う こと をい う。  

２  「個 人情 報の保 護 に関 する 市の施 策 に協 力す る」と は 、第 ３条 の規

定 に より 、実 施機関 が 行う 事業 者への 啓 発及 び条 例第３ ６ 条か ら第 ４

１ 条 まで の規 定にお い て市 長が 行う こ と とし てい る指導 、 助言 等の 個

人情報の保護に関する市の施策に協力することをいう。  
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第５条  市が出資等をする法人等の責務  

 （市が出資等をする法人等の責務）  

第 ５ 条  市 が 出 資 等 を す る 法 人 等 の う ち 、 実 施 機 関 が 定 め る も の は 、

こ の 条 例 に 基 づ き 当 該 実 施 機 関 が 行 う 個 人 情 報 の 取 扱 い に 留 意 し つ

つ 、 個 人 情 報 の 適 正 な 取 扱 い を 確 保 す る た め に 必 要 な 措 置 を 講 ず る

責務を有する。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 市が 出資等 を する 法人 等のう ち 実施 機関 が定め る もの は、 実

施 機 関が 行う 個人情 報 の取 扱い に留意 し 、個 人情 報の適 正 な取 扱い を確

保するために必要な措置を講ずる責務があることを定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「出 資等 」とは 、 出資 、寄 付財産 等 出捐 、補 助金の 交 付等 その 他の

財政支出を市が行っていることをいう。  

２  「 市が 出資 等を する 法人 等の うち 、実 施機 関が 定め る法 人等 」と は、

市 が 出資 等を する法 人 等の うち 、事業 内 容が 市と 密接な 関 係を 有し 、

そ の 事務 事業 が市の 事 務事 業の 補完的 又 は代 行的 な機能 を 有す るな ど

個 人 情報 の取 扱いに つ いて 、そ の社会 的 責任 を市 に準じ て 果た すべ き

も の とし て、 実施機 関 が定 める ものを い う。 した がって 、 これ らの 法

人 等 は、 この 条例に 基 づき 実施 機関が 行 う個 人情 報の取 扱 いに 留意 し

て 、 個人 情報 の適正 な 取扱 いを 確保す る ため の必 要な措 置 を講 ずる 責

務があることを定めたものである。  

  実施 機関 は、次 に 掲げ る法 人等の う ち個 人情 報の取 扱 いに つい て、

そ の 社会 的責 任を市 に 準じ て果 たす必 要 があ ると 認める も のを 指定 す

る。  

 (1) 市が、資本金、基本金その他これらに準ずるものの２分の１以上  

  を出資している法人  

 (２) 市が、運営費の２分の１以上の補助金を支出している法人 等  

 (３) 市 が 、 補 助 金 等 の 財 政 的 援 助 、 役 職 員 派 遣 等 の 人 的 援 助 そ の 他 の

援 助 をし てい る 法人 等 で あ って 、 市の 事 務事 業と 密 接な 業 務を 行う

も の 等市 に準 じ て個 人 情報 を取 り 扱う こ とが 必要 で ある と 認め られ

るもの  



38 

 

３  法人等を指定した場合の手続  

実 施 機 関が 法人 等を 指 定 し、 又は 変更 し た 場合 は、 印西 市 個 人情 報

保 護 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 １ ２ 年 規 則 第 ５ １ 号 。 以 下 「 規 則 」 と い

う 。 ）第 ２条 の規定 に より 、告 示する も のと する 。指定 し た場 合の 告

示の内容は、おおむね次に掲げる事項とする。  

 (1) 法人等の名称  

 (2) 法人等の所在地  

 (3) 法人等の主な事務事業の内容  

 (4) 市が行っている出資等の内容（額等）  

 (5) その他 必要と認める事項  

４  「必 要な 措置」 と は、 この 条例の 個 人情 報の 保護施 策 に十 分留 意し

つ つ 、独 自の 内部管 理 規程 を作 成した り 、個 人情 報の保 護 の重 要性 を

職 員 に認 識さ せるた め の教 育や 研修を 行 った り、 電子計 算 機処 理に 当

たっての安全対策を講じたりすることをいう。  

５  実施 機関 は、出 資 等を する 法人等 に 対し 、情 報公開 に 関す る制 度を

整 備 する よう 、出資 等 をす る法 人等の 種 別に 応じ た標準 的 な規 程を 示

す な どし て指 導に努 め るも のと する。 な お、 実施 機関が 定 めた 法人 等

に 対 する 具体 的な指 導 及び 助言 は、原 則 とし て当 該法人 等 との 連絡 調

整を所管する 課等が行うものとする。  
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第６条  市民の責務  

 （市民の責務）  

第 ６ 条  市 民 は 、 個 人 情 報 の 保 護 の 重 要 性 を 認 識 し 、 自 己 の 個 人 情 報

の 保 護 に 自 ら 努 め る と と も に 、 他 人 の 個 人 情 報 の 取 扱 い に 当 た っ て

は、その権利利益を害することのないよう努めなければならない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 個人 情報の 保 護に 関す る市民 の 責務 を定 めたも の であ る。 市

民 一 人ひ とり が個人 情 報の 保護 の重要 性 を認 識し て自己 の 個人 情報 の保

護 に 努め ると ともに 、 他人 の権 利利益 を 侵害 する ことの な いよ う努 める

責務を明らかにしたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「個 人 情 報の保 護 の重 要性 を認識 し 」と は、 個人情 報 の保 護が 個人

の 権 利利 益の 侵害等 を 生じ させ ないた め に極 めて 有効な 手 段で あり 、

一 般 に定 着さ せるた め に、 市民 一人ひ と りが 個人 情報の 保 護の 重要 性

を 認 識す るこ とが大 切 であ ると いうこ と を認 識す ること を 求め たも の

である。  

２  「自 己の 個人情 報 の保 護に 自ら努 め る」 とは 、市民 が 自己 の個 人情

報 の 安易 な取 扱いに よ り権 利利 益の侵 害 を自 ら招 くこと の ない よう 自

己の個人情報の適正な管理に努めることを求めたものである。  

３  「他 人の 個人情 報 の取 扱い に当た っ ては 、そ の権利 利 益を 害す るこ

と の ない よう 努 めな け れば なら ない」 と は、 市民 は、権 利 利益 の侵 害

の 被 害者 とな るばか り でな く、 個人情 報 の不 適正 な取扱 い によ って 、

他 人 の権 利利 益を侵 害 する こと もあり 得 るの で、 市民が 互 いに 個人 情

報 の 保護 の重 要性を 認 識し 、個 人情報 の 適正 な取 扱いに 努 める べき こ

とを求めたものである。  
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   第２章  実施機関が保有する個人情報の保護  

第７条  個人情報取扱事務の届出等  

 （個人情報取扱事務の届出等）  

第 ７ 条  実 施 機 関 は 、 個 人 情 報 を 取 り 扱 う 事 務 （ 以 下 「 個 人 情 報 取 扱

事 務 」 と い う 。 ） を 新 た に 開 始 し よ う と す る と き は 、 あ ら か じ め

（ 緊 急 か つ や む を 得 な い 場 合 に あ っ て は 、 当 該 個 人 情 報 取 扱 事 務 を

開 始 し た 日 以 後 、 速 や か に ） 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 市 長 に 届 け 出 な け

れ ば な ら な い 。 届 け 出 た 事 項 を 変 更 し よ う と す る と き も 、 同 様 と す

る。  

 (1) 個人情報取扱事務の名称  

 (2) 個人情報取扱事務の目的  

 (3) 個人情報取扱事務を所管する組織の名称  

 (4) 個人情報取扱事務における収集の対象となる者の範囲  

 (5) 個人情報の記録項目  

 (6) 個人情報の収集先及びその方法。この場合において、本人以外の

ものから個人情報を収集するときは、その理由  

 (7) 個人情報に要配慮個人情報が含まれるときは、その旨  

 (8) その他市長が定める事項  

２  実 施 機 関 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 届 け 出 た 個 人 情 報 取 扱 事 務 を 廃 止

したときは、遅滞なくその旨を市長に届け出なければならない。  

３  市 長 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 届 出 に 係 る 事 項 を 記 載 し た 資 料 を 作

成し、一般の閲覧に供しなければならない。  

４  前 ３ 項 の 規 定 は 、 実 施 機 関 の 職 員 若 し く は 職 員 で あ っ た 者 に 係 る

個 人 情 報 取 扱 事 務 又 は 専 ら 試 験 的 な 電 子 計 算 機 処 理 に 係 る 個 人 情 報

取扱事務については、適用しない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 実施 機関は 、 個人 情報 を取り 扱 う事 務に つ いて 、 開始 、変 更

又 は 廃止 があ った場 合 には 、市 長に届 け 出る 義務 がある こ とを 定め たも

の で ある 。ま た、市 長 は、 届出 に係る 事 項を 記載 した資 料 を作 成し て、

一般の閲覧に供することを定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本 項 は 、実 施機 関が 個 人 情報 取扱 事務 を 開 始又 は変 更し よ う とす る

と き は、 個人 情報取 扱 事務 の開 始又は 変 更前 に当 該個人 情 報の 名称 、

目的等を市長に届出なければならないことを定めたものである。  
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本 項 は 、届 出事 項を 具 体 的に 定め たも の で あり 、こ の届 出 に より 、

市 長 は、 全実 施機関 の 個人 情報 取扱事 務 を正 確に 把握す る こと がで き

る と とも に、 実施機 関 自ら にお いても 、 保有 する 個人情 報 を把 握す る

こ と によ り、 その収 集 の必 要性 や収集 範 囲を 再確 認する こ とが でき る。  

さ ら に 、届 出の 手続 を 通 じて 、慎 重か つ 責 任を 持っ て個 人 情 報を 取

り扱うことが期待できる。  

な お 、 この 条例 の施 行 日 （平 成１ ２年 １ ０ 月１ 日） 現在 、 現 に行 わ

れ て いる 個人 情報取 扱 事務 につ いては 、 附則 第２ 項にお い てこ の条 例

の施行日以後、速やかに届け出なければならないこととされている。  

個 人 情 報取 扱事 務の 開 始 、変 更又 は廃 止 に 伴う 届出 は、 原 則 とし て

事 務 担当 課を 単位と し て 情 報 管 理課長 総 務課 長 へ 届け出 る もの とす る。  

個 人 情 報取 扱事 務の 捉 え 方に つい ては 、 印 西市 個人 情報 保 護 条例 事

務取扱要領（以下「要領」という。）を参考にすること。  

ま た 、 同一 の個 人情 報 取 扱事 務を 複数 の 部 署が 行っ てい る 場 合（ 同

一 の 個人 情報 取扱事 務 を地 域割 りで行 っ てい る場 合等） は 、関 係課 等

で協議して、統一的な届出を行うことができる。  

 (1) 個人情報取扱事務を開始する場合の届出に係る事務  

   第 １項 の規定 に より 、個 人情報 取 扱事 務を 開始し よ うと する 実施

機 関 が市 長に 個 人情 報 取扱 事務 を 届け 出 る場 合は 、 規則 第 ３条 第１

項 の 規定 によ り 、個 人 情報 取扱 事 務届 出 書（ 規則 別 記第 １ 号様 式）

に個人情報取扱事務届出事項を添付して行うものとする。  

記入要領については、要領を参考にすること。  

 (２) 個人情報取扱事務を変更する場合の届出に係る事務  

第 １ 項 の 規定 に より 、 個 人 情報 取 扱事 務 を 変 更し よ うと す る 実 施

機 関 が市 長に 個 人情 報 取扱 事務 を 届け 出 る場 合は 、 規則 第 ３条 第１

項 の 規定 によ り 、個 人 情報 取扱 事 務届 出 書に 個人 情 報取 扱 事務 届出

事項を添付して行うものとする。  

こ の 場 合 、実 施 機関 は 、 変 更す る 事項 だ け で なく す べて の 事 項 を

記入した個人情報取扱事務届出事項を届け出るものとする 。  

 (３) 「 個人 情報 を取 り扱 う事 務」 とは 、事 業の 実施 に伴 って 、個 人 情
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報を収集し、管理し、利用し、又は提供する事務をいう。  

 (４) 「 その 他実 施機 関が 定め る事 項」 とは 、規 則第 ３条 第２ 項の 規 定

されている次の事項である。  

ア  個人情報の保存期間  

  イ  経常的な目的外利用 ・提供先  

  ウ  委託の状況  

  エ  電子計算機処理の有無  

  オ  電子計算機その他の情報機器の 結合の有無  

  カ  その他市長が必要と認める事項  

２  第２項  

本 項 は 、実 施機 関が 届 け 出た 個人 情報 取 扱 事務 を廃 止し た 場 合は 、

その旨を市長に届け出な ければならないことを定めたものである。  

本 項 の 規定 によ り、 個 人 情報 取扱 事務 を 廃 止し た実 施機 関 が 市長 に

届 け 出る 場合 は、規 則 第３ 条第 ３項の 規 定に より 、個人 情 報取 扱事 務

廃止届出書（規則別記第２号様式）により行うものとする。  

３  第３項  

本 項 は 、市 長が 実施 機 関 から 個人 情報 取 扱 事務 の届 出を 受 け た場 合

は 、 届出 に係 る事項 を 記載 した 資料を 作 成し 、一 般の閲 覧 に供 しな け

ればならない旨を定めたものである。  

実 施 機 関に おけ る個 人 情 報の 取扱 状況 を 市 民に 周知 する と と もに 、

個 人 情報 の開 示請求 を 行う 際の 個人情 報 の所 在を 知る手 掛 かり とす る

た め 、市 長は 、個人 情 報取 扱事 務の届 出 に係 る資 料を作 成 し、 個人 情

報の本人が閲覧できるようにするものである。  

４  第４項  

本 項 は 、実 施機 関の 職 員 又は 職員 であ っ た 者に 係る 個人 情 報 取扱 事

務 及 び専 ら試 験的な 電 子計 算機 処理に 係 る個 人情 報取扱 事 務に つい て

は 、 市の 内部 管理に 属 する 事務 である の で、 届出 の対象 か ら除 外す る

ことを定めたものである。  

 (1) 「 実施 機関 の職 員若 しく は職 員で あっ た者 に係 る個 人情 報取 扱 事

務 」 とは 、実 施 機関 の 職員 又は 職 員で あ った 者に 係 る一 切 の個 人情
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報 取 扱事 務を い い、 人 事、 給与 、 福利 厚 生等 に関 す る次 の よう な 事

務が例として挙げられる。  

こ れ ら の 事務 に は、 例 え ば 、職 員 に対 す る 手 当支 給 事務 に お い て

職 員 の家 族の 個 人情 報 が取 り扱 わ れる よ うに 、そ の 目的 に より 職員

又 は 職員 であ っ た者 以 外の 者に 関 する 個 人情 報を 取 り扱 う よう なも

のもある。  

本 項 は 、 その 執 行上 、 職 員 又は 職 員で あ っ た 者に 関 する 個 人 情 報

を 取 り扱 うこ と とな る これ らの 事 務に つ いて は、 届 出を 要 しな いこ

とを規定したものである。  

  ア  服務に関する事務  

イ  給与、手当に関する事務  

ウ  表彰等に関する事務  

エ  諸証明に関する事務  

オ  被服の貸与に関する事務  

カ  任用退職等に関す る事務  

キ  公務災害補償に関する事務  

ク  人事記録に関する事務  

ケ  安全、衛生に関する事務  

コ  定数に関する事務  

サ  衛生管理に関する事務  

シ  分限、懲戒等に関する事務  

ス  非常勤職員の社会保険に関する事務  

セ  勤務評定に関する事務  

 (2) 「 専ら 試験 的な 電子 計算 機処 理に 係る 個人 情報 取扱 事務 」と は 、

電 子 計算 機の シ ステ ム の動 作の 正 常性 等 を試 すた め 、個 人 情報 取扱

事 務 に係 る処 理 を行 う こと をい い 、個 人 情報 が実 際 の事 務 に使 用さ

れない場合をいう。  
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第８条  収集の制限  

第１項  [収集の範囲及び手段の制限 ] 

 （収集の 制限）  

第 ８ 条  実 施 機 関 は 、 個 人 情 報 を 収 集 す る と き は 、 個 人 情 報 取 扱 事 務

の 目 的 を 明 確 に し 、 当 該 目 的 を 達 成 す る た め に 必 要 な 最 小 限 の 範 囲

で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 実施 機関が 個 人情 報を 収集す る に際 して の、原 則 を定 めた も

の で あり 、収 集でき る 個人 情報 の範囲 、 収集 の方 法につ い て定 めた もの

である。  

【解釈及び運用】  

１  「収 集」 とは、 集 める 意思 をもっ て 、当 該実 施機関 以 外の もの から

取 得 する こと をいい 、 取得 の形 態及び 量 を問 わな い。し た がっ て、 口

頭 で 取得 した り、文 書 をコ ピー したり 、 電磁 的記 録をフ ロ ッピ ーデ ィ

スクに複写したりすることも収集に当たる。  

  なお 、同 一実施 機 関内 で、 他課（ 室 、班 係、 班、室 ） 及び 出先 機関

の 保 有 す る 個 人 情 報 を 取 得 す る こ と は 、 収 集 で は な く 第 ９ 条 の 「 利

用 」 に該 当し 、個人 情 報取 扱事 務の目 的 以外 の目 的に利 用 する 場合 は、

第９条但し書に該当することが必要である  

２  「個 人情 報取扱 事 務の 目的 を明確 に し」 とは 、収集 に 際し 、当 該個

人 情 報 取 扱 事 務を所 管 す る 課 及 び出先 機 関 等 （ 以 下「事 務 担 当 課 」と

い う 。 ） に お いて当 該 個 人 情 報 取扱事 務 の 目 的 を 明確に し て お く こと

を い う 。 こ の 場合に お い て 、 当 該目的 は 、 収 集 し ようと す る 個 人 情報

の 使 途 、 必 要 な理由 を 導 き だ す ことが で き る 明 確 なもの 、 ま た 、 担当

者 が 認 識 で き ること は も と よ り 、市民 が 十 分 理 解 できる も の で あ る必

要がある。  

な お 、 個 人 情 報 取 扱 事 務 の 目 的 は 、 第 ７ 条 第 ３ 項 の 一 般 の 閲 覧 に 供

す る 資 料 の 中 で 個 人 情 報 取 扱 事 務 の目 的 を 市 民 へ 明 らか に す る こ と と

なる。  

３  「当 該目 的を達 成 する ため に必要 な 最小 限の 範囲」 と は、 個人 情報



45 

 

取 扱 事 務 を 執 行して い く 上 で 、 当該事 務 の 目 的 達 成上必 要 不 可 欠 とさ

れ る 個 人 情 報 の記録 項 目 の 最 小 限の範 囲 を い い 、 過剰な 収 集 を 禁 ずる

趣旨である。  

４  「適 正か つ公正 な 手段 」と は、法 令 等に 適合 し、か つ 、社 会通 念に

照らしても公平で正しい手段をいう。  
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 第２項  [収集する内容の制限 ] 

２  実 施 機 関 は 、 要 配 慮 個 人 情 報 を 収 集 し て は な ら な い 。 た だ し 、 次

の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。  

 (1) 法 令 若 し く は 条 例 （ 以 下 「 法 令 等 」 と い う 。 ） の 定 め 又 は 実 施

機 関 が 法 令 上 従 う 義 務 の あ る 国 若 し く は 県 （ 以 下 「 国 等 」 と い

う。）の機関の指示があるとき。  

 (２) 本 人 の 同 意 が あ る と き （ 本 人 か ら 要 配 慮 個 人 情 報 を 収 集 す る 場

合を含む。） 。  

 (3) 人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 又 は 財 産 を 保 護 す る た め 、 緊 急 か つ や む

を得ないと認められるとき。  

 (4) 印 西 市 情 報 公 開 ･個 人 情 報 保 護 審 査 会 （ 以 下 「 審 査 会 」 と い

う 。 ） の 意 見 を 聴 い た 上 で 、 個 人 情 報 取 扱 事 務 の 目 的 を 達 成 す る

ために必要があると認めて収集するとき。  

 

【趣旨】  

 本 項は 、 思 想、信 条 及び 宗教 という 内 心の 自由 と深く か かわ りの ある

個 人 情報 並び に社会 的 差別 の原 因とな る 個人 情報 要配慮 個 人情 報 を 収集

してはならないとの原則を定めたものである。  

こ の よう な個 人情報 は 、 要 配慮 個人情 報 につ いて は、不 適 正に 取り 扱

わ れる おそ れに 対す る不 安感 の程 度が 強い と考 えら れる こと 、 及 びま た、

不 適 正に 取り 扱われ た 場合 には 、個人 の 権利 利益 を侵害 す る危 険性 が高

い も ので ある ことか ら 、原 則と して収 集 して はな らない こ とを 定め たも

のである。  

し か し、 実施 機関が 行 う事 務は 多様な こ とか ら、 要配慮 個 人情 報に つ

い て も法 令等 の規定 に より 収集 するこ と が義 務付 けられ て いる 場合 や事

務 の 執行 上収 集しな け れば なら ない 場 合 に限 り取 り扱う こ とが でき るこ

とを明らかにしたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「思 想、 信条」 に 関す る個 人情報 と は、 個人 の精神 的 、内 面的 な情

報 を いい 、政 治、思 想 、支 持政 党、政 治 的活 動の 経 歴、 人 生観 、世 界

観 、 倫理 感等 をいう も ので あり 、性格 、 性質 、趣 味、嗜 好 、物 事へ の

意見、見解等は、これには該当しない。  

２  「宗 教」 に関す る 個人 情報 とは、 信 仰す る宗 教、宗 派 、宗 教上 の儀
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式等に関する情報をいう。  

３  「社 会的 差別の 原 因と なる 個人情 報 」と は、 社会生 活 にお いて 、一

般 に 知ら れる ことに よ り、 特定 の個人 又 はそ の家 族等の 関 係者 が社 会

的にいわれのない差別を受けるおそれのある情報をいう。  

４１  第１号  

 (1) ｢法 令 ｣とは 、法 律、 政令 、府 令、 省令 その 他国 の機 関が 定め た命

令をいう。  

 (2) ｢条 例 ｣とは 、こ の条 例以 外の 条例 （県 の条 例及 び市 の条 例） をい

い 、 その 委任 を 受け た 施行 規則 も 含ま れ る。 他の 条 例に 規 定さ れて

いる場合は、当該他の条例が優先される。  

 (３) 「 法令 又は 条例 （以 下「 法令 等」 とい う。 ）に 定め があ ると き 」

と は 、法 令等 で 個人 情 報を 収集 で きる こ とを 明ら か に定 め てい る場

合 の ほか 、法 令 等の 趣 旨及 び目 的 によ り 明ら かに 収 集す る こと がで

きると解釈される場合も含むものである。  

 (４) 「 実施 機関 が法 令上 従う 義務 のあ る国 等（ 国若 しく は県 の機 関 ）

の 指 示」 とは 、 地方 自 治法 第２ ４ ５条 に 規定 する 「 関与 」 のと して

定 め られ た「 指 示 」 を いい 、地 方 公共 団 体の 事務 処 理に 関 し、 法律

又 は これ に基 づ く政 令 の明 文規 定 を根 拠 とし て権 限 者を 明 記し た文

書 に より 発し た もの で ある こと が 必要 で あり 、省 令 、規 則 、通 達等

の み を根 拠と す る指 示 、口 頭に よ るも の 、抽 象的 な 内容 の もの は含

ま な い。 また 、 地方 自 治法 第２ ４ ５条 の ９の 規定 に 基づ き 法定 受託

事 務 につ いて 県 の機 関 が定 める 「 処理 基 準」 につ い ても 、 法的 拘束

力 は ない ため 、 「指 示 」に は含 ま れず 、 収集 する 場 合は 、 本条 第２

号 又 は第 ３号 の 規定 に 該当 する か どう か を個 別具 体 的に 判 断す るも

のとする。  

 (５) 法 律の 規定 に基 づき 思想 、心 情等 に関 する 個人 情報 要配 慮個 人 情

報を収集する例  

  ア  地方 公務員 法 第１ ６条 「欠格 条 項」 の規 定によ る 「禁 錮 以 上の

刑 に 処 せら れ 、その 執 行 を終 わ るまで 又 は その 執 行を受 け る こと

がなくなるまでの者」を確認する義務がある場合  
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  イ  公職 選挙法 第 ８６ 条の ４の規 定 によ る「 候補者 の 届出 」に 基づ

き、候補者の氏名、本籍、所属政党等の届出を受理するとき 。  

５２  第２号  

 (１) 「本 人の 同意が あ ると き」 とは、 本 条第 ２項 に掲げ る 個人 情報 要

配 慮 個人 情報 を 実施 機 関が 収集 す るこ と につ いて 、 当該 個 人情 報 要

配 慮 個人 情報 の 本人 が 文書 又は 口 頭 に よ り同 意を し てい る こと が確

認 さ れた 場合 で あっ て 、個 人情 報 取扱 事 務の 目的 を 本人 が 承知 して

いる状態をいう。  

な お 、 口 頭に よ る同 意 の 場 合は 、 同意 し た 日 時及 び 同意 内 容 を 記

録しておくものとする。  

(2) 「（ 本 人 か ら 要 配 慮 個 人 情 報 を 収 集 す る 場 合 を 含 む 。 ） 」 と は 、

本 号 と 次 項 本 文 （ 本 人 収 集 の 原 則 ） と の 関 係 に お い て 、 個 人 情 報 を

本 人 か ら 収 集 す る 場 合 、 一 般 に は 当 該 本 人 の 同 意 の も と に 個 人 情 報

が 収 集 さ れ て い る こ と に な る と 考 え ら れ る と こ ろ 、 要 配 慮 個 人 情 報

の 収 集 制 限 の 例 外 と な る 本 号 が ど の よ う な 場 合 に 適 用 さ れ る こ と に

なるのか整理 したも のである 。  

実 施 機関 が 次 項本文 の 規定 によ り要配 慮 個人 情報 を 文書 又 は 口 頭

に よ り本 人か ら適正 に 直接 収集 する場 合 は、 本人 が当該 要 配慮 個人

情 報 を提 供し たこと を もっ て、 当該実 施 機関 が当 該要配 慮 個人 情報

を 収 集す るこ とにつ い て本 人の 同意が あ った もの と解さ れ るた め、

改 め て本 人か ら 本号 に 基づ く同 意を得 る 必要 はな いこと を 明ら かに

したものである。  

(3) 実施機関が要 配 慮 個 人 情 報 を 本 人 の 同 意 を 根 拠 と す る 本 人 収 集 の

原 則の 例外 の方 法に より 収集 した 場合 につ いて は 、 当該 本人 以外 の

も のが 本号 及び 次項 第２ 号に 基づ いて 本人 から 必要 な同 意（ 要配 慮

個 人情 報 の 収集 及び 本人 収集 の原 則の 例外 に関 する 同意 ） を 得て い

る こと が前 提と な る ため 、 要 配慮 個人 情報 を本 人以 外の もの から 収

集 した 実施 機関 が、 改め て本 人か ら本 号に 基づ く同 意を 得る 必要 は

ないものと解される。  

３  第３号  
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(１) 「 人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 又 は 財 産 を 保 護 す る 」 と は 、 火 災 又 は 地

震 等 の 災 害 に よ る 生 命 、 身 体 又 は 財 産 の 損 失 の お そ れ の ほ か 、 犯 罪

等の人為的危険などから個人を守ることをいう。  

(２) 「 緊 急 か つ や む を 得 な い 」 と は 、 危 険 を 避 け る た め 要 配 慮 個 人 情

報を本人から収集する時間的余裕のない場合などである。  

(3) 本号に該当するものとしては、例えば次のような場合が考えられる。  

ア 緊急患者の搬送に際し、病歴等を家族から聴取する場合  

イ 行方不明者の捜索において、家族等から本人の病歴、心身の機能の障害

等を家族から聴取する場合 

６４  第３号 第４号  

本 号 は 、個 人情 報取 扱 事 務の 目的 を達 成 す るた めに やむ を 得 ない 場

合 は 、印 西市 個人情 報 保護 審査 会の意 見 を聴 いた 上で、 そ の同 意の も

とに収集できるようにしたものである。  

 (1) 「 印西 市個 人情 報保 護審 査会 の意 見を 聴い た上 」と は、 原則 収 集

を 禁 止さ れて い る個 人 情報 であ っ て、 本 項第 １号 及 び第 ２ 号に 該当

し な い個 人情 報 を収 集 する ため に は、 外 部機 関で あ る印 西 市個 人情

報 保 護審 査会 （ 以下 「 審査 会」 と いう 。 ）の 意見 を 聴い た 上で 行う

こ と がで きる と いう 趣 旨で ある 。 原則 収 集を 禁止 さ れて い る要 配慮

個 人 情報 を第 １ 号か ら 第３ 号ま で に該 当 しな い場 合 で収 集 する ため

に は 、外 部機 関 であ る 印西 市個 人 情報 保 護審 査会 （ 以下 「 審査 会」

と い う。 ）の 意 見を 聴 くこ とを 要 件と し たも ので あ る。 実 施機 関に

お け る個 人情 報 要配 慮 個人 情報 の 取扱 い の適 正化 を 図っ た もの であ

る。  

 (２) 「個 人情 報取扱 事 務の 目的 を達成 す るた めに 必要が あ ると 認め て

収 集 する とき 」 とは 、 個人 情報 取 扱事 務 の目 的を 達 成す る ため に必

要不可欠な場合でなければ収集することはできないことをいう。  
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第３項  ［ 収集先の制限 ] 

３  実 施 機 関 は 、 個 人 情 報 を 収 集 す る と き は 、 本 人 か ら 収 集 し な け れ

ば な ら な い 。 た だ し 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 こ の

限りでない。  

 (1) 法 令 等 の 定 め 又 は 実 施 機 関 が 法 令 上 従 う 義 務 の あ る 国 等 の 機 関

の指示があるとき。  

 (2) 本人の同意があるとき。  

 (3) 出版、報道等により公にされているとき。  

 (4) 人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 又 は 財 産 を 保 護 す る た め 、 緊 急 か つ や む

を得ないと認められるとき。  

 (5) 所 在 不 明 、 心 神 喪 失 等 の 事 由 に よ り 、 本 人 か ら 収 集 す る こ と が

困難であるとき。  

 (6) 争 訟 、 選 考 、 指 導 、 相 談 等 の 事 務 で 本 人 か ら 収 集 し た の で は そ

の 目 的 を 達 成 し 得 な い と 認 め ら れ る と き 、 又 は 事 務 の 性 質 上 本 人

か ら 収 集 し た の で は 事 務 の 適 正 な 遂 行 に 支 障 が 生 ず る と 認 め ら れ

るとき。  

 (7) 他 の 実 施 機 関 か ら 収 集 す る 場 合 で あ っ て 、 当 該 個 人 情 報 を 収 集

することに相当の理由があると認められるとき 。  

 (8) 国 、 独 立 行 政 法 人 等 、 他 の 地 方 公 共 団 体 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人

か ら 収 集 す る こ と が 事 務 又 は 事 業 の 遂 行 上 や む を 得 な い と 認 め ら

れ る 場 合 で あ っ て 、 本 人 の 権 利 利 益 を 不 当 に 害 す る お そ れ が な い

と認められるとき。  

 (9) 前 各 号 に 掲 げ る ほ か 、 審 査 会 の 意 見 を 聴 い た 上 で 、 事 務 又 は 事

業 の 適 正 か つ 公 正 な 遂 行 を 困 難 に す る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る

と き 、 そ の 他 本 人 以 外 の も の か ら 収 集 す る こ と に つ い て 相 当 の 理

由があると認められるとき。  

 

【趣旨】  

本 項 は、 個人 情報の 収 集先 につ いて、 本 人か らの 収集を 原 則と する と

ともに、その例外となる場合を明らかにしたものである。  

本 人 の知 らな い間に そ の個 人情 報が収 集 され る場 合には 、 どの よう な

個 人 情報 が集 められ て いる のか といっ た 不安 など 本人に 誤 解や 疑念 を抱

か せ るこ とも あり、 個 人情 報の 収集に は 本人 を関 与させ る こと が必 要で

あると判断したため、原則として本人から収集することとした。  

【解釈及び運用】  

１  「本 人か ら収集 」 には 、個 人情報 が 本人 から 直接提 出 され る場 合の
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ほ か 、申 請書 等を郵 送 によ り、 あるい は 本人 の使 者を介 し て提 出さ れ

る 場 合の よう に、実 質 的に 本人 から提 出 され たも のと解 さ れる 場合 も

含まれる。  

１２  第１号  

本 号 は 、本 人以 外の も の から 個人 情報 を 収 集す るこ とに つ い て、 法

令 等 の規 定が ある場 合 は、 その 収集 の 妥 当性 が当 該法令 等 の制 定の 際

に 判 断さ れて いると い える ので 、本人 収 集の 原則 の例外 と した もの で

ある。  

「 法 令 等に 定め があ る と き」 には 、法 令 等 で本 人以 外か ら 収 集で き

る こ とを 明ら かに定 め てい る場 合はも と より 、法 令等の 趣 旨、 目的 に

より、本人以外から収集できると解される場合も含まれる。  

２３  第２号  

  本号 は、 個人情 報 を本 人以 外から 収 集す るこ とにつ い て、 本人 がそ

の 取 扱目 的を 承知し て 同意 して いる場 合 は、 その 承知し て いる 範囲 で

個 人 情報 が取 り扱わ れ てい る限 り、本 人 から の収 集と同 様 に、 個人 情

報 取 扱い 上の 問題は 起 こら ない と考 え ら れる こと から、 本 人収 集の 原

則の例外とするものである。  

  「本人の同意があるとき」は、 第１項第２号と同義である。  

 (１) 「本 人の 同意が あ ると き」 とは、 個 人情 報を 実施機 関 が 本 人以 外

か ら 収集 する こ とに つ いて 、当 該 個人 情 報の 本人 が 文書 又 は口 頭に

よ り 同意 をし て いる こ とが 確認 さ れた 場 合で あっ て 、個 人 情報 取扱

事務の目的を本人が承知している状態をいう。  

   な お、 事務の 流 れそ の他 の客観 的 事実 から 本人の 同 意の 意思 が明

ら か であ る場 合 は、 本 人の 同意 が ある も のと して 取 り扱 う こと とす

る。具体的には、次のような場合が挙げら れる。  

  ア  市が 行う行 事 等の 申込 みにお い て、 代表 者から 他 の参 加者 の氏

名等を収集するとき 。  

３４  第３号  

本 号 は 、収 集し よう と す る個 人情 報が 、 出 版、 報道 等に よ り 公に さ

れ て いる 場合 は、誰 も が知 り得 る状態 に ある と考 えられ る こと から 、
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本人収集の原則の例外としたものである。  

 (１) 「 出版 」と は、 不特 定多 数の 者が 取得 可能 であ る 書 籍 、 雑誌 、 機

関 誌 等の 出版 会 社等 の 発行 の ほ か 、国 、 地方 公共 団 体等 が 公報 、 広

報紙、報告書等を刊行することをいう。  

 (２) 「 報道 」と は、 新聞 、テ レビ 、ラ ジオ 等の 社会 事象 を公 に知 ら せ

る 情 報伝 達媒 体 によ り ニュ ース そ の他 の 情報 を不 特 定多 数 の者 に伝

達することをいう。  

 (３) 「 出 版 、 報 道 等 」 の 「 等 」 と は 、 出 版 ､報 道 等 の よ う に 不 特 定 多

数 の 者が 知り 得 る状 態 とす る行 為 や制 度 を指 し、 不 動産 登 記簿 のよ

う に 法 令 等 に よ り 何 人 も 閲 覧 す る こ と が で き る 制 度 の ほ か ､公 開 の

会議 ､講演会、演説会等における発表等がこれに あたる当たる。  

 (４) 「 公に され てい る」 とは 、不 特定 多数 の者 が知 り得 る状 態に あ る

こ と を指 すも の であ る 。し たが っ て、 会 員録 、同 窓 会名 簿 など のよ

う に 特 定 の 範 囲 に の み 配 付 す る 目 的 の た め に 作 成 さ れ た も の は ､公

にされているとはいえないもので本号には該当しない。  

 (５) 「 出版 、報 道等 によ り公 にさ れて いる 」と は、 新聞 、書 籍、 テ レ

ビ 、 ラジ オ等 に より 、 何人 でも 取 得し 、 又は 知り 得 る状 態 にあ り、

そ の 公知 性に 疑 義が な いこ とを い う。 こ のた め、 公 にさ れ てい る個

人情報は、当該出版物等から収集できるとしたものである。  

   な お、 出版、 報 道等 によ り公に さ れて いる 個人情 報 を収 集す る場

合 、 誤 っ た 個 人 情 報 で な い こ と を 十分 確 認 し 、 及 び 調査 す る な ど、

正確で最新の個人情報の収集に留意しなければならない。  

４５  第４号  

本 号 は 、人 の生 命、 財 産 等を 保 護 する た め に個 人情 報を 収 集 する こ

と が 必要 な場 合で、 収 集す るこ とに時 間 的余 裕が なく、 か つ、 他に 適

当 な 方法 がな く本人 か ら収 集し ていた の では 、人 の生命 、 財産 等を 保

護 す ると いう 目的が 達 成で きな いとき は 、本 人収 集の例 外 とし たも の

である。  

 (１) 「人 の生 命、健 康 、生 活又 は財産 を 保護 する 」とは 、 火災 又は 地

震 等 の災 害に よ る生 命 、身 体又 は 財産 の 損失 のお そ れの ほ か、 犯罪
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等の人為的危険などから個人を守ることをいう。  

 (２) 「緊 急か つやむ を 得な い」 とは、 危 険を 避け るため 個 人情 報を 本

人から収集する時間的余裕のない場合などであ る。  

 (１) 「 人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 又 は 財 産 を 保 護 す る た め 、 緊 急 か つ や む

を得ないと認められるとき 」は、第２項第３号と同義である。  

５６  第５号  

本 号 は 、本 人が 所在 不 明 のた め本 人か ら 収 集す るこ とが 不 可 能な 場

合 及 び本 人が 心神喪 失 、乳 幼児 等で意 思 を表 明で きない た め事 実上 本

人から収集することができない場合のために設けたものである。  

６７  第６号  

本 号 は 、争 訟の よう に 相 手と 争っ てい る 場 合の 相手 の主 張 は 、裁 判

所 等 を通 じて 収集し 、 また 、指 導等の 場 合は 、両 親や友 人 等か ら収 集

す る 必要 が考 えられ る 。こ のよ うに本 人 から 収集 した の で は、 事務 が

公 正 、正 確に 行われ な いな ど事 務の目 的 を達 成し 得ない 場 合又 は本 人

か ら 収集 して 事務を 執 行す るこ とも可 能 であ るが 、多大 な 時間 と経 費

を 要 し事 務の 執行が 困 難に なる など事 務 の適 正な 執行に 支 障が 生ず る

場合のために設けた規定である。  

７８  第７号  

本 号 は、 他 の実 施機 関 から 提 供を 受け て 個人 情 報を 収集 す ると き は、

情報を提供する実施機関において当該提供の妥当性を判断しており、  

ま た 、 実施 機関 相互 の 事 務は 密接 な関 係 が ある こと から 本 人 収集 の

原則の例外として定めたものである。  

「 他 の 実施 機関 」と は 、 収集 する 実施 機 関 以外 の 実 施機 関 を いい 、

例 え ば、 教育 委員会 が 市長 部局 から収 集 する 場合 の市長 部 局が 該当 す

る。  

８９  第８号  

 (1) 収 集す る相 手方 が公 の機 関で ある こと を考 慮し て規 定し たも の で

る 。 実施 機関 が 事務 又 は事 業を 遂 行す る 上で は、 情 報の 客 観性 、正

確 性 が必 要と さ れ、 他 の行 政機 関 等か ら 個人 情報 を 収集 す るこ とが

不 可 欠な 場合 や 行政 機 関等 相互 の 連携 協 力が 必要 と され る 場合 があ
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る こ とか ら、 事 務又 は 事業 の遂 行 上や む を得 ない と 認め ら れる 場合

で あ って 、本 人 の権 利 利益 を不 当 に害 す るお それ が ない と 認め られ

る と きは 、行 政 機関 等 から 個人 情 報を 収 集で きる こ とを 定 めた もの

である。  

 (２) 「 事務 又は 事業 の遂 行上 やむ を得 ない 」か どう かに つい ては 、 一

般 的 な基 準を 定 める こ とは 困難 で あり 、 本条 の趣 旨 等に 照 らし て、

行 政 機関 等か ら 収集 し なけ れば 正 確な 情 報を 収集 で きな い か、 本人

か ら 収集 する と 事務 の 目的 達成 に 著し い 支障 が生 じ るか 、 多大 な経

費 と 労力 を要 す るた め 、事 務又 は 事業 の 遂行 を著 し く困 難 にす るな

どの観点から実施機関が事務ごとに判断することになる。  

 (３) 「 不当 に害 する 」と は、 個人 の権 利利 益の 侵害 が、 収集 する 個 人

情 報 の内 容及 び 収集 の 目的 、方 法 、収 集 先等 を考 慮 し、 妥 当性 を 欠

くことをいう。   

９１０  第９号  

本 号 は 、第 １号 から 第 ８ 号ま での 規定 に 該 当し ない 場合 で あ って 、

「 事 務又 は事 業の適 正 かつ 公正 な遂行 を 困難 にす るおそ れ があ ると 認

め ら れる とき 、その 他 本人 以外 のもの か ら収 集す ること に 相当 の理 由

があると認められるとき」は、本人収集の例外としたものである。  

た だ し、 個人 情報の 保 護の 観点 から審 査 会の 意見 を聴い た 上で 行う

ことができるようにしたものである。   
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第９条  利用及び提供の制限  

第１項  ［目的外の利用及び提供の制限］  

 （利用及び提供の制限）  

第 ９ 条  実 施 機 関 は 、 個 人 情 報 取 扱 事 務 の 目 的 以 外 の 目 的 の た め に 個

人 情 報 （ 特 定 個 人 情 報 を 除 く 。 以 下 こ の 条 に お い て 同 じ 。 ） を 当 該

実 施 機 関 の 内 部 で 利 用 し 、 又 は 当 該 実 施 機 関 以 外 の も の に 提 供 し て

は な ら な い 。 た だ し 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 こ の

限りでない。  

 (1) 法 令 等 の 定 め 又 は 実 施 機 関 が 法 令 上 従 う 義 務 の あ る 国 等 の 機 関

の指示があるとき。  

 (2) 本人の同意があるとき 、 又は本人に提供するとき 。  

 (3) 出版、報道等により公にされているとき。  

 (4) 人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 又 は 財 産 を 保 護 す る た め 、 緊 急 か つ や む

を得ないと認められるとき。  

 (5) 専 ら 学 術研 究又 は 統 計 の 作成 のた め に 利 用 する 場合 で ､本 人 の権

利利益を不当に害するおそれがないと認められるとき。  

 (6) 実 施 機 関 の 内 部 で 利 用 し 、 又 は 他 の 実 施 機 関 に 提 供 す る 場 合 で

あ っ て 、 当 該 実 施 機 関 又 は 他 の 実 施 機 関 が そ の 所 掌 事 務 又 は 事 業

の 遂 行 に 必 要 な 限 度 で 個 人 情 報 を 利 用 し 、 か つ 、 当 該 個 人 情 報 を

利用すること について相当の 理由があるとき。  

 (7) 国 、 独 立 行 政 法 人 等 、 他 の 地 方 公 共 団 体 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人

へ 提 供 す る 場 合 で あ っ て 、 提 供 を 受 け る 者 が 法 令 等 の 定 め る 事 務

又 は 事 業 の 遂 行 に 必 要 な 限 度 で 提 供 に 係 る 個 人 情 報 を 利 用 し 、 か

つ 、 当 該 個 人 情 報 を 利 用 す る こ と に つ い て や む を 得 な い 理 由 が あ

る と 認 め ら れ 、 か つ 、 本 人 の 権 利 利 益 を 不 当 に 害 す る お そ れ が な

いと認められるとき。  

 (8) 本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になると き  

 (9) 前 各 号 に 掲 げ る ほ か 、 審 査 会 の 意 見 を 聴 い た 上 で 、 公 益 上 の 必

要その他相当の理由があると認められるとき。  

 

【趣旨】  

本 項 は、 実施 機関が 収 集し た個 人情報 を 当該 個人 情報取 扱 事務 の目 的

以 外 の目 的の ために 実 施機 関の 内部で 利 用し 、又 は提供 し ては なら ない

こ と を定 める ととも に 一定 の場 合には 、 例外 的に 目的外 で 利用 又は 提供

できることを定めたものである。  

な お 、特 定個 人情報 の 利用 及び 提供の 制 限に つい ては、 第 ９条 の２ に

規定していることから、本条の対象外としている。  
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【解釈及び運用】  

１  第１項  

 (1) 「 個人 情報 取扱 事務 の目 的以 外の 目的 」と は、 個人 情報 を収 集 す

る際に明確にした当該個人情報取扱事務の目的以外の目的をいう。  

 (２) 個 人情 報取 扱事 務の 遂行 上、 当然 に付 随す る実 施機 関内 の他 課 又  

は 、 他の 実施 機 関と の 協議 等が 必 要な 場 合に おけ る 個人 情 報の 取扱

い に つい ては 、 当該 事 務の 目的 の 範囲 内 で個 人情 報 を利 用 又は 提供

しているものと認められる。  

例 １  開 発行 為等の 許 認可 事務 に際し て 、関 係課 、行政 委 員会 に協 議、

合議等を行う場合  

例 ２  会 計課 に支払 い の手 続を 依頼す る ため 、個 人情報 を 含む 支出 伝票

を提出する場合  

 (３) 「 当該 実施 機関 」と は、 個人 情報 を保 有し てい る実 施機 関を いう。  

 (４) 「 利用 」と は、 実施 機関 内部 で個 人情 報を 取り 扱う こと をい う 。

具 体 的に は、 市 長部 局 の あ るＡ 課 が保 有 して いる 個 人情 報 を市 長部

局の違うＢ課が違う目的の事務のために使用することをいう。  

 (５) 「 提供 」と は、 個人 情報 を保 有す る実 施機 関が 当該 実施 機関 以 外

のものにその個人情報を渡すことをいう。  

   例 えば 、市長 部 局の 課が 保有し て いる 個人 情報を 、 教育 委員 会、

国、県等に渡す場合が考えられる。  

 (6) 本項 ただ し書の 規 定に より 個人情 報 の提 供を する場 合 には 、提 供

す る 相手 方に 対 し、 次 に掲 げる 事 項 な ど を記 載し た 書面 を 求め るも

のとする。  

  ア  事務の根拠法令  

  イ  個人情報の内容 

  ウ  利用の目的及び方法 

  エ  提供を受けた個人情報の管理及び廃棄の方法 

２  第１号  法令等  

 (１) 本 号は 、利 用及 び提 供の 制限 の例 外と して 、法 令等 の定 め又 は 実

施 機 関が 法令 上 従 う 義 務の ある 国 等の 機 関の 指示 が ある 場 合に は、
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法 令 等の 目的 達 成の た め、 個人 情 報取 り 扱い 事務 の 目的 以 外の 目的

に 個 人情 報を 利 用し 又 は提 供す る こと が でき るこ と を定 め たも ので

ある。  

 (２) 「 法令 等 」 は、 第８ 条第 ３項 第１ 号 第 ８条 第 ２ 項第 １号 と同 義 で

ある。  

 (３) 「 法令 等の 定め のあ ると き 」 とは 、 法 令等 の規 定に より 、個 人 情

報 の 目的 外の 利 用、 又 は当 該実 施 機関 以 外の もの へ の目 的 外の 提供

が義務付けられている場合をいう。  

な お 、 実 施機 関 以外 の も の への 提 供に 関 連 し た法 令 の定 め の う ち、

「 照 会す るこ と がで き る」 、「 報 告を 求 める こ と が でき る 」な ど強

制 力 がな く、 提 供す る 側に 裁量 の 余地 が ある もの に つい て は、 直ち

に 、 「法 令等 の 定め が ある とき 」 とは せ ずに 、個 別 に、 公 益性 及び

実 施 機関 が提 供 しな け れば 事務 の 目的 達 成が 困難 な 場合 で あっ て、

か つ 、提 供す る 個人 情 報の 内容 、 利用 目 的そ の他 の 事情 か ら、 個人

の 権 利利 益を 不 当に 害 する おそ れ がな い かど うか を 慎重 に 判断 する

ものとする。  

ア  義務づけられていると考えられる事例  

 ・  民 亊 訴訟 法 （ 平 成８ 年 法律 第１ ０ ９号 ） 第２ ２０ 条 の規 定 に

よる裁判所からの文書提出命令に従い、文書を提出する場合  

   ・  刑 事訴訟 法 （昭 和２ ３年法 律 第１ ３１ 号） 第 ９ ９条 の規 定に

よ る 裁 判 所か ら の証 拠 物 の 提出 命 令に 従 い 、 証拠 物 を提 出 す る

場合  

   ・  地 方自治 法 第１ ００ 条第１ 項 の規 定に よる記 録 の提 出請 求に

応じ、当該記録を提出する場合  

   ・  会計検査院の帳簿等の提出要求（会計検査院法第２６条）  

  イ  裁量の余地があると考えられる事例  

   ・  捜 査 に 関 す る 必 要 事 項 の 照 会 （ 刑 事 訴 訟 法 第 １ ９ ７ 条 第 ２

項）  

   ・  弁 護 士 会 か ら の 照 会 （ 弁 護 士 法 （ 昭 和 ２ ４ 年 法 律 第 ２ ０ ５

号） 第２３条の２）  
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 (４) 「実 施機 関が法 令 上従 う義 務のあ る 国等 の機 関の指 示 」 は 、第 ８

条第２項第１号と同義である。  

「 実 施 機 関 が 法 令 上 従 う 義 務 の あ る 国 等 の 機 関 の 指 示 が あ る と

き 」 とは 、個 人 情報 の 目的 外の 利 用、 又 は当 該実 施 機関 以 外の もの

への目的外の提供について、明示の指示がある場合をいう。  

３  第２号  本人同意  

 (１) 本号 は、 利用及 び 提供 の制 限の例 外 とし て、 本人が 個 人情 報取 扱

事 務 の目 的以 外 の目 的 に個 人情 報 を利 用 し又 は提 供 する こ とに つい

て 実 施機 関が 同 意を 得 て行 うと き 又は 本 人に 提供 す ると き は、 本人

の 権 利利 益の 侵 害は 生 じな いと 考 えら れ るこ とか ら 、個 人 情報 取り

扱 い 事務 の目 的 以外 の 目的 に個 人 情 報 を 利用 し又 は 提供 す るこ とが

できることを定めたものである。  

   な お、 第１５ 条 各号 には 、本人 か らの 開示 請求に 対 して も開 示で

き な い不 開示 情 報を 定 めて おり 、 本人 に 対し てで あ って も すべ ての

個 人 情報 を提 供 でき る もの では な く、 実 施機 関は 、 第１ ５ 条各 号に

照 ら して 提供 の 適否 及 び提 供で き る情 報 の範 囲を 判 断し な けれ ばな

らないものである。  

 (２) 「 本人 の同 意」 とは 、一 般的 には 、本 人の 明確 な意 思が 文書 又 は

口 頭 によ り確 認 され た 場合 であ っ て、 本 人の 個人 情 報が 目 的外 の利

用 又 は提 供さ れ るこ と 及び 利用 又 は提 供 の目 的、 当 該個 人 情報 の内

容、提供先等を本人が承知している状態をいう。  

 (3) 「 本人 の同 意」 は、 目的 外の 利用 又は 提供 を行 う前 に、 得て お く

必 要 があ り、 本 人が 、 利用 目的 、 提供 先 等を 限定 し た上 で 同意 した

と き は、 個人 情 報の 目 的外 利用 又 は提 供 は、 その 同 意の 範 囲内 に限

ら れ るも ので あ る。 同 意を 得る 方 法と し ては 、収 集 時に 申 請書 、調

査 票 、申 告書 等 に目 的 外に 利用 又 は提 供 する こと が ある 旨 明示 した

上 で 事前 に同 意 を得 て おく 方法 と 目的 外 の利 用又 は 提供 を 行う とす

る都度、同意を得る方法がある。  

 (4) 申 請書 等の 記入 要領 欄な どに 、あ らか じめ 、目 的外 の利 用又 は 提

供 を 行う こと 及 び利 用 又は 提供 の 目的 、 当該 個人 情 報の 内 容、 提供
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先 等 が記 載さ れ てい る 場合 にお い て、 本 人が 反対 の 意思 を 表示 しな

いときは、本号に該当するものとして取り扱うことができる。  

 (5) 口 頭に よる 同意 の場 合は 、後 日確 認で きる よう に、 同意 した 日時、

同意内容及び担当職員名等を記録しておくものとする。  

 (6) 成年 被後 見人又 は 意思 能力 を有し な い乳 幼児 等の個 人 情報 を目 的

外 に 利用 し、 又 は提 供 する こと に つい て 、法 定代 理 人又 は 条例 第１

３ 条 第２ 項に 規 定す る 「特 別な 理 由が あ ると 実施 機 関が 認 めた 任意

代理人」の同意を得た場 合は、本人の同意があったものとみなす。  

 (7) 個 人情 報取 扱事 務の 流れ その 他の 客観 的事 実か ら明 らか に本 人 の

同 意 があ ると 認 めら れ る場 合は 、 本人 の 同意 があ っ たも の と取 り扱

うことができる。  

 (8) 第 １４ 条の 規定 によ る開 示請 求に 対し て本 人に 開示 する 場合 は 、

本号の「提供」ではない。  

 (9) 本人 への 提供は 、 本号 の規 定によ り 目的 外の 提供で あ って も可 能

で あ り、 開示 請 求を 待 つま でも な く、 第 １５ 条各 号 に掲 げ る不 開示

情 報 以外 の個 人 情報 は 、本 人へ 提 供し て 差し 支え な い。 本 号の 規定

に よ り目 的外 の 提供 で あっ ても 可 能と な るが 、目 的 外の 提 供に 当た

る と いう こと は 、も と もと 本人 へ 提供 す るこ とを 前 提に 取 り扱 って

い る 情報 では な いこ と 、ま た、 本 号の 規 定は 自己 情 報の 開 示請 求 制

度 （ 第１ ３条 ～ ）と は 異な り、 実 施機 関 に提 供す る こと を 義務 付け

る も ので はな く 、提 供 を受 けた 自 己情 報 に不 服が あ って も 、提 供を

受 け た者 は審 査 請求 を する こと は でき な いこ とか ら 、市 民 等か ら自

己 情 報の 提供 の 申し 出 があ った 場 合に は 、原 則と し て、 第 １３ 条に

定 め る自 己情 報 の開 示 請求 によ り 対応 す るこ とが 望 まし い 。 な お、

本 号 の規 定に よ り 任 意 的 に 開示 す る場 合 は 、 開示 請 求に お ける 不開

示情報の規定に十分留意 する必要がある 。  

   ま た、 本人が 同 意す れば 、本人 以 外へ の情 報提供 も 可能 であ るの

で、その場合は、次に掲げる点に留意の上、提供するものとする。  

  ア  必ず しも 公 文 書そ のも のの閲 覧 又は 写し の交付 を 行う 必要 はな

いこと。  
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  イ  本人 の意思 の 確認 は十 分に行 い 、記 録と して残 し てお くこ と。

また、安易に個人情報が本人以外に提供されることがないよう  

にすること。  

ウ  第１５条各号に掲げる不開示情報でないこと。  

４  第３号  出版、報道等  

 (1) 本 号は 、利 用及 び提 供の 制限 の例 外と して 、 出 版、 報道 等に よ り

公 に され て い る 個人 情 報に つい て は、 既 に不 特定 多 数の 者 に公 表さ

れ 、 誰も が知 り 得る 状 態に ある た め、 個 人情 報取 扱 事務 の 目的 以外

の 目 的に 個人 情 報を 利 用し 、又 は 提供 す るこ と が で きる と した もの

である。  

 (2) 「出版、報道等」とは、第 ８条第３ 項第３号と同義である。  

 (３) 本 号に 該当 する 例と して は、 不動 産登 記簿 のよ うに 、法 令で 何 人

も閲覧することができるとされているものを利用又は提供する 場合  

がある。  

５  第４号  緊急性  

 (１) 本 号は 、利 用及 び提 供の 制限 の例 外と し て 、人 の生 命、 健康 、 生

活 又 は財 産を 保 護す る ため に個 人 情報 を 利 用 し、 又 は提 供 する こと

が 必 要な 場合 で あっ て 、 個 人情 報 を利 用 する 相手 方 にお い て当 該個

人 情 報を 収集 す る 時 間 的余 裕が な く、 か つ、 他に 適 当な 代 替手 段が

な い とき は、 個 人情 報 取扱 事務 の 目的 以 外の 目的 の ため 、 個人 情報

を利用し、又は提供すること できることを定めたもの である。   

 (２) 「 人の 生命 、 健 康、 生活 又は 財産 を保 護す る 」 とは 、 第 ８条 第 ３

項第４号第８条第２項第 ３号と同義である。  

 (３) 「 緊急 」と は、 火災 又は 地震 等の 災害 その 他こ れに 類す る事 象 に

よ る 人の 生命 、 身体 又 は財 産へ の 危難 を 避け るた め 若し く は除 去す

る た め、 個人 情 報取 扱 事務 の目 的 以外 の 目的 のた め に利 用 し、 又は

提供することが必要な場合をいう。  

 災 害そ の他 こ れに 類 する 事象 に は、 地 震な どの 自 然現 象 によ る場

合のほか、犯罪、紛争、事故などの人為的事象も含む。  

 (４) 「 やむ を得 ない 」と は、 個人 情報 取扱 事務 の目 的以 外の 目的 の た
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め の 利用 又は 提 供で あ って も、 利 用し 、 又は 提供 し なけ れ ば、 利用

又 は 提供 を受 け る側 に おい て事 務 の目 的 が達 成で き ず、 他 に適 当な

収 集 の方 法が な い場 合 をい う。 「 やむ を 得な い」 か どう か は、 守る

べ き 個人 の生 命 、 健 康 、生 活 又 は 財産 の 安全 とい う 個人 の 権利 利益

と 、 個人 情 報 を 収集 目 的以 外の 目 的の た めに 利用 し 、又 は 提供 する

こ と によ り侵 害 され る 個人 の権 利 利益 と を比 較衡 量 して 、 判断 する

ものとする。  

６  第５号  学術研究又は統計  

 (１) 本 号は 、統 計や 学術 研究 の公 益性 が高 いこ と、 一般 に統 計作 成 や

学 術 研究 の目 的 のた め に利 用さ れ る個 人 情報 は、 個 人情 報 を利 用す

る 者 や提 供を 受 けた 者 が限 られ た 目的 の 範囲 内で 利 用す る もの であ

り 、 また 、通 常 個人 識 別性 のな い かた ち で利 用さ れ るこ と から 、 利

用及び提供の制限の例外とし て定めた ものである。  

 (２) 本 号の 「統 計」 は、 第４ ２条 第３ 項の 規定 を受 けな い「 統 計 」 を

いう。  

 (３) 本 号に 基づ き利 用 又 は 提 供を 行う 場合 には 、 個 人の 権利 利益 を 害

す る こと がな い よう に 配慮 する こ とが 必 要で あり 、 特に 実 施機 関以

外 の もの に提 供 する 場 合に は、 不 要な 部 分の 個人 情 報を 削 除す る等

の 措 置を する と とも に 提供 を受 け る相 手 方に 対し 、 公表 す る際 は個

人 が 識別 でき な い形 で 行う こと を 条件 に する 等、 個 人の 権 利利 益の

侵害とならないよう必要な措置を講ずる ものとする。  

７  第６号  実施機関の内部での利用等  

 (１) 本 号は 、 実 施機 関の 遂行 する 事務 は公 共性 の高 いも ので あり 、 か

つ 、 実施 機関 は 、事 務 を遂 行す る ため に 個人 情報 を 取り 扱 うに 際し

て は 、本 条例 に 従い 、 個人 の権 利 利益 の 保護 に十 分 に留 意 して 行う

こ と にな るの で 、実 施 機関 の内 部 で利 用 し、 又は 他 の実 施 機関 に提

供 す る場 合に お いて 、 事務 に必 要 な 限 度 で 利 用し 、 かつ 、 相当 の理

由 が ある と認 め られ る とき は、 利 用及 び 提供 の制 限 の例 外 とし たも

のである。  

 (２) 「 所掌 事務 又は 事業 の遂 行に 必要 な限 度 」 とは 、利 用す る実 施 機
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関 又 は提 供を 受 ける 実 施機 関の 具 体的 な 事務 又は 事 業 の 目 的に 照ら

して、必要最小限の範囲をいう。  

 (３) 「 相 当 の 理 由 」 と は 、 住 民 負 担 の 軽 減 、 行 政 サ ー ビ ス の 向 上 、行  

政 運 営の 効率 化 等 を 図 る観 点や 、 住民 福 祉の 向上 を 図る た めの 実施

機 関 相互 の連 携、協 力 の必 要性 等 客観 的 にみ て合 理的な 理 由を いい 、

実 施 機関 は、 個 人情 報 を使 用す る 目的 、 範囲 及び そ の内 容 を個 別具

体 的 に検 討し て 判断 す る必 要が あ る。 な お、 税法 や 統計 法 等の 個別

の 法 律で 守秘 義 務が 課 され てい る 場合 は 、一 般的 に は「 相 当の 理由

がある」とは認められない。  

８  第７号  国、他の地方公共団体等への目的外の提供  

 (１) 本 号は 、提 供の 相手 方が 公の 機関 又は これ に準 ずる 機関 であ り 、

そ れ らが 遂行 す る法 令 等の 定め る 事務 又 は事 業 は 、 公共 性 が高 いも

のであることを考慮して 、提供の制限の例外としたものである。  

 (２) 「 法令 等の 定め る 事 務 又 は事 業 の 遂行 に必 要な 限度 」 と は、 提 供

を 受 ける 者の 具 体的 な 事務 又は 事 業 の 目 的に 照ら し て、 必 要最 小限

の範囲をいう。  

 (３) 「や むを えない 理 由」 とは 、実施 機 関の 保有 する個 人 情報 を利 用

し な けれ ば、 提 供を 受 ける 国等 が 法令 等 に定 める 事 務 又 は 事業 の目

的達成ができず、他に当該個人情報の収集手段がない場合をいう。  

   ま た、 本人 負 担 の軽 減、 行政サ ー ビス の向 上、行 政 運営 の効 率化

等 を 図る 観点 や 、住 民 福祉 の向 上 を図 る ため の行 政 機関 等 相互 の連

携、協力の必要性等 客観的にみて合理的な理由 をいう。  

 (４) 「 本人 の権 利利 益を 不当 に害 する 」と は、 個人 の権 利利 益の 侵 害

が 、 提供 する 個 人情 報 の内 容及 び 提供 を 受け た国 等 の利 用 目的 等を

考慮して妥当性を欠くことをいう 。  

９  第８号  明らかな本人の利益  

  本号 に該 当する 場 合と して 、叙勲 等 の選 考の ため、 本 人の 経歴 や業

績 に 関す る情 報を提 供 した り、 行方不 明 者の 捜索 のため あ るい は身 元

不 明 者の 特定 のため 、 本人 の身 体的特 徴 等の 情報 を提供 し たり 、緊 急

に 医 療を 受け る必要 が ある 場合 に本人 の 血液 型、 体質、 既 往症 等の 情
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報を提供したりする場合が考えられる。  

10 第９号  

 (1) 本 号は 、第 １号 から 第８ 号ま での 規定 に該 当し ない 場合 であ って、

「 公 益上 の必 要 その 他 相当 の理 由 があ る と認 めら れ る」 と 実施 機関

が 判 断し たと き は、 利 用及 び提 供 の制 限 の例 外と し たも の であ る。

た だ し、 個人 情 報の 保 護の 観点 か ら審 査 会の 意見 を 聴い た 上で 行う

こととしたものである。  

 (２) 「 公益 上の 必要 」と は、 目的 外利 用す るこ とが 社会 一般 の利 益 を

図るため必要であることをいう。  

 (３) 「 相当 の理 由が ある 」と は、 公益 上の 必要 に準 じ、 行政 サー ビ ス

の 向 上、 行政 運 営の 効 率化 等 を 図 る上 で 必要 であ る こと 、 事務 又は

事 業 の目 的達 成がで き ず、 他に 当該個 人 情報 の収 集手段 が ない こと 、

住 民 福祉 の向 上 を図 る ため の行 政 機関 等 相互 の連 携 、協 力 の必 要性

が あ るこ と等 客 観的 に みて 合理 的 な理 由 があ るこ と をい い 、か つ、

利 用 する 個人 情 報の 内 容や 当該 目 的そ の 他の 事情 を 考慮 し て本 人の

権利利益を不当に侵害するおそれがない場合をいう。  

 (４) 本 号の 規定 によ り、 個人 情報 取扱 事務 の目 的以 外の 目的 のた め に

個 人 情報 を利 用 し、 又 は提 供す る 場合 は 、そ れが 妥 当で あ るか どう

か の 判断 は、 個 人情 報 の保 護の 観 点か ら 客観 的に 行 われ る べき であ

り 、 実施 機関 が 審査 会 の意 見を 聴 き、 そ の意 見を 尊 重し て 判断 する

ことにより、その客観性が担保されることとなる。  
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第２項  [提供先に対する措置要求 ] 

２  実 施 機 関 は 、 実 施 機 関 以 外 の も の へ 個 人 情 報 を 提 供 す る 場 合 に お

い て 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 提 供 を 受 け る も の に 対 し 、 当 該

個 人 情 報 の 使 用 目 的 若 し く は 使 用 方 法 の 制 限 そ の 他 必 要 な 制 限 を 付

し 、 又 は そ の 適 正 な 取 扱 い に つ い て 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 求 め る

ものとする。  

 

【趣旨】  

本 項 は、 実施 機関が 個 人情 報を 外部提 供 する 場合 は、提 供 を受 ける も

の に 対し 、必 要な制 限 を付 し、 又はそ の 適正 な取 扱いに つ いて の措 置を

講ずるよう求めることを定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「実 施機 関以外 の もの 」と は、 第 ２ 条第 ２号 第２条 第 ６号 に掲 げる

「実施機関」以外のものをいう。  

２  本項 の「 提供」 は 、個 人情 報取扱 事 務の 目的 の範囲 内 であ るか どう

か を 問わ ず、 「実施 機 関以 外の ものに 提 供す る」 とは、 実 施機 関以 外

のものに提供するすべての場合をいう。  

３  「必 要が あると 認 める とき 」とは 、 提供 先、 提供す る 個人 情報 の内

容 、 提供 形態 、提供 先 にお ける 使用目 的 、使 用方 法等を 勘 案し て、 個

人情報の保護のために必要があると認められる 場合をいう。  

４  「 その 他必 要な 制限 」と は、 使用 目的 、使 用方 法に 係る 制限 のほ か、

使 用 期間 、個 人情報 取 扱者 、電 子計算 機 処理 、電 子計算 機 処理 の場 合

に お ける アク セス等 の 制限 、 再 提供の 禁 止、 委託 の禁止 、 個人 情報 の

消 去 又は 返却 等の使 用 後の 取扱 いの指 示 、使 用状 況の報 告 等実 施機 関

以外のものの使用に係る必要な制限をいう ｡ 

５  「必 要な 措置」 と は、 個人 情報の 漏 えい 、滅 失、改 ざ ん及 びき 損の

防 止 その 他の 個人情 報 の適 正な 管理の た めに 必要 な措置 の ほか 、提 供

個 人 情報 の保 護に関 し ての 職員 に対す る 指導 、責 任体制 の 整備 など を

いう。  
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第３項  [オンライン結合による提供の制限 ] 

３  実 施 機 関 は 、 通 信 回 線 そ の 他 の 方 法 に よ る 電 子 計 算 機 そ の 他 の 情

報 機 器 の 結 合 に よ り 、 実 施 機 関 以 外 の も の へ 個 人 情 報 を 提 供 し て は

な ら な い 。 た だ し 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 こ の 限

りでない。  

 (1) 法 令 等 の 定 め 又 は 実 施 機 関 が 法 令 上 従 う 義 務 の あ る 国 等 の 機 関

の指示があるとき。  

 (2) 前 号 に 掲 げ る ほ か 、 あ ら か じ め 審 査 会 の 意 見 を 聴 い た 上 で 、 公

益 上 の 必 要 そ の 他 相 当 の 理 由 が あ り 、 か つ 、 個 人 情 報 の 保 護 の た

めに必要な措置が講じられていると認め られる とき。  

 

【趣旨】  

通 信 回線 その 他の方 法 によ る電 子計算 機 その 他の 情報機 器 の結 合（ 以

下 「 オン ライ ン結合 」 とい う。 ）によ る 処理 は、 市民サ ー ビス の向 上と

事 務 処理 の効 率化に 大 きな 成果 を発揮 し てい る。 その反 面 、 個 人情 報へ

の 随 時の アク セスが 可 能に なる など 個 人 情報 の利 用が簡 単 にで きる こと

な ど から 、 そ の取扱 い によ って は個人 の 権利 利益 を侵害 す る可 能性 も大

き い こと から 、 本項 は 、原 則と して、 実 施機 関が 通信回 線 その 他の 方法

に よ る電 子計 算機そ の 他の 情報 機器の 結 合に より 、実施 機 関以 外の もの

へ 個 人情 報を 提供し て はな らな いこと を 定め ると ともに 例 外的 に提 供す

ることができる場合の要件を定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「 通 信 回 線 そ の 他 の 方 法 に よ る 電 子 計 算 機 そ の 他 の 情 報 機 器 の 結

合 」 とは 、 電 子計算 機 及び その 他のこ れ に類 する 情報機 器 又は それ ら

の 端 末機 等を 通信回 線 （光 ファ イバー ケ ーブ ル 、 無線 等 を 含む 。） で

結 び 、デ ータ の発生 す ると ころ から端 末 機等 によ り直接 入 力し 、又 は

入 力 した 結果 を必要 と する とこ ろに直 接 出力 させ る方法 で あっ て、 実

施 機 関以 外の ものが 、 実施 機関 が保有 す る個 人情 報をい つ でも 必要 に

応じて入手できる状態にあることをい う。  

  なお 、 通 信回線 で 結ば れて いても 、 通常 相手 方から の アク セス がで

き ず 、特 定の 時期に 相 手方 にデ ータを 送 信す るだ けの場 合 は、 「オ ン

ライン結合」に該当しない。  

２  「実 施機 関以外 の もの 」と は、 第 ２ 条第 ２号 第２条 第 ６号 に掲 げる
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「実施機関」以外のものをいう。  

３  「法 令等 の 定め が ある とき 」とは 、 法令 等に オンラ イ ン結 合に より

個 人 情報 を提 供する こ と及 び提 供する 個 人情 報の 内容が 定 めら れて い

るときをいう。  

法令等の規定に基づくときの例としては、次のものがある。  

 ・  本人確認情報の提供（住民基本台帳法第 30条の７、 30条の 11）  

４  「実 施機 関が法 令 上従 う義 務のあ る 国 等 の 機 関の 指 示 があ ると き 」

と は 、と は、 法令等 に オン ライ ン結合 に より 個人 情報を 提 供す るこ と

及 び 提供 する 個人情 報 の内 容 に ついて 、 明示 の指 示があ る とき をい う。  

５  「公 益上 の必要 そ の他 相当 の理由 」 とは 、オ ンライ ン 結合 によ るこ

と が 個人 情報 取扱事 務 の目 的や 内容を 考 慮し て必 要、か つ 、ふ さわ し

い も ので ある ことを い う。 具体 的には 、 個人 情報 をオン ラ イン 結合 に

よ り 提供 する ことが 住 民サ ービ スの向 上 につ なが る場合 や その 方法 に

よ ら なけ れば 個人情 報 取扱 事務 の遂行 を 著し く困 難にし 、 若し くは 経

費 が 増大 し結 果的に オ ンラ イン 結合に よ る方 が住 民 負担 の 軽減 にな る

と き 、又 は高 度の迅 速 性、 利便 性を確 保 する こと が適切 で ある と社 会

通 念 上認 めら れるこ と など 、単 に必要 性 の有 無の みでな く 、個 人情 報

取 扱 事務 の具 体的な 内 容に 照ら してふ さ わし いも のであ る かど うか を

判断の基準とする。  

６  「個 人情 報の保 護 のた めに 必要な 措 置」 とは 、提供 の 相手 方に おい

て 、 個人 情報 保護の た めの 規程 が定め ら れて いる こと、 安 全性 の確 保

の た めの 措置 として 機 器の 操作 者の制 限 、ア クセ ス制限 等 が講 じら れ

ていることをいう。  

７  オン ライ ン結合 と いう 方法 を用い て 、実 施機 関が保 有 する 個人 情報

を 実 施機 関以 外のも の に提 供し ようと す る場 合、 それが 妥 当で ある か

ど う かの 判断 は、個 人 情報 の保 護の観 点 から 客観 的 に行 わ れる べき で

あ り 、実 施機 関が審 査 会の 意見 を聴 き 、 その 意見 を尊重 し て判 断す る

ことにより、 実施機関の判断 の客観性が保 たれることとなる。  

 ま た、 オン ライン 結 合に よる 個人情 報 の提 供先 、提供 す る個 人情 報

の内容等を変更する場合にも審査会の意見を聴く必要がある。  
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８  オン ライ ン結合 に つい ての 具体的 な 基準 につ いては 、 印西 市個 人情

報オンライン結合の基準（平成１２年９月４日市長決裁）による。  
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第４項から第６項  [オンライン結合によ る提供後の措置 ] 

４  実 施 機 関 は 、 前 項 第 １ 号 又 は 第 ２ 号 の 規 定 に よ り 個 人 情 報 を 提 供

し た 場 合 に お い て 、 当 該 個 人 情 報 の 漏 え い 又 は 不 適 切 な 利 用 の お そ

れ が あ る と 認 め る と き は 、 関 係 者 に 対 し て 報 告 又 は 説 明 を 求 め る と

ともに必要な調査を行うものとする。  

５  実 施 機 関 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 報 告 若 し く は 説 明 又 は 調 査 に よ

り 、 個 人 情 報 の 漏 え い 又 は 不 適 切 な 利 用 が 行 わ れ て い る と 認 め た と

き は 、 あ ら か じ め 審 査 会 の 意 見 を 聴 い た 上 で 、 個 人 情 報 の 保 護 に 関

する必要な措置を講じなければならない。  

６  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 実 施 機 関 は 、 緊 急 や む を え な い と 認 め

る と き は 、 必 要 な 措 置 を 講 じ た 後 、 速 や か に そ の 措 置 内 容 を 審 査 会

に報告するものとする。  

 

【趣旨】  

オ ン ライ ン結 合によ る 個人 情報 提供を し た後 の措 置を規 定 した もの で

あ る 。不 正ア クセス 等 の兆 候が 発見さ れ たあ るい は、不 正 行為 が発 生し

た 場 合、 個人 情報に 脅 威を 及ぼ すおそ れ の度 合い に応じ た 必要 な措 置を

実施機関は、講じなければならないものである。  

そ の 場合 、印 西市情 報 公開 ・個 人情報 保 護審 査会 の意見 を 聴く こと と

し、緊急の場合には、措置後に報告することとした。  
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第９条の２  特定個人情報の利用及び提供の制限  

第１項  [特 定個人情報の目的外の利用の制限 ] 

 （特定個人情報の利用及び提供の制限）  

第 ９ 条 の ２  実 施 機 関 は 、 個 人 情 報 取 扱 事 務 の 目 的 以 外 の 目 的 の た め

に特定個人情報を当該実施機関の内部で利用してはならない。  

 

【趣旨】  

 本 項は 、実 施機関 が 収集 した 特定個 人 情報 を 当 該個人 情 報取 扱事 務の

目 的 以外 の目 的 のた め に実 施機 関の内 部 で 利 用し てはな ら ない こと を定

めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「利用」とは、第９条第１項と同義である。  

２  特定個人情報について目的内利用とされるのは 、次の場合である。  

 (1) 番 号 法 別 表 第 １ に 規 定 さ れ た 範囲 で の 利 用 （ 番 号法 第 ９ 条 第 １ 項 。

個人番号利用事務）  

(2) 福 祉 、 保 健 、 医 療 そ の 他 の 社 会 保 障 、 地 方 税 、 防 災 に 関 す る 事 務

又 は こ れ ら に 類 す る 事 務 で あ っ て 、 条 例 に 規 定 さ れ た 範 囲 で の 利 用

（番号法第９条第２項 。個人番号利用事務 ）  

(３) 上 記 ２ 事 務 を 処 理 す る た め に 、 法 令 又 は 条 例 に 基 づ き 、 他 人 の 個

人 番 号 を 利 用 し た 事 務 を 行 う 範 囲 で の 利 用 （ 番 号 法 第 ９ 条 第 ３ 項 。

個人番号関係事務）  

(4) 人 の 生 命 、 身 体 又 は 財 産 の 保 護 の た め に 必 要 が あ る 場 合 に 本 人 の

同 意 を 受 け て 提 供 を 受 け た 場 合 等 、 番 号 法 第 １ ９ 条 第 １ ２ 号 か ら 第

１６号まで に該当する範囲での利用（番号法第９条第５項）  

(5) 住民基本台帳事務に必要な範囲での利用（住民基本台帳法）  
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第２項  [目的外利用が認められる範囲 ] 

２  前 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 実 施 機 関 は 、 人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 又

は 財 産 を 保 護 す る た め に 必 要 が あ る 場 合 で あ っ て 、 本 人 の 同 意 が あ

り 、 又 は 本 人 の 同 意 を 得 る こ と が 困 難 で あ る と き は 、 個 人 情 報 取 扱

事 務 の 目 的 以 外 の 目 的 の た め に 、 特 定 個 人 情 報 （ 情 報 提 供 等 記 録 を

除 く 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） を 当 該 実 施 機 関 の 内 部 で 利 用 す

る こ と が で き る 。 た だ し 、 特 定 個 人 情 報 を 個 人 情 報 取 扱 事 務 の 目 的

以 外 の 目 的 の た め に 利 用 す る こ と に よ っ て 、 本 人 又 は 第 三 者 の 権 利

利 益 を 不 当 に 侵 害 す る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る と き は 、 こ の 限 り

でない 。  

 

【趣旨】  

 本 項は 、第 １項の 規 定に 関わ らず、 例 外的 に特 定個人 情 報の 目的 外の

利用ができる場合を定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  特定 個人 情報に つ いて は、 番号法 上 、個 人番 号を利 用 でき る事 務の

範 囲 が限 定さ れてい る こと から （番号 法 第９ 条） 、目的 外 での 利用 は

本来発生しないはずである。  

た だ し、 番号 法第 ３ ０ 条の 規定 により 、 国の 行政 機関に お いて は、

人 の 生命 、身 体又は 財 産の 保護 のた め に 必要 があ る場合 で あっ て、 本

人 の 同意 があ り、又 は 本人 の同 意を得 る こと が困 難であ る とき は、 本

人 又 は第 三者 の権利 利 益を 不当 に侵害 す るお それ がある と 認め られ な

い 限 り、 利用 目的以 外 の目 的に 特定個 人 情報 を利 用でき る もの とさ れ

て い るこ とか ら、番 号 法第 ３２ 条の規 定 （地 方公 共団体 は 、番 号法 等

の 規 定に より 行政機 関 の長 等が 講ずる こ とと され ている 措 置の 趣旨 を

踏 ま え、 当該 地方公 共 団体 が保 有する 特 定個 人情 報の適 切 な取 扱い を

確 保 等す るた めに必 要 な措 置を 講じな け れば なら ない） を 踏ま え、 市

でも同様の取扱いとし たものである。  

２  情報 提供 等記録 に つい て は 、番号 法 第 ３ １ 条 の規定 に より 、 国 の行

政 機 関に おい ても 利 用 目的 以外 の目的 で 利用 する ことが 禁 止さ れて い

るため、同様に目的外利用を一切認めないことを定めたものである。  
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第３項  [特定個人情報の提供 の制限 ] 

３  実 施 機 関 は 、 番 号 法 第 １ ９ 条 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 を 除

き、特定個人情報を提供してはならない。  

 

【趣旨】  

 本 項 は 、 実 施 機 関 が 収 集 し た 特 定 個 人 情 報 に つ い て 、 番 号 法 第 １ ９  

条 各 号の いず れかに 該 当し ない 限り、 提 供を 行っ てはな ら ない こと を確

認的に定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  番号 法第 １９ 条 に より 、何 人も同 条 各号 のい ずれか に 該当 しな い限

り 特 定個 人情 報の提 供 を行 うこ とは禁 じ られ てい ること か ら、 本来 、

市 条 例で 本規 定を設 け るこ とは 必ずし も 必要 でな いが、 特 定個 人情 報

の 提 供に は番 号法上 の 制限 があ ること を 明示 し、 注意喚 起 を促 す趣 旨

で規定したものである 。  

２  本項 では 、第９ 条 の場 合と 異なり 、 個人 情報 取扱事 務 の目 的以 外の

提供か否かの区別はしていない。  

３  特定 個人 情報を 提 供で きる 場合と し て、 番号 法第 １ ９ 条各 号が 定め

ているもののうち地方公共団体が関わるものは、次のとおりである。  

(1) 個人番号利用事務実施者からの提供（第１号）  

(2) 個人番号関係事務実施者からの提供（第２号）  

(３) 本人又は代理人からの提供（第３号）  

(4) 地方公共団体情報システム機構による個人番号の提供（第４号 ）  

(5) 委託、合併に伴う提供（第５号）  

(6) 住民基本台帳上の規定に基づく提供（第６号）  

(7) 情報提供ネットワークシステムを通じた提供（第７号、第８号）  

(8) 国 税 ・ 地 方 税 法 令 に 基 づ く 国 税 連 携 及 び 地 方 税 連 携 に よ る 提 供

（第９号）  

(9) 条 例 の 規 定 に 基 づ く 当 該 地 方 公 共 団 体 の 他 の 機 関 に 対 す る 提 供

（第１０号）  

(10) 個人情報保護委員会からの提供の求め（第１２号）  

(11) 各議院審査等その他公益上の必要があるときの提供（第１４号）  
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(12) 人の生命、身体又は財産の保護のための提供（第１５号）  

(13) 個人情報保護委員会規則に基づく提供（第１６号）  
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第１０条  正確性及び安全性の確保  

 （正確性及び安全性の確保）  

第 １ ０ 条  実 施 機 関 は 、 個 人 情 報 取 扱 事 務 の 目 的 に 必 要 な 範 囲 内 で 個

人情報を正確なものに保つよう努めなければならない。  

２  実 施 機 関 は 、 個 人 情 報 の 漏 え い 、 滅 失 及 び き 損 の 防 止 そ の 他 の 個

人 情 報 の 適 正 な 管 理 の た め に 必 要 な 措 置 （ 以 下 「 安 全 確 保 の 措 置 」

という。）を講じなければならない。  

３  実 施 機 関 は 、 安 全 確 保 の 措 置 を 講 ず る た め 、 個 人 情 報 管 理 責 任 者

を置く 。  

４  実 施 機 関 は 、 保 有 す る 必 要 が な く な っ た 個 人 情 報 を 確 実 に 、 か

つ 、 速 や か に 廃 棄 し 、 又 は 消 去 し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 歴 史

的 若 し く は 文 化 的 な 資 料 又 は 学 術 研 究 用 の 資 料 と し て 保 存 す る 必 要

があるものについては、この限りでない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 実施 機関が 保 有す る個 人情報 の 正確 性及 び安全 性 を確 保し 、

個 人 情報 の保 護に関 す る責 任体 制を明 確 にす るこ と並び に 不要 にな った

個 人 情報 は、 確実に 廃 棄し なけ ればな ら ない こと を明ら か にし たも ので

ある。  

個 人 情報 が漏 えい、 滅 失、 き損 された り 、不 正確 、不完 全 な個 人情 報

又 は 更新 され ないま ま の個 人情 報が長 期 間保 有、 利用さ れ た場 合は 、誤

った行政の決定がなされてしまうおそれがあるためである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本 項 は 、実 施機 関は 、 個 人情 報取 扱事 務 の 目的 を達 成す る た めに 必

要 な 範囲 内で 、個人 情 報を 正確 かつ最 新 の状 態に 保つよ う 努め る義 務

があることを明らかにしたものである。  

  「必 要な 範囲内 で 個人 情報 を正確 な もの に保 つ」と は 、実 施機 関が

個 人 情報 取扱 事務の 目 的を 達成 するた め に必 要な 範囲内 で 、個 人情 報

が 事 実と 合致 してい る こと 、ま た、使 用 に際 して も必要 な 情報 が欠 け

ていないことをいう。  

２  第２項  

本 項 は 、実 施機 関は 、 個 人情 報を 漏え い 、 滅失 及び き損 す る こと が



74 

 

な い よう 、適 正な管 理 のた めの 必要な 措 置を 講じ る義務 が ある こと を

明らかにしたものである。  

「 個 人 情報 の漏 えい 、 滅 失及 びき 損の 防 止 その 他の 個人 情 報 の適 正

な 管 理の ため に必要 な 措置 」と は、個 人 情報 の適 切な管 理 のた めに 取

り 扱 う個 人情 報の内 容 や目 的に 応じて 実 施機 関が 講ずる 具 体的 な措 置

をいい、次のようなものが考えら れる。  

 (1) 個人情報の保護に関する管理規程の整備  

 (2) 職員への個人情報保護に関する研修  

 (3) 電子計算機処理に係るパスワード、ＩＤカード等の利用  

３  第３項  

本 項 は 、個 人情 報の 保 護 に関 する 責任 体 制 を明 らか にす る た め、 個

人情報管理責任者を設置するものである。  

 (1) 「 個人 情報 管理 責任 者」 は、 規則 第４ 条の 規定 によ り各 課長 を も

っ て 充て 、課 内 の職 員 に個 人情 報 の適 正 な管 理の 徹 底を 図 るこ と等

を行うものとする。  

 (２) 条 例第 ９条 の規 定に よる 個人 情報 取扱 事務 の届 出は 、課 を単 位 と

し て 行う もの で ある こ と な どか ら 、個 人 情報 の適 正 な管 理 をす るた

め に 、各 課長 を 個人 情 報管 理責 任 者と し たも ので あ る。 事 務担 当課

に お いて は、 課 長の 指 揮監 督に よ り、 必 要な 措置 を 講ず る もの とす

る。  

４  第４項  

本 項 は 、実 施機 関は 、 歴 史的 資料 、文 化 的 資料 又は 学術 研 究 用の 資

料 と して 保存 される 場 合を 除き 、個人 情 報取 扱事 務を執 行 する 上で 保

存 す る必 要が なくな っ た個 人情 報を確 実 に、 かつ 、速や か に廃 棄し 、

又は消去する義務があることを明らかにしたものである。  

 (１) 「 保有 する 必要 がな くな った 」と は、 公文 書の 保存 年限 が終 了 し

た場合をいう。  

 (２) 「 確実 に、 かつ 、速 やか に廃 棄し 、又 は消 去」 とは 、個 人情 報 が

記 録 され てい る 媒体 の 焼却 、溶 融 、シ ュ レッ ダー に よる 裁 断、 磁気

テ ー プ等 にお い ては 磁 気的 消去 等 の方 法 によ り、 個 人情 報 が漏 えい
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し た り、 盗用 さ れる こ と が ない よ うな 確 実な 方法 で 、か つ 、保 有す

る必要がなくなったら速やかに行うことをいう。  

 (３) 「 歴史 的若 しく は文 化的 な資 料又 は学 術研 究用 の資 料 ・ ・・ ・ ・

こ の 限り でな い 。 」 と は、 公文 書 の歴 史 的若 しく は 文化 的 な資 料又

は 学 術研 究用 の 資料 と して の価 値 に着 目 し、 保存 す る必 要 があ ると

判 断 され た場 合には 、 保存 期間 が経過 し ても 、例 外とし て 廃棄 せず 、

歴 史 的若 しく は 文化 的 な資 料又 は 学術 研 究用 の資 料 の保 存 を担 当す

る機関へ移管できること をいう。  
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第１１条  委託等に伴う措置  

 （委託等に伴う措置）  

第 １ １ 条  実 施 機 関 は 、 個 人 情 報 取 扱 事 務 を 実 施 機 関 以 外 の も の に 委

託 しよ う と す ると き 、又 は 公 の 施設 （ 地方 自 治 法 (昭 和 ２２ 年 法 律第

６ ７号 )第 ２４ ４ 条 第１ 項 に 規 定す る 公の 施 設 を いう 。 以下 同 じ 。 ）

の 管 理 を 指 定 管 理 者 （ 同 法 第 ２ ４ ４ 条 の ２ 第 ３ 項 に 規 定 す る 指 定 管

理 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） に 行 わ せ よ う と す る と き は 、 個 人 情 報 の

保護に関し必要な措置を講じなければならない 。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 実施 機関は 、 個人 情報 取扱事 務 を委 託し ようと す ると き又 は

公の 施 設 の管 理 を 指定 管 理 者に 行 わ せよ う と する と き は、個人情報を保

護 す るた めに 必要と 思 われ る措 置を講 ず る義 務が あるこ と を明 らか にし

たものである。  

市 の 事業 の中 には、 専 門性 、経 済性な ど から 市民 サービ ス の向 上の た

め に は実 施機 関以外 の もの に委 託する こ とが 適当 である 場 合や 公の 施設

の 管 理に 関し て、民 間 事業 者等 の能力 や ノウ ハウ を幅広 く 活用 し、 多様

化 す る市 民ニ ーズに 沿 った サー ビスの 充 実に 取り 組む必 要 があ るの で、

委 託 する 場合 の基準 を 定め たも のであ る 。具 体的 な基準 に つい ては 、委

託 に つい ては 、「印 西 市個 人情 報取扱 事 務の 委託 に関す る 基準 」（ 平成

１ ２ 年９ 月４ 日市長 決 裁） 、指 定管理 者 につ いて は、「 公 の施 設の 指定

管 理 者制 度に 関する 指 針」 （平 成１７ 年 １月 １９ 日政策 調 整会 議承 認）

による。  

【解釈及び運用】  

 (1) 「 委託 」と は 、 実施 機関 が行 う個 人情 報取 扱事 務の 全部 又は 一 部

を 実 施機 関以 外 のも の に依 頼し て 行わ せ るこ とを い い、 委 託の 相手

方 は 、民 間業 者 に限 ら ない 。こ の 場合 、 配送 委託 の よう に 対象 者の

名 簿 を配 送業 者 に渡 す など 、主 た る作 業 に付 随す る 資料 と して 個人

情報が提供される場合も含まれる。  

 (２) 「 個人 情報 の保 護に 関し 必要 な措 置」 とは 、委 託相 手又 は指 定 管

理 者 （以 下「 受 託者 等 」と いう 。 ）を 選 定す るに 当 たり 必 要な 調査

を 行 うこ と、 委 託契 約 等に おけ る 契約 書 、確 認書 、 覚書 そ の他 これ
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ら に 類す る書 類 又は 公 の施 設の 管 理運 営 に関 する 協 定書 （ 以下 「契

約 書 等」 とい う 。） に 安全 管理 、 秘密 の 厳守 等個 人 情報 保 護に つい

て 必 要な 事項 を 明記 し 、受 託者 等 に個 人 情報 保護 に つい て の責 務を

課すことなどである。  

契約書等に明記すべき具体的事項は、おおむね次の事項とする。  

ア  秘密の保持  

イ  事務従事者への周知  

ウ  漏えい、滅失及びき損の防止  

エ  収集の制限  

オ  個人情報の目的外利用及び提供の禁止  

カ  複写等の禁止  

キ  再委託の禁止  

ク  資料等の返還等  

ケ  事故発生時における報告  

コ  契約の解除及び損害賠償  
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第１２条  受託者等の責務  

 （受託者等の責務）  

第 １ ２ 条  実 施 機 関 か ら 個 人 情 報 取 扱 事 務 の 委 託 を 受 け た も の 又 は 公

の 施 設 の 管 理 を 行 う 指 定 管 理 者 は 、 当 該 委 託 又 は 管 理 の 業 務 を 行 う

に 当 た っ て 取 り 扱 う 個 人 情 報 の 安 全 確 保 の 措 置 を 講 じ な け れ ば な ら

ない。  

２  前 項 の 委 託 又 は 管 理 の 業 務 に 従 事 し て い る 者 又 は 従 事 し て い た 者

は 、 当 該 業 務 に 関 し て 知 る こ と が で き た 個 人 情 報 を み だ り に 他 人 に

知らせ 、又 は不 当 な目的 に使 用し て はなら ない 。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 実施 機関か ら 個人 情報 取扱事 務 の委 託を 受けた も の等 の責 務

を 明 らか にし たもの で 、実 施機 関が保 有 する 個人 情報の 保 護対 策の 一貫

性を確保し、個人の権利利益を保護するため設けたものである。  

第 １項 は、 実施 機関 から 個人 情報 取扱 事務 の委 託を 受け たも の 又 は公

の 施 設 の 管 理 を 行 う 指 定 管 理 者 は、 当該個人情報取扱 事務に係る個人情

報 に つい ては 、実施 機 関と 同様 、第１ １ 条に 規定 する安 全 確保 の措 置を

講 ずる 責務 があ るこ とを 明 ら かに した もの であ り、 また 、第 ２項 は、 委

託 又 は 管 理 の 業 務 に 従 事して いる者又 は従事し ていた者 について 、条 例

第 ３ 条第 ２項 に規定 す る実 施機 関の職 員 又は 職員 であっ た 者と 同様 の責

務があることを明らかにしたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「実 施機 関から 個 人情 報取 扱事務 の 委託 を受 けたも の 」と は、 実施

機 関 が行 う個 人情報 取 扱事 務の 全部又 は 一部 を実 施機関 か らの 依頼 に

より行う実施機関以外のものをいい、民間業者に限らない。  

２「公の 施設 の管 理を 行う 指定 管理 者」 とは 、法 人そ の他 の団 体で あっ

て、 議決 を経 て市 が、 公の 施設 の管 理を 行わ せる もの とし て、 指定 し

たもの をい う。  

３  「 安全 確保 の措 置」 とは 、事 務従 事者 への 周知 、 個 人情 報の 漏え い、

滅失及びき損の防止、秘密の保持 、複写等の禁止 等の措置をいう。  

４  「 前 項 の 委 託 又 は 管 理 の 業 務 に 従 事 し て い る 者 又 は 従 事 し て い た

者 」 とは 、実 施機関 の 職員 以外 の者で 、 実施 機関 から委 託 を受 けた 個
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人 情 報取 扱事 務又は 指 定管 理者 が行う 公 の施 設の 管理の 業 務を 行っ て

い る 者若 しく は過去 に 行っ てい たが現 在 は行 って いない 者 をい い、 当

該 委 託 又 は 管 理 の 業 務 を 行うに ついて 、直接指 揮監督す る権限を 有す

る立場の者を含む。  

５  実施 機関 が再 委 託 を認 め、 再委託 先 を把 握し ている 場 合で 、再 委託

先 も 、当 該事 務が実 施 機関 の事 務であ る こと を認 識して い ると きな ど

実 施 機関 から の委託 と 同等 であ るとい え る場 合に は、 再 委 託さ れた 事

務 に 従事 して いる者 又 は従 事し ていた 者 につ いて も、「 実 施機 関か ら

の受託事務 に従事している者若しくは従事していた者 」に該当する。  

６  「個 人情 報を他 人 に知 らせ 、又は 不 当な 目的 に使用 」 とは 、受 託し

た 個 人情 報取 扱事務 の 達成 のた めでな く 、他 人に 知らせ る 場合 など 又

は 自 己の 利益 を図る た めに 個人 情報を 使 用す る場 合、あ る いは 他人 の

正 当 な権 利利 益や公 共 の利 益 に 反して 個 人情 報を 使用す る 場合 など を

いう。  
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第１３条  開示請求  

 （開示請求）  

第 １ ３ 条  何 人 も 、 こ の 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 実 施 機 関 に 対 し 、

公 文 書 等 に 記 録 さ れ て い る 自 己 の 個 人 情 報 の 開 示 を 請 求 （ 以 下 「 開

示請求」という。）することができる。  

２  未 成 年 者 若 し く は 成 年 被 後 見 人 の 法 定 代 理 人 又 は 特 別 の 理 由 が あ

る と 実 施 機 関 が 認 め た 任 意 代 理 人 （ 特 定 個 人 情 報 に あ っ て は 、 未 成

年 者 若 し く は 成 年 被 後 見 人 の 法 定 代 理 人 又 は 任 意 代 理 人 ） （ 以 下 こ

れ ら を 「 法 定 代 理 人 等 」 と い う 。 ） は 、 本 人 に 代 わ っ て 開 示 請 求 を

することができる。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 個人 情報の 開 示を 請求 できる 者 及び 開示 を請求 で きる 個人 情

報の範囲を明らかにしたものである。  

個 人 情報 の取 扱いに 関 する 個人 の関心 に 適切 に対 応し、 か つ、 不正 確

な 情 報に より 個人が 不 利益 を被 ること を 未然 に防 止する た めに は、 その

本 人 が自 己の 個人情 報 の所 在及 び内容 の 開示 を求 める権 利 が認 めら れて

い る こと が重 要であ る 。こ のた め、個 人 情報 につ いては 、 その 本人 に限

り開示を請求する権利を保障したものである。  

ま た 、未 成年 者若し く は成 年被 後見人 の 法定 代理 人又は 特 別の 理由 が

あ る と実 施機 関が認 め た任 意代 理人（ 特 定個 人情 報の場 合 は、 未成 年者

若 し くは 成年 被後見 人 の法 定代 理人又 は 任意 代理 人）に つ いて は、 本人

以外に請求を行い得る者として認めることとしたものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本 項 は 、誰 でも 実施 機 関 に対 して 、一 定 の 範囲 内で 自分 の 個 人情 報

の開示を請求する権利を明らかにしたものである。  

 (1) 「 何人 も」 とは 、市 民で ある と否 とを 問わ ず実 施機 関に おい て 自

己の個人情報が保有されているすべての個人をいう。    

 (２) 「公文書」の定義は、第２条第３号を参照。  

 (３)「 自己 の個 人情報 」 とは 、自 分がそ の 情報 の本 人と な っ てい る場 合

の 個 人情 報を い い、 当 該個 人情 報 の本 人 と識 別さ れ 、ま た はさ れ得

る も ので あれ ば 、 自 己 以外 のも の の情 報 の中 に含 ま れる も のも 開示
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請求することができる。  

   なお 、開 示請 求で きる のは 、自 己を 本人 とす る個 人情 報に 限ら れ、

自 己 以外 の個 人 情報 に つい ては 、 配偶 者 や家 族等 の 個人 情 報で あっ

て も 、開 示請 求 する こ とは でき な い。 （ ただ し、 本 条第 ２ 項に よる

法定代理人等による請求を除く。）  

情 報 の 本 人と な って い る 場 合と は 、自 己 の 氏 名、 住 所、 識 別 番 号

等 に よっ て帳 票 等が 作 成さ れ、 自 己の 個 人情 報が 記 録さ れ てい る場

合 は もと より 、 自 己 以 外の もの の 氏名 、 住所 、識 別 番号 等 によ って

作 成 され てい る 帳票 等 の中 に自 己 の個 人 情報 が記 録 され て いる 場合

を含むものである。  

自 己 と 自 己以 外 のも の の 関 係が 、 その 内 容 に おい て 不可 分 の 状 態

で 記 録さ れて い る場 合 など 、自 己 以外 の もの の情 報 と自 己 自身 の情

報 が ひと つに 合 わさ っ て、 自己 に つい て の個 人情 報 を形 成 して いる

場 合 は、 当該 自 己以 外 のも のの 情 報も 含 めて 、自 己 の個 人 情報 とす

る。  

死 者 の 個 人情 報 に関 す る も のに つ いて は 、 開 示請 求 者自 身 の 個 人

情 報 であ ると 考 えら れ る死 者の 情 報及 び 社会 通念 上 請求 者 自身 の個

人 情 報と みな せ るほ ど 請求 者 と 密 接な 関 係が ある 死 者の 情 報を 自己

の個人情報に含むものとする。  

ア  請求 者 自身 の個 人 情報 で ある と考 え られ る 情報 とは 、 次の も の

等をいう。  

・  請求者が死者である被相続人から相続した財産に関する情報  

・  請 求 者 が死 者で あ る 被 相 続人 から 相 続 し た 不法 行為 に よ る 損

害賠償請求等に関する情報  

・  近 親 者 固有 の慰 謝 料 請 求 など 、死 者 の 死 に 起因 して 、 相 続 以

外の原因により請求者が取得した権利義務に関する情報  

イ  社会 通 念上 請求 者 自身 の 個人 情報 と みな せ るほ ど請 求 者と 密 接

な関係がある情報は、次のもの等をいう。  

・  死亡した時点におい て未成年であった自分の子に関する情報  

・  死 者 の 父母 、配 偶 者 、 子 等か らの 開 示 請 求 であ って こ れ に 該
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当すると認められる情報  

２  第２項  

本 項 は 、本 人請 求の 例 外 とし て、 未成 年 者 若し くは 成年 被 後 見人 の

法 定 代理 人 又 は特別 の 理由 があ ると認 め た 本 人の 任意代 理 人か らの 個

人情報の開示請求ができる旨を明らかにしたものである。  

 (１) 「 未成 年者 」と は、 年齢 が満 ２０ 歳に 達し ない 者を いう 。 （ 民 法

（ 明 治 29年法 律 第 89号 ）第 ４条 ） 。 ま た 、未 成年 者 であ っ ても 開示

請求できる者にあっては、何ら開示請求を妨げるものではない。  

 (２) 「 成年 被後 見人 」と は、 民法 第 ８ 条の 規定 によ り、 後見 開始 の 審

判を受けた者をいう。  

 (３) 「 法定 代理 人」 とは 、民 法上 の法 定代 理人 をい う。 未成 年者 の 法

定 代 理人 は、 第１次 的 には 、親 権者、 第 ２次 的に は、後 見 人で あり 、

成年被後見人の法定代理人は、成年後見人である。  

 (４) こ の条 例に おい て、 「 任 意代 理人 」と は、 法定 代理 人以 外の 代 理

人をいう。  

 (５) 「 特別 の理 由が ある と認 めた 任意 代理 人」 とは 、本 人が 身体 障害、

病 気 療養 中等 で 開示 請 求を する こ とが で きな い場 合 であ っ て、 本人

の 指 名若 しく は 同意 を 得 て いる 者 又は 本 人の 判断 能 力が 欠 如し てい

る と 認め られ る とき に おい て実 質 的に 本 人の 看護 を 行っ て いる 配偶

者 及 び子 並び に ２親 等 以内 の血 族 並び に 本人 と同 居 し、 又 は本 人を

扶 養 し、 若し く は本 人 が 扶 養す る 者の う ち養 子そ の 他実 施 機関 が認

める者をいう。  

 (6) 個 人 番 号 は 、 本 人 の 同 意 な く 国 民 全 員 に 対 し 付 番 さ れ る も の で あ

り 、 特定 個人 情 報が 不 正に 流通 し たり 、 不正 な取 扱 いが な され てい

な い かと いう 危 惧に 対 応す るた め には 、 本人 参加 の 権利 に 対す るよ

り 一 層の 保障 が 重要 で あり 、こ う した 権 利を 容易 に 実現 で きる よう

に す るた め、 特 定個 人 情報 の場 合 に は 、 本人 以外 の 者が 本 人に 代わ

っ て 開示 請求 す るこ と に特 別の 理 由が あ ると 認め ら れる か 否か の区

別 は して いな い 。 し か し 、 この 場 合で あ って も、 特 定個 人 情報 の漏

洩 や なり すま し 等の 被 害を 防止 す るた め 、特 定個 人 情報 に 係る 本人
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と 委 任者 の同 一 性、 代 理人 の代 理 権の 正 当性 、代 理 人本 人 であ るこ

との確認等は所定の書面により厳格に行う必要がある。  

 (7) 「本 人に 代わっ て 」と は、 法定代 理 人等 は、 自らの 意 思に 基づ い

て開示請求をすることができることをいう。  

法 定 代 理 人等 は 、本 人 が 開 示請 求 をし て い な い場 合 だけ で な く 、

本 人 が既 に開 示 請求 を して いる 場 合で あ って も開 示 請求 を する こと

ができるものである。  
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第１４条  開示請求の手続  

 （開示請求の手続）  

第 １ ４ 条  開 示 請 求 を し よ う と す る 者 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た

書 面 （ 以 下 「 開 示 請 求 書 」 と い う 。 ） を 実 施 機 関 に 提 出 し て し な け

ればならない。  

 (1) 開示請求をしようとする者の氏名及び住所  

 (2) 法定代理人等が開示請求をしようとする場合にあっては、本人の

氏名及び住所  

 (3) 開示請求をしようとする個人情報を特定するために必要な事項  

 (4) その他実施機関が定める事項  

２  開 示 請 求 を し よ う と す る 者 は 、 自 己 が 当 該 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情

報 の 本 人 又 は 法 定 代 理 人 等 で あ る こ と を 証 明 す る た め に 必 要 な 書 類

で 実 施 機 関 が 定 め る も の を 実 施 機 関 に 提 出 し 、 又 は 提 示 し な け れ ば

ならない。  

３  実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 書 に 形 式 上 の 不 備 が あ る と 認 め る と き は 、

開 示 請 求 を し た 者 （ 以 下 「 開 示 請 求 者 」 と い う 。 ） に 対 し 、 相 当 の

期 間 を 定 め て 、 そ の 補 正 を 求 め る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い

て 、 実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 補 正 の 参 考 と な る 事 項 を 提 供

するよう努めなければならない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 個人 情報の 開 示に つい ての手 続 を明 らか にした も ので ある 。

実 施 機関 は、 本条の 規 定に よる 個人情 報 の開 示請 求を受 け た場 合は 、原

則として開示をしなければならないものである。  

自 己 の個 人情 報の開 示 を請 求す る場合 に は、 開示 請求書 を 提出 すべ き

こと、及び請求の際に行う本人等の確認の手続を定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本 項 は、 開示 請求に 際 して は、 個人情 報 開示 請求 書（規 則 別記 第３

号 様 式） に必 要事項 を 記入 して 提出す る 必要 があ ること を 明ら かに し

たものである。  

 (1) 郵 送、 ファ クシ ミリ 、電 子メ ール によ る開 示請 求書 の提 出は 、 本

人 又 は法 定代 理 人等 か らの 請求 で ある こ との 確認 手 段が 確 立し てい

ないため認めない。記入要領については、要領を参考のこと。  

本 項 各 号 に掲 げ る事 項 は 、 個人 情 報開 示 請 求 書に 記 載す べ き 事 項
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であり、開示請求をする上で必要な事項である。  

 (2) 「 実施 機関 に提 出し てし なけ れば なら ない 」と は、 開示 請求 は 、

条 例 によ り保 障 され た 権利 の行 使 であ り 、請 求に 係 る事 実 関係 を明

ら か にし 、後 日 の紛 争 を防 止す る 等手 続 の正 確を 期 する た め、 請求

は 、 原則 書面 を提出 し てし なけ ればな ら ない こと とした も ので ある 。

し た がっ て、 電 話又 は 口頭 によ る 開示 請 求は 、認 め られ な いこ とと

なる（開示の特例については、第２４条を参 照）。  

 (３) 第３号  

「 個 人 情 報を 特 定す る た め に必 要 な事 項 」 と は、 事 務の 名 称 、 内

容 、 個人 情報 が 記録 さ れて いる 公 文書 の 件名 等で 個 人情 報 を特 定す

るために必要な事項をいう。  

 (４) 第４号  

「 そ の 他 実施 機 関が 定 め る 事項 」 とは 、 個 人 情報 開 示請 求 書 の 記

入事項をいう。  

２  第２項  

本 項 は 、開 示請 求を し よ うと する 者は 、 自 己が 当該 開示 請 求 に係 る

個 人 情報 の本 人又は 代 理人 であ ること を 証明 する 書類を 提 出し 又は 提

示する必要があることを明らかにしたものである。  

個 人 情 報の 開示 は、 個 人 情報 の本 人又 は 代 理人 に対 して 行 わ れる も

の で あり 、他 人に開 示 する よう なこと が あっ ては ならな い もの であ る

ことから、本人又は代理人の確認は、厳格に行う必要がある。  

ま た 、 請求 時に おい て も 本人 又は 代理 人 の 確認 をす るこ と と した の

は 、 開示 請求 に対す る 決定 通知 書等に よ り、 他人 に個人 情 報の 存否 が

確 認 され るこ とによ る 本人 の権 利利益 の 侵害 を防 ぐこと も 含め 、本 人

又 は 代理 人の 確認を 各 段階 にお いて行 う こと によ り、他 人 へ開 示す る

ことがないようにしたものである。  

 (1) 「 実施 機関 が定 める もの 」と は、 本人 であ るこ とを 証明 する 書 類

と し ては 、規 則第５ 条 第２ 項の 規定に よ り、 次に 掲げる 書 類と する 。  

ア  運転免許証  

イ  旅券（パスポート）  
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ウ  健康保険の被保険者証  

エ  その他市長が認める書類  

    「その他市長が認める書類」とは、要領により、住民票、身体  

   障害者手帳等が定められている。  

 (２) 代 理人 を確 認す る書 類と して は、 規則 第５ 条第 ３項 の規 定に より、

次に掲げる書類とする。  

ア  戸籍謄本  

イ  その他市長が認める書類  

そ の 他 市 長が 認 める 書 類 と は、 要 領に よ り 、 法定 代 理人 で あ る こ

と を 明ら かに す る書 類 （法 務局 が 発行 す る登 記事 項 証明 書 、戸 籍謄

本 等 ）又 は個 人 情報 の 本人 から の 印鑑 証 明の つい た 委任 状 と定 めら

れている。  

３  第３項  

本 項 は 、開 示請 求書 に 形 式上 の不 備が あ る 場合 の補 正の 手 続 につ い

て定めたものである。  

 (１) 「 開示 請求 書に 形式 上の 不備 があ ると 認め ると き」 とは 、記 入 事

項 に 漏れ があ る 場合 や 、「 開示 請 求を し よう とす る 個人 情 報を 特定

す る ため に必 要 な事 項 」の 記載 に 不備 が あり 開示 請 求に 係 る個 人情

報を特定できない場合等をいう。  

開 示 請 求 者が 、 「開 示 請 求 をし よ うと す る 個 人情 報 を特 定 す る た

め に 必要 な事 項 」を 的 確に 記入 す るこ と は困 難な 場 合が 多 いと 考え

ら れ るた め、 事 務担 当 課は 、検 索 のた め の資 料を 案 内し た り 、 開示

請 求 者と 連絡 を 取り 合 うな どし て 、個 人 情報 を特 定 する た めに 必要

な情報を積極的に提供する必要がある。  

 (２) 「 相当 の期 間」 とは 、開 示請 求者 が補 正を する のに 足り る合 理 的

な 期 間と する 。 期間 の 設定 に当 た って は 、開 示請 求 者と 十 分協 議す

ること。  

 (２) 「 補正 の参 考と なる 事項 」と は、 印西 市情 報公 開条 例第 ２２ 条 に

規 定 する 目録 等 及び 条 例第 ７条 第 ３項 に 規定 する 資 料等 そ の他 開示

請求者が個人情報を特定するために必要な事項をいう。  
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第１５条  個人情報の 開示義務  

 （個人情報の開示義務）  

第 １ ５ 条  実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 が あ っ た と き は 、 開 示 請 求 に 係 る 個

人 情 報 に 次 の 各 号 に 掲 げ る 情 報 （ 以 下 「 不 開 示 情 報 」 と い う 。 ） の

いずれかが含まれている場合を除き、開示しなければならない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 実施 機関は 、 開示 請求 があっ た 場合 は、 原則と し て個 人情 報

を開示しなければならない義務があることを明らかしたものである。  

ま た 、実 施機 関が保 有 する 個人 情報の 中 には 、開 示する こ とに より 、

市 政 の公 正な 執行を 妨 げる おそ れのあ る もの など もあり 、 開示 しな いこ

と が やむ を得 ないと 考 えら れる 場合が あ るた め、 例外と し て開 示し ない

情報についても定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  開示 請求 に係る 個 人情 報に 本条各 号 に掲 げる 情報（ 以 下「 不開 示情

報 」 とい う。 ）のい ず れか が含 まれて い る場 合は 、開示 し ない もの で

あ る が、 開示 の請求 権 を保 障す るとい う 原則 の中 で例外 的 措置 を認 め

る も ので ある から、 開 示し ない ことの 正 当性 につ いては 、 適用 除外 事

項 と いう こと で画一 的 な判 断を 下すこ と なく 、あ くまで も 個別 的に 慎

重な判断を行うものとする。  

２  民事 訴訟 法 （平 成 ８年 法律 第１０ ９ 号） 、刑 事訴訟 法 （昭 和２ ３年

法 律 第１ ３１ 号） 、 弁 護士 法 （ 昭和２ ４ 年法 律第 ２０５ 号 ） 等 の規 定

に 基 づき 、実 施機関 に 対し て 個 人情報 が 記録 され た文書 の 提出 や閲 覧

等 を 要求 され る場合 が ある が、 本条と 当 該法 令と は、そ の 趣旨 及び 目

的 を 異に して おり、 本 条の 不開 示に該 当 する かど うかの み で、 当該 要

求の諾否を決定することはできない。  

し た が って 、 法 令に 基 づ く文 書の 提出 や 閲 覧等 の諾 否に つ い ては 、

当 該 法令 の趣 旨及び 目 的、 要求 の内容 、 対象 個人 情報の 内 容並 びに 個

人 の 権利 利益 の不当 な 侵害 の有 無等を 総 合的 に判 断する と とも に、 第

１ ２ 条第 ９条 の規定 （ 提供 の制 限）を 十 分考 慮し 、個別 具 体的 に判 断

する必要がある。  
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３  本条 各号 におい て 示し てい る開示 す るこ とが できな い 個人 情報 につ

い て は、 常に 全部不 開 示と なる わけで な く、 部分 開示と な る場 合、 あ

る い は請 求の 時期に よ って は開 示でき る 場合 があ り得る こ とに 留意 す

ることが必要である。  
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第１号  法令秘情報  

 (1) 法 令 等 の 定 め る と こ ろ 又 は 実 施 機 関 が 法 令 上 従 う 義 務 を 有 す る

国等の機関の指示により開示することができない情報  

 

【趣旨】  

本 号 は、 法令 等の定 め ると ころ により 、 又は 実施 機関が 法 律上 従う 義

務 を 有す る国 等 の機 関 の指 示に より開 示 する こと ができ な い 情 報に 該当

する場合には、不開示とすることを定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「法 令等 」とは 、 第８ 条第 １項第 １ 号 第 ８条 第２ 項 第 １号 の「 法令

等」と同義である。  

２  「法令等の定めるところにより、・・・・・開示することができな  

い 情 報」 とは 、法令 等 の規 定で 開示す る こと がで きない 旨 を 明 らか に

定 め てい る情 報 及び 法 令等 の趣 旨、目 的 から 開示 するこ と がで きな い

と認められる情報をいい、例えば次のような 情報が考えられる。  

(1) 明文の規定により、本人への開示が禁止されている 情報  

(２) 手続の公開が禁止されている調停等 に関する情報  

(３) 個別法令等 により守秘義務が課されている 情報  

(４) 他の目的に使用することが禁止されている情報  

 (５) その他法令等の趣旨、目的から明らかに本人へ開示することが  

   できないと認められる 情報  

３  個人 情報 の開示 の 可否 につ いて明 文 の規 定が なく、 法 令等 の趣 旨、

目 的 によ り判 断する 場 合、 当該 法令等 の 趣旨 が、 第三者 に 対し て、 個

人 情 報を 保護 する意 味 での 開示 禁止規 定 であ る場 合には 、 本人 に、 開

示できないものではないので、本号には該当しないものである。  

４  「実 施機 関が法 律 上従 う義 務を有 す る国 等 の 機関の 指 示 」 は、 第８

条 第 ２項 第１ 号の「 実 施機 関が 法律上 従 う義 務を 有する 国 等 の 機関 の

指示」と同義である。  

５  「実 施機 関が法 律 上従 う義 務を有 す る国 等 の 機関の 指 示に より 、開

示 す るこ とが できな い 情報 」と は、 不 開 示と する 情報及 び それ を記 録

し た 公文 書 で 具体的 に 特定 でき 、疑義 の 生じ る余 地のな い もの であ る
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こ と が必 要で あり、 口 頭や 「開 示につ い ては 慎重 に取り 扱 うこ と と さ

れたい」等の抽象的なものは含まない。  

６  本号に該当すると考えられる情報の例  

印 西 市 印鑑 条例 （昭 和 ５ １年 条例 第２ ０ 号 ）第 １９ 条に 規 定 する 印

鑑登録原票  

７  本号 に該 当する 情 報は 、第 １７条 （ 裁量 的開 示）の 適 用除 外と され

ている。  
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第２号  開示請求者以外の個人に関する情報  

 (２) 開 示 請 求 者 （ 第 １ ３ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 法 定 代 理 人 等 が 本 人

に 代 わ っ て 開 示 請 求 を す る 場 合 に あ っ て は 、 当 該 本 人 を い う 。 第

２ １ 条 第 １ 項 に お い て 同 じ 。 ） 以 外 の 個 人 に 関 す る 情 報 （ 事 業 を

営 む 個 人 の 当 該 事 業 に 関 す る 情 報 を 除 く 。 ） で あ っ て 、 当 該 情 報

に 含 ま れ る 氏 名 、 生 年 月 日 そ の 他 の 記 述 等 に よ り 開 示 請 求 者 以 外

の 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と が で き る も の （ 他 の 情 報 と 照 合 す る

こ と に よ り 、 開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と が で き

る こ と と な る 情 報 を 含 む 。 ） 若 し く は 個 人 識 別 符 号 が 含 ま れ る も

の 又 は 開 示 請 求 者 以 外 の 特 定 の 個 人 を 識 別 す る こ と は で き な い

が 、 開 示 す る こ と に よ り 、 な お 開 示 請 求 者 以 外 の 個 人 の 権 利 利 益

を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。  

  ア  法 令 等 の 規 定 に よ り 、 又 は 慣 行 と し て 開 示 請 求 者 が 知 る こ と

ができ、又は知ることが予定されている情報  

  イ  人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 又 は 財 産 を 保 護 す る た め 、 開 示 す る こ

とが必要であると認められる情報  

  ウ  当 該 個 人 が 公 務 員 等 （ 国 家 公 務 員 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 １ ２

０ 号 ） 第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 国 家 公 務 員 （ 独 立 行 政 法 人 通 則

法 （ 平 成 １ １ 年 法 律 第 １ ０ ３ 号 ） 第 ２ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 特 定

独 立 行 政 法 人 の 役 員 及 び 職 員 を 除 く 。 ） 、 独 立 行 政 法 人 等 の 役

員 及 び 職 員 並 び に 地 方 公 務 員 法 （ 昭 和 ２ ５ 年 法 律 第 ２ ６ １ 号 ）

第 ２ 条 に 規 定 す る 地 方 公 務 員 並 び に 地 方 独 立 行 政 法 人 の 役 員 及

び 職 員 を い う 。 ） で あ る 場 合 に お い て 、 当 該 情 報 が そ の 職 務 の

遂 行 に 係 る 情 報 で あ る と き は 、 当 該 情 報 の う ち 、 当 該 公 務 員 等

の職、氏名及び当該職務遂行の内容に係る部分  

  エ  当 該 個 人 が 公 務 員 等 以 外 の 者 で あ る 場 合 に お い て 、 当 該 情 報

が 実 施 機 関 の 経 費 の う ち 、 食 糧 費 の 支 出 を 伴 う 懇 談 会 、 説 明 会

等 に 係 る 情 報 又 は 交 際 費 の 支 出 に 係 る 情 報 で あ っ て 、 開 示 し て

も 当 該 公 務 員 等 以 外 の 者 の 権 利 利 益 を 害 す る お そ れ が な い と 認

め ら れ る も の で あ る と き は 、 当 該 情 報 の う ち 、 当 該 公 務 員 等 以

外の者の所属団体名、所属名、役職名及び氏名  

 

【趣旨】  

本 号 は、 開示 請求の あ った 個人 情報に 開 示請 求者 以外の 個 人に 関す る

情 報 が含 まれ ている 場 合に おい て、 開 示 する こと によっ て 第三 者の 権利

利 益 を害 する おそれ が ある とき は、た と え自 己の 個人情 報 であ って も、

不 開 示と する ことを 定 めた もの である 。 ただ し、 開示請 求 者以 外の 個人

の 権 利利 益の 保護の 観 点か ら不 開示と す る必 要の ないも の や不 開示 によ
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り 保 護さ れる 開示請 求 者以 外の 個人の 利 益と 開示 により 保 護さ れる 開示

請 求 者の 利益 とを比 較 衡量 し、 後者が 優 越す ると 認めら れ るも のに つい

ては、本号ただし書により不開示情報から除くこととした。  

【解釈及び運用】  

１  「開 示請 求者以 外 の個 人に 関する 情 報」 とは 、開示 請 求さ れた 個人

情 報 の中 に含 まれる 開 示請 求者 以外の 個 人に 関す る情報 を い い 、死 者

に関する情報も含まれるものである。  

２  「個 人識 別符号 が 含ま れる もの」 は 、単 独で 個人情 報 とし て位 置づ

け ら れる こと になっ た ため （第 ２ 条第 １ 号） 、本 号にお い ても 、個 人

識 別 符号 が含 まれる も のに つい て は、 他 の情 報と 照合す る こと なく 不

開示情報としている。  

２ ３  「 （第 １３ 条 第 ２ 項 の規 定によ り 法定 代理 人 等が 本 人に 代わ って

開 示 請求 をす る場合 に あっ ては 、当該 本 人を いう 。第 ２ １ 条第 １項 に

お い て同 じ。 ） 以外 」 とは 、 開 示請求 者 が 法 定 代 理人 等 の 場合 には 、

当該法定代理人等ではなく、個人情報の本人を除くことをいう。  

  した がっ て、 法 定 代理 人 等 の個人 情 報が 本人 の個人 情 報の 中に 含ま

れ て いる とき には、 当 該 法 定 代 理人 等 の 個人 情報 は、本 号 でい う「 開

示請求者以外の個人に関する情報」に該当することとなる。  

３ ４  「 事業 を営む 個 人の 当該 事業に 関 する もの を除く 」 とは 、個 人情

報 の うち 個人 の私的 な 生活 に関 する情 報 は本 号で 判断す る が、 事業 を

営 む 個人 の当 該事業 に 関す る情 報は 、 法 人そ の他 の団体 の 情報 と同 様

の 基 準で 判断 するこ と が適 当で あるた め 、 本 号で 開示・ 不 開示 の 判 断

を せ ず、 第３ 号の「 法 人等 情報 」に含 め て判 断す ること を いう 。第 ３

号 に 含め たの は、開 示 範囲 につ いては 、 情報 公開 条例と の 整合 性を 図

る 観 点か ら、 開示請 求 者以 外の 個人に 関 する 情報 として 不 開示 とす る

の で はな く、 情報公 開 条例 第７ 条第３ 号 （事 業を 営む個 人 の当 該事 業

に 関 する 情報 ）に相 当 する 不開 示理由 を 適用 し て 判断す る こと とし た

ものである。  

４ ５  「 当該 情報に 含 まれ る氏 名、生 年 月日 その 他の記 述 等に より 開示

請 求 者以 外の 特定の 個 人を 識別 するこ と がで きる 情報も の 」と は、 氏
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名 、 生年 月日 その他 の 記述 等に より、 開 示請 求者 以外の 特 定の 個人 が

明 ら かに 識別 され、 又 は識 別さ れうる 可 能性 があ る情報 を いう 。つ ま

り 、 開示 請求 者以外 の 個人 に関 する情 報 の範 囲は 、当該 情 報に 係る 個

人 が 誰で ある かを認 識 させ るこ ととな る 氏名 その 他の記 述 等の 部分 だ

け で なく 、氏 名その 他 の記 述等 により 開 示請 求者 以外の 特 定の 個人 に

関するものであることが分かってしまう情報の 全体である。  

５ ６  「 他の 情報と 照 合す るこ とによ り 、開 示請 求者以 外 の特 定の 個人

を 識 別す るこ とがで き るこ とと なる情 報 」と は、 当該情 報 と他 の情 報

と を 照合 する ことに よ り開 示請 求者以 外 の特 定の 個人を 識 別す るこ と

が で きる こと となる 情 報を いう 。なお 、 個人 識別 性の判 断 に当 たっ て

は 、 一定 の集 団に属 す るも のに 関する 情 報を 開示 すると 、 その 情報 自

体 で は、 開示 請求者 以 外の 特定 の個人 を 識別 する ことは で きな い場 合

で あ って も、 情報の 内 容に よっ ては、 当 該集 団に 属する 個 々の 者に 不

利益を及ぼすおそれがあり得ることを考慮する必要がある。  

６ ７  「 開示 請求者 以 外の 特定 の個人 を 識別 する ことは で きな いが 、開

示 す るこ とに より、 な お開 示請 求者以 外 の個 人の 権利利 益 を害 する お

そ れ があ るも の」と は 、カ ルテ 、始末 書 など の個 人の人 格 と密 接に か

か わ る情 報や 未公表 の 研究 論文 、著作 物 等で 、個 人識別 性 のあ る部 分

を 除 いた とし ても、 開 示に する ことに よ り、 財産 権その 他 の開 示請 求

者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるものをいう。  

７ ８  本 号た だし書 は 、開 示請 求者以 外 の個 人の 権利利 益 の保 護の 観点

か ら 不開 示と する必 要 のな いも のや不 開 示に より 保護さ れ る開 示請 求

者 以 外の 個人 の利益 と 開示 によ り保護 さ れる 開示 請求者 の 利益 とを 比

較 衡 量し 、後 者が優 越 する と認 められ る もの につ いては 、 開示 する こ

ととしたものである。  

 (1) ただし書ア  

ア  「法 令 等の 規定 に より 、 又は 慣行 と して 」 は「 知る こ とが 予 定

されている情報」にもかかる。  

イ  「法 令等 の 規定 」 によ り開 示 請求 者 が知 るこ と がで き る情 報は、

例えば、不動産登記簿の不動産所有者の情報等である。  
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ウ  「慣 行 とし て」 と は、 慣 習と して 知 るこ と がで きる こ とを い う

が 、 慣 習法 とし ての 法 規 範的 な根 拠を 要 す るも ので はな く 、 事実

上 の 慣 習と して 知る こ と がで きる こと 又 は 知る こと が 予 定 さ れて

い る こ とを いう 。 「 慣 行 とし て」 開示 請 求 者が 知る こと が で きる

情報は、叙勲者名簿、本人の親族に関する情報等である。  

  エ  「 知 ること が 予定 され ている 情 報」 とは 、 知る こ とが 予定 （具

体 的 に 予定 さ れてい る 場 合に 限 らず、 求 め があ れ ば提供 す る こと

を 予 定し て いる もの も 含む 。 ）の 下に 保 有さ れ てい る情 報 をい う。  

  オ  「 慣 行とし て 開示 請求 者が知 る こと がで き、又 は 知る こと が予  

定 さ れて い る情 報 」 と して は 、実 施機 関 の職 員 が職 務上 、 作成 し、

又 は 取 得し た 情報で あ っ て、 個 人が 開 示 さ れる こ とを了 承 し 、又

は 開 示 され る ことを 前 提 とし て 提供し た 情 報 、 個 人が自 主 的 に公

表 し た 資料 等 から何 人 で も知 り 得る 状 態 の 情報 、 開示す る こ とが

慣 行 と なっ て おり、 開 示 して も 社会通 念 上 個人 の プライ バ シ ーを

侵害するおそれがないことが確実である情報 等が考えられる。  

  カ  関係 者等の 特 定の 者の みが知 る こと がで きると 規 定さ れて いる

場 合 、 開示 請 求者が 関 係 者で あ る場合 に は 、「 法 令等」 の 規 定に

よ り 「 ・・ ・ ・開示 請 求 者が 知 ること が で き る 」 情報に な る もの

である。  

 (２) ただし書イ  

   比 較衡 量の結 果 、不 開示 とする こ とに より 保護さ れ る開 示請 求者

以 外 の個 人の 権 利利 益 より も開 示 する こ とに より 保 護さ れ る「 人の

生 命 、健 康、 生 活又 は 財産 」が 優 越す る 場合 は、 開 示を 義 務づ ける

こ と とし たも の であ る 。個 人に 関 する 情 報の 中に は 、個 人 的性 格の

強 い もの から 社 会的 性 格の 強い も のま で 様々 なも の があ る こと 、人

の 生 命、 健康 等 の保 護 と、 生活 、 財産 の 保護 とで は 、開 示 によ り保

護 さ れる 利益 の 程度 に 相当 の差 が ある こ とを 踏ま え 、比 較 衡量 に当

た っ ては 、不 開 示と す るこ とに よ り保 護 され る権 利 利益 と 開示 する

こ と によ り保 護 され る 権利 利益 と の双 方 につ いて 、 それ ぞ れの 具体

的 性 格を 慎重 に 検討 し 、個 人の 人 格的 な 権利 利益 の 保護 に 欠け るこ
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とがないよう、十分な配慮が必要である。  

 (3) ただし書ウ  

   公 務員 等の職 務 の遂 行に 係る情 報 のう ち、 当該公 務 員等 の職 に関

す る 情報 は、 行 政事 務 に関 する 情 報と し ては 、そ の 職務 行 為に 関す

る 情 報と 不可 分 の要 素 であ り、 ま た、 公 務員 等の 氏 名に つ いて は、

行 政 事務 に関 す る情 報 であ ると 同 時に 個 人に 関す る 情報 で ある が、

行 政 の説 明責 任 の観 点 から 、開 示 請求 者 以外 の個 人 に関 す る情 報と

し て は 不 開 示 と は し な い こ と と し た も の で あ る ｡な お 、 こ の 規 定 は 、

公 務 員等 の氏 名 につ い て、 開示 請 求者 以 外の 個人 に 関す る 情報 とし

て は 不開 示と し ない と いう こと で あっ て 、職 務遂 行 に係 る 情報 であ

っ て も、 それ が 他の 不 開示 情報 に 該当 す る場 合に は 、不 開 示と する

ことなる。  

 (４) ｢国 家公務 員法 第２ 条第 １項 に規 定す る国 家公 務員 ｣には 、一般 職

の み なら ず、 特 別職 も 含む ので 、 同法 第 ２条 第３ 項 に規 定 する 国務

大 臣 、国 会議 員 等も 本 号の 公務 員 等に 含 まれ る。 ま た、 「 地方 公務

員 法 第２ 条に 規 定す る 地方 公務 員 」も 、 一般 職と 特 別職 双 方を 含む

の で 、市 議会 議 員等 の 地方 議会 議 員、 審 議会 等の 委 員等 の 職で 臨時

又は非常勤のものも含まれる。  

な お 、 「 （独 立 行政 法 人 通 則法 （ 平成 １ １ 年 法律 第 １０ ３ 号 ） 第

２ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 特 定 独 立 行 政 法 人 の 役 員 及 び 職 員 を 除

く 。 ）」 とは 、 特定 独 立行 政法 人 の役 員 及び 職員 が 、国 家 公務 員の

身 分 であ りな が ら、 「 国家 公務 員 法第 ２ 条第 １項 に 規定 す る国 家公

務 員 」か ら除 か れる の は、 「独 立 行政 法 人等 の役 員 及び 職 員」 に含

まれるからである。  

 (５) ｢職 務の 遂行に 係る 情報 ｣とは、 公務 員等 が、 その 組織 上の 地位 に

基 づ いて 所掌 す る事 務 事業 を実 施 した こ とに より 記 録さ れ る情 報を

い う 。例 えば 、 行政 処 分そ の他 の 公権 力 の行 使に 係 る情 報 、職 務と

し て の会 議へ の 出席 、 発言 その 他 の事 実 行為 に係 る 情報 が これ に含

まれる。  

た だ し 、本 規定 は、 具 体 的な 職務 の遂 行 と の直 接の 関連 を 有 する
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情 報 を対 象 とす るも の であ る ので 、公 務 員等 に 関す る情 報 であ っ て

も 、 職員 の 人事 管理 上 保有 す る身 分取 扱 いに 係 る情 報、 健 康情 報 、

休暇情報等は、「職務の遂行に係る情報」には含まれない。  

 (６) ただし書エ  

  ア  「当 該情報 が 実施 機関 の経費 の うち 」は 、「食 糧 費の 支出 を伴

う 懇 談 会、 説 明会等 に 係 る情 報 」、「 交 際 費の 支 出に係 る 情 報」

の双方にかかる。  

  イ  食糧 費の支 出 を伴 う懇 談会、 説 明会 、会 議、打 ち 合わ せ、 研修

会 、 講 演会 、 講習会 等 に 係る 情 報は、 食 糧 費に 対 する誤 解 や 憶測

を 招 か ぬよ う 開示す る こ とと し たもの で あ る。 支 出の相 手 方 の情

報 に つ いて は 、懇談 会 等 への 出 席を通 じ て 実施 機 関の事 務 事 業に

関 わ り を持 つ もので あ る ので 、 開示す る こ とと し たもの で あ る。  

な お 、 この 規 定は、 食 糧 費の 支 出を伴 う 懇 談会 等 の出席 者 の 所属

団 体 名 、所 属 名、役 職 名 及び 氏 名を開 示 請 求者 以 外の個 人 に 関す

る 情 報 とし て は不開 示 と され な いが、 他 の 不開 示 情報に 該 当 する

場合には、不開示とされることとなる。  

  ウ  市政 の透明 度 を高 め、 市政に 関 する 情報 を市と 市 民が 共有 する

こ と が きわ め て重要 で あ るこ と から、 病 気 見舞 い その他 相 手 方に

特 段 の 配慮 が 必要と 認 め られ る ものを 除 き 、交 際 費の支 出 の 相手

方 の 所 属団 体 名、所 属 名 、役 職 名及び 氏 名 を開 示 するこ と と した

も の で あ る ｡な お 、 こ の 規 定 は 、 交 際 費 の 支 出 の 相 手 方 の 所 属 団

体 名 、 所属 名 、役職 名 及 び氏 名 を開示 請 求 者以 外 の個人 に 関 する

情 報 と して は 、不開 示 と され な いが、 他 の 不開 示 情報に 該 当 する

場合には、不開示とされることとなる。  
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第３号  法人等に関する情報  

(3) 法人等に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報  

  で あ っ て 、 次 に 掲 げ る も の 。 た だ し 、 人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 又 は

財 産 を 保 護 す る た め 、 開 示 す る こ と が 必 要 で あ る と 認 め ら れ る 情

報を除く。  

  ア  開 示 す る こ と に よ り 当 該 法 人 等 又 は 当 該 個 人 の 権 利 、 競 争 上

の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの  

  イ  実 施 機 関 の 要 請 を 受 け て 、 開 示 し な い と の 条 件 で 任 意 に 提 供

さ れ た も の で あ っ て 、 法 人 等 又 は 個 人 に お け る 通 例 と し て 開 示

し な い こ と と さ れ て い る も の そ の 他 の 当 該 条 件 を 付 す る こ と が

当 該 情 報 の 性 質 、 当 時 の 状 況 等 に 照 ら し て 合 理 的 で あ る と 認 め

られるもの  

 

【趣旨】  

１  本号 は、 法人等 に 関す る情 報又は 事 業を 営む 個人の 当 該事 業に 関す

る情報の不開示情報としての要件を 定めたものである。  

２  法人 等又 は事業 を 営む 個人 の事業 活 動の 自由 、競争 上 の地 位そ の他

正 当 な利 益は 、保護 さ れる 必要 がある こ とか ら、 開示す る こと によ り

法 人 等又 は個 人の正 当 な利 益を 害する お それ があ る情報 に つい ては 、

人 の 生命 、健 康、生 活 又は 財産 を保護 す る観 点か ら開示 す るこ とが 必

要 で ある と認 められ る 情報 を除 き不開 示 とす るこ ととし た もの であ る。  

【説明】  

１  「事 業を 営む個 人 」と は、 地方税 法 第７ ２条 の２第 ８ 項か ら第 １０

項 ま でに 掲げ る事業 を 営む 個人 のほか 、 農業 、林 業を営 む 個人 をい う。  

２  「 当該 事業 に関 する 情報 」と は、 営 利 を目 的と する か否 かを 問わ ず、

事 業 内容 、事 業所、 事 業用 資産 、事業 所 得等 事業 活動に 関 する 一切 の

情 報 をい い、 その事 業 活動 と直 接関係 の ない 個人 に関す る 情報 （た と

え ば 、事 業を 営む個 人 の家 族構 成、事 業 と区 別さ れる個 人 の財 産、 所

得等）は、本号には該当せず、第２号で判断するものである。  

３  ただ し書 は、法 人 等又 は個 人の事 業 活動 によ って危 害 （公 害、 薬害

等 ） が生 じ、 又は生 ず るお それ がある 場 合に 、当 該危害 の 未然 防止 、

排 除 、拡 大防 止又は 再 発防 止を 図り、 そ の危 害か ら人の 生 命、 健康 、

生 活 又は 財産 を保護 す るた めに 開示す る こと が必 要なと き は、 本号 ア、
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イ に 該当 する 情報で あ って も、 開示す る こと を定 めたも の であ る。 こ

の場合、当該事業活動が違法又は不当であるかどうかを問わない。  

  「開 示に するこ と が必 要で あると 認 めら れる 情報」 に 該当 する かど

う か につ いて は、不 開 示と する ことに よ り保 護さ れる利 益 と、 開示 す

る こ とに より 保護さ れ る利 益と を比較 衡 量し て判 断する こ とと なる 。

こ の 比較 衡量 に当た っ ては 、開 示する こ とに より 保護さ れ る利 益の 性

質 及 び内 容を 踏まえ る 必要 があ り、特 に 人の 生活 又は財 産 を保 護す る

必 要 性の 判断 に当た っ ては 、そ の侵害 の 内容 、程 度と保 護 の必 要性 を

十分に検討する必要がある。  

４  ただし書ア  

 (1) 「 正当 な利 益を 害す るお それ があ るも の」 とは 、法 人等 の生 産 技

術 上 又は 販売 上のノ ウ ハウ 、運 営方針 、 人事 、労 務管理 等 の情 報で 、

開 示 する こと に より 、 法人 等の 事 業活 動 等が 損な わ れる と 認め られ

る も の及 び開 示 する こ とに より 法 人等 の 名誉 が侵 害 され 、 又は 社会

的 信 用若 しく は 社会 的 評価 が低 下 する も のを いい 、 必ず し も経 済的

利益の概念でとらえられないものも含むものである。  

 (２) 法 人等 には 、株 式会 社、 公益 法人 、宗 教法 人、 学校 法人 その 他 の

法 人 のほ か、 政 治団 体 その 他法 人 格の な い団 体な ど 様々 な 種類 のも

の が ある ので 、 「正 当 な利 益を 害 する お それ 」の 有 無は 、 当該 法人

等 と 行政 との 関 係や 当 該法 人等 の 憲法 上 の権 利（ 信 教の 自 由、 学問

の 自 由等 ）の 保 護の 必 要性 等そ れ ぞれ の 法人 等及 び 情報 の 性格 に応

じて適正に判断する必要がある。  

５  ただし書イ  

 (１) 法 人等 及び 事業 を営 む個 人に 関す る情 報で あっ て、 開示 しな い こ

と を 条件 とし て 提供 を 受け た、 い わゆ る 任意 提供 情 報の 取 扱い を定

め た もの であ り 、開 示 しな いと の 条件 が 付さ れて い るこ と を理 由に

す べ て不 開示 と する の では なく 、 当該 条 件を 付す こ とが 合 理的 と認

められる場合に限り不開示とすることを明らかにしたものである。  

 (２) 「 任意 に提 供さ れた もの 」と は、 法令 等の 根拠 に基 づか ず提 供 さ

れ た 情報 をい う 。な お 、実 施機 関 が法 令 等の 定め る 権限 に 基づ き強
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制 的 に入 手し 得 る情 報 を当 該権 限 を行 使 しな いで 行 政指 導 等に より

入 手 した もの は 、「 任 意に 提供 を 受け た もの 」で あ って も 、任 意に

提供された情報には該当しないものである。  

 (３) 「 通例 とし て開 示し ない こと とさ れて いる もの 」に 該当 する た め

に は 、当 該情 報 が現 に 開示 され て いな い とい うだ け では 足 りず 、当

該 情 報の 性質 上 、一 般 的に 開示 し ない こ とが 相当 と 認 め ら れる こと

が必要である。  

 (４) 「当 時の 状況等 に 照ら して 合理的 で ある 」か どうか の 合理 性の 判

断 は 、当 該情 報 の提 供 当時 の諸 般 の事 情 を基 本と し て判 断 する が、

必要に応じてその後の事情の変化も考慮して判断する。  
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第４号  評価、診断等情報  

 (４) 個 人 の 評 価 、 診 断 、 判 断 、 選 考 、 指 導 、 相 談 等 に 関 す る 情 報 で

あって、開示しないことが正当であると認められるもの  

 

【趣旨】  

本 号 は、 個人 の評価 、 診断 、判 断、選 考 、指 導、 相談等 に 関す る情 報

を 開 示す るこ とによ っ て、 これ らの事 務 の過 程や 基準を 知 らせ るこ とに

なり、評価者 等が 正 確 な評 価等 が で きな くな るこ と 、 当該 評価 、診 断等

自体が 成り 立た な くなる こと など の 結果を もた らす 場 合があ るこ とか ら 、

そ う し た 著 し い 支 障 が 生じる おそれが ある場合 には、不 開示とす るこ と

を定めたものであ る。したがって、 こ れ ら の 情 報に 該 当 す る こ と をも っ

て、直 ちに 不 開 示 となる もの では な く、個 々の ケー ス ごとに 、開 示す る

ことに よる 利益 と 不開示 とす る利 益 を比較 衡量 して 、 当該評 価、 診断 に

著しい 支障 を及 ぼ すおそ れが ある と 認めら れる とき に 不開示 とす るも の

である 。  

【解釈及び運用】  

１  「評 価」 とは、 学 業成 績、 勤労状 況 、功 績な ど個人 の 能力 、性 格、

適 性 等に つい てその 内 容を 見定 めるこ と をい う。 土地、 家 屋等 本人 の

所有物に対する価値等を見定めることを含むものである。  

２  「診 断」 とは、 疾 病、 健康 状態等 に つい て、 専門的 見 地か ら行 った

診療等をいう。  

３  「判 断」 とは、 個 人の 資力 、資格 等 につ いて 、専門 的 見地 又は 一定

の基準に基づいて行った審査等の判定をいう。  

４  「選 考」 とは、 個 人の 知識 、能力 、 資質 等の 調査等 に 基づ いて 、特

定の職業、地位等に就く適任者の選定を行うこという。  

５  「指 導」 とは、 個 人の 学力 、能力 、 技術 等の 向上又 は 健康 状態 若し

く は 生活 状態 の改 善 の ため に、 専門的 見 地か ら教 育や指 示 を行 うこ と

をいう。  

６  「相 談」 とは、 個 人の 生活 、健康 等 に関 して の照会 を 受け 、そ れに

対して対処方法等を回答することをいう。  

７  「相談等」の「等」とは、推薦など を指す がこれに当たる。  
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８  「 開示し ないこ とが 正当で あると 認め られる もの」 とは 、 開 示 す る

こと に よ り、 評価 、診断等の 事務 の 適正 な 遂 行を 著 し く困 難 に する可

能性が 客観 的に 認 められ るこ とを い う。  

本号 が適 用さ れる 可能 性の ある 場合 とし ては 、次 のよ うな 場合 が考 え

られる 。  

 (１) 開示する こと により 、今 後反 復 、継続 して 本人 に 対 して 行わ れる  

  評価、診断、判断 、選考、指導、相 談 等 の 事 務 を適 正 に 行 う こ と を

著しく 困難 にす る と認め られ る場 合  

 (２) 開示す るこ と によ り、 本人 に 対 する 指導 、診 断 、 判定 、評 価等に

は支 障が ない が、 今後 反復 、継 続し て行 われ る本 人以 外の 者に 対す

る 評価 、診断、 判断、 選考、指導 、相談 等 が 適 正 に 遂 行 で き な くな

ると認 めら れる 場 合  

 (３) 開示 す る こ と に より 、 今 後 の 本 人 に対 す る 評価 、 診断、判断、選

考、指導、相談 等が 抽象 化 、 形骸 化 す るな ど 事 務を 実 施 する 意 味を

失わせ るお それ が あると 認め られ る 場合  

 (４) そ の 他 開 示 す る こ と に よ り 、 評 価 、診断、判 断、 選考、指導、相

談等に著 しい 支障 あると 認め られ る 場合  
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第５号  公共の安全等に関する情報  

 (5) 開 示 す る こ と に よ り 、 人 の 生 命 、 健 康 、 生 活 、 財 産 の 保 護 、 犯

罪 の 予 防 又 は 捜 査 そ の 他 の 公 共 の 安 全 と 秩 序 の 維 持 に 支 障 を 及 ぼ

すおそれがある情報  

 

【趣旨】  

本 号 は、 開示 するこ と によ り、 人の生 命 、健 康、 生活、 財 産の 保護 、

犯 罪 の予 防又 は捜査 そ の他 の公 共の安 全 と秩 序の 維持に 支 障が 生ず るお

そ れ があ ると 認めら れ る情 報に ついて は 、不 開示 とする こ とを 定め たも

のである。  

こ れ らの 情報 を開示 す れば 、犯 罪の予 防 、犯 罪の 捜査等 を 有効 かつ 能

率 的 に行 うこ とがで き なく なり 、また 、 場合 によ っては 情 報提 供者 の生

命 、 身体 、財 産及び 社 会的 地位 を保護 す るこ とが 困難と な るの で、 これ

を防止するための規定である。  

【解釈及び運用】  

１  「人 の生 命、健 康 、生 活、 財産の 保 護」 とは 、犯罪 等 の危 険か ら人

の 生 命、 健康 、生活 、 財産 を保 護する こ とを いう 。また 、 開示 する こ

と に より 個人 の名誉 が 侵害 され たり、 脅 迫を 受け るなど 精 神的 苦痛 を

もたらす危険がある場合も本号の対象となる。  

２  「犯 罪の 捜査」 と は、 犯罪 の捜査 に 直接 かか わる活 動 のほ か、 捜査

に関する照会とその回答を含むものである。  

３  「公 共の 安全と 秩 序の 維持 」とは 、 平穏 な市 民生活 、 社会 生活 に必

要 な 法規 範そ の他の 公 共の 安全 と秩序 を 維持 する ために 必 要な 活動 を

維持することをいう。  

４  「支 障を 及ぼす お それ 」と は、犯 罪 の予 防等 の活動 が 阻害 され 、若

しくは効率的に行われなくなり、又はその可能性があることをいう。  

【本号に該当する場合があると考えられる個人情報の例】  

・  捜査関係事項に係る照会及び回答  
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第６号  公の機関に関係する情報  

 (6) 国 、 独 立 行 政 法 人 等 、 他 の 地 方 公 共 団 体 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人

と の 間 に お け る 協 議 、 協 力 等 に よ り 作 成 し 、 又 は 取 得 し た 情 報 で

あ っ て 、 開 示 す る こ と に よ り こ れ ら の も の と の 協 力 関 係 又 は 信 頼

関係が損なわれると認められるもの  

 

【趣旨】  

本 号 は、 公の 機関と の 協力 関係 又は信 頼 関係 を継 続的に 維 持す るた め、

公 の 機関 との 協力関 係 又は 信頼 関係が 損 なわ れる と認め ら れる 個人 情報

については、不開示とすることを定めたものである。  

公 の 機関 と協 議、協 力 等に より 作成し 、 又は 取得 した個 人 情報 の中 に

は 、 開示 決定 をする に 当た り、 公の機 関 の意 思を 考慮す べ き性 格の 個人

情 報 が含 まれ ている 。 この よう な情報 を 一方 的に 開示す る と公 の機 関 と

の 協 力関 係又 は信頼 関 係が 損な われる こ とが あり 、この こ とに よっ て実

施 機 関の 事務 事業の 執 行に 支障 を生じ る こと にも なりか ね ず、 これ を防

止するために定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「協 議、 協力等 」 とは 、法 令等に 基 づい て、 又は任 意 に行 われ る指

示、依頼、照会、検討等をいう。  

２  「協 力関 係又は 信 頼関 係」 とは、 公 の機 関と の間に お ける 当面 の又

は将来にわたる継続的で包括的な協力関係又は信頼関係をいう。  

【本号に該当する場合があると考えられる 個人情報の例】  

・  公の 機関 の 事務 に 関し て協 議 され た 情報 で、 当 該公 の 機関 に お

いても開示していないもの  

・  公の 機関 か らの 依 頼、 委託 等 によ る 調査 等で 、 公の 機 関の 承認

が な くて は 、開 示し て はな ら ない 旨の 指 示が あ るも の又 は 公の機

関で開示するまで開示してはならない旨の条件があるもの  

・  全国を通じて統一的に開示することを要するもの  
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第７号  審議検討等情報  

 (7) 市 並 び に 国 、 独 立 行 政 法 人 等 、 他 の 地 方 公 共 団 体 及 び 地 方 独 立

行 政 法 人 の 内 部 又 は 相 互 間 に お け る 審 議 、 検 討 又 は 協 議 に 関 す る

情 報 で あ っ て 、 開 示 す る こ と に よ り 、 率 直 な 意 見 の 交 換 、 若 し く

は 意 思 決 定 の 中 立 性 が 不 当 に 損 な わ れ る お そ れ 、 不 当 に 市 民 の 間

に 混 乱 を 生 じ さ せ る お そ れ 又 は 特 定 の 者 に 不 当 に 利 益 を 与 え 若 し

くは不利益を及ぼすおそれがあるもの  

 

【趣旨】  

 本 号は 、市 並びに 国 及び 他の 地方公 共 団体 の内 部又は 相 互間 にお ける

審 議 、検 討又 は協議 に 関す る情 報の不 開 示情 報と しての 要 件を 定め たも

のである。  

【説明】  

１  「市 」と は、「 国 」及 び「 他の地 方 公共 団体 」に対 応 する もの であ

り、市に属するすべての機関の意味である。  

２  「市 並び に国、 独 立行 政法 人等、 他 の地 方公 共団体 及 び地 方独 立行

政法人の内部又は相互間」とは、次のものをいう。  

 (1) 市の内部（実施機関の内 部及び実施機関相互間）  

 (2) 市 と 国 、 独 立 行 政 法 人 等 、 他 の 地 方 公 共 団 体 又 は 地 方 独 立 行 政

法 人 の相互間  

 (３) 国 、 独 立 行 政 法 人 等 、 他 の 地 方 公 共 団 体 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人

の内部  

 (４) 国 、 独 立 行 政 法 人 等 、 他 の 地 方 公 共 団 体 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人

の相互間  

３  「審 議、 検討又 は 協議 に関 する情 報 」と は、 市並び に 国、 独立 行政

法 人 等、 他の 地方公 共 団体 及び 地方独 立 行政 法人 の内部 又 は相 互間 に

お け る審 議、 検討又 は 協議 のほ か、会 議 、打 ち合 わせ、 意 見交 換、 相

談等に関連して、市の実施機関が作成し、又は取得した情報をいう。  

４  市並 びに 国、独 立 行政 法人 等、他 の 地方 公共 団体及 び 地方 独立 行政

法 人 の内 部又 は相互 間 にお ける 審議、 検 討又 は協 議に関 す る情 報が 開

示 さ れる と、 外部か ら の圧 力や 干渉等 の 影響 を受 けるこ と など によ り、

自 由 かつ 率直 な意見 の 交換 が妨 げられ 意 思決 定の 中立性 が 損な われ る
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場 合 があ る。 また、 未 成熟 な情 報が開 示 され 、確 定した 情 報と の誤 解

や 憶 測に 基づ いて、 市 民の 間に 混乱を 生 じさ せ、 又は投 機 を助 長す る

な ど して 特定 の者に 不 当に 利益 を与え 若 しく は不 利益を 及 ぼす おそ れ

が あ り得 る。 本号は 、 この よう な情報 に つい て、 検討中 の 段階 の情 報

を 開 示す るこ との利 益 を考 慮し てもな お 、実 施機 関等の 意 思決 定に 対

す る 支障 が看 過でき な い程 度の もので あ る場 合に は、こ れ を不 開示 と

することとしたものである。  

５  「審議、検討又は協議に関する情報」とは、意思決定のために作成

し、又は取得した資料やその経過の記録など意思決定の過程において

発生し利用される情報をいう。また、行政内部における審議、検討又

は協議に直接使用する目的で作成し、又は取得した情報を含むもので

ある。  

６  「 不当 に」 とは 、審 議、 検討 又は 協議 に関 する 情報 の性 質に 照ら し、

検 討 段階 の情 報を開 示 する こと による 利 益と 支障 を比較 衡 量 し 、開 示

す る こと の利 益を考 慮 して もな お、市 等 の意 思決 定に対 す る支 障が 看

過 で きな い程 度のも の であ る場 合をい う 。し たが って、 支 障の 程度 は、

名目的なものでは足りず、実質的なものでなければならない。  

７  「お それ 」の程 度 は単 なる 抽象的 な 可能 性で は足り ず 、率 直な 意見

の 交 換若 しく は意思 決 定の 中立 性が不 当 に損 なわ れるこ と 、不 当に 市

民 の 間に 混乱 を生じ さ せる こと 、又は 特 定の 者に 不当に 利 益を 与え 若

し く は不 利益 を及ぼ す こと につ いて、 法 的保 護に 値する 蓋 然性 が要 求

される。  

８  合議 制機 関に関 す る情 報の 開示・ 不 開示 につ いては 、 当該 合議 制機

関 の 議事 運営 規程や 議 決等 によ って決 定 され るも のでは な く、 当該 合

議 制 機関 の性 質及び 審 議事 項の 内容等 に 照ら して 、合議 制 機関 にお け

る 率 直な 意見 交換等 を 不当 に損 なうお そ れが ある かどう か 個別 具体 的

に判断されることになるものである。  

９  本号 は、 審議、 検 討又 は協 議に関 す る情 報を 開示す る こと によ って

当 該 意思 決定 等に不 当 に支 障を 及ぼす 場 合に 限ら れるも の であ る。 し

た が って 、当 該情報 を 開示 する ことに よ って 、将 来の同 種 の事 務に 係

る 意 思決 定に 支障を 及 ぼす おそ れがあ る 場合 は、 本号の 問 題で はな く、

印 西 市情 報公 開条例 第 ７条 第６ 号の「 当 該事 務又 は事業 の 適正 な遂 行
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に 支 障を 及ぼ すおそ れ 」が ある かどう か によ り、 開示・ 不 開示 が判 断

されることになる。  
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第８号  事務事業に関する情報  

(8) 市又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立  

  行 政 法 人 が 行 う 事 務 又 は 事 業 に 関 す る 情 報 で あ っ て 、 開 示 す る こ

と に よ り 、 次 に 掲 げ る お そ れ そ の 他 当 該 事 務 又 は 事 業 の 性 質 上 、

当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの  

  ア  監 査 、 検 査 、 取 締 り 又 は 試 験 に 係 る 事 務 に 関 し 、 正 確 な 事 実

の 把 握 を 困 難 に す る お そ れ 又 は 違 法 若 し く は 不 当 な 行 為 を 容 易

にし 、若しくはその発見を困難にするおそれ  

  イ  契 約 、 交 渉 又 は 争 訟 に 係 る 事 務 に 関 し 、 市 、 国 、 又 は 他 の 地

方 公 共 団 体 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人 の 財 産 上 の 利 益 又 は 当 事 者 と

しての地位を不当に害するおそれ  

  ウ  調 査 研 究 に 係 る 事 務 に 関 し 、 そ の 公 正 か つ 能 率 的 な 遂 行 を 不

当に阻害するおそれ  

  エ  人 事 管 理 に 係 る 事 務 に 関 し 、 公 正 か つ 円 滑 な 人 事 の 確 保 に 支

障を及ぼすおそれ  

  オ  市 、 国 若 し く は 他 の 地 方 公 共 団 体 が 経 営 す る 企 業 、 独 立 行 政

法 人 等 又 は 地 方 独 立 行 政 法 人 に 係 る 事 業 に 関 し 、 そ の 企 業 経 営

上の正当な利益を害するおそれ  

 

【趣旨】  

本 号 は、 市の 機関等 が 行う 事務 又は事 業 の適 正な 遂行を 確 保す る観 点

か ら 不開 示情 報を定 め たも ので ある。 ア から オま での規 定 は、 市の 機関

等 に 共通 的に 見られ る 事務 又は 事業に 関 する 情報 であっ て 、そ の性 質上

開 示 する こと により 、 その 適正 な遂行 に 支障 を及 ぼすお そ れが ある と考

え ら れる 典型 的な支 障 を例 示し たもの で あり 、こ れらの ほ か、 「そ の他

当 該 事務 又は 事業の 性 質上 、当 該事務 又 は事 業の 適正な 遂 行に 支障 を及

ぼすおそれ」があるものは、本号により不開示とするものである。  

【解釈及び運用】  

１  「当 該事 務又は 事 業の 性質 上」と は 、当 該事 務又は 事 業の 本質 的性

格 、 具体 的に は、当 該 事務 又は 事業の 目 的、 その 目的達 成 のた めの 手

段 等 に照 らし て、そ の 適正 な遂 行に支 障 を及 ぼす おそれ が ある かど う

かを判断するとの趣旨である。  

２ 「適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」とは、実施機関に広範な裁量権を与

えるものではなく、各規定の要件の該当性を客観的に判断する必要があり、

又、事務又は事業の根拠となる規定又はその趣旨に照らし、公益的な開示の
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必要性等の種々の利益を衡量した上での「適正な遂行」といえるものである

ことが求められる。 

３ 「支障」の程度は、名目的なものでは足りず、実質的なものが要求され、

また、「おそれ」の程度も単なる確率的な可能性ではなく法的保護に値する

蓋然性があると認められるかどうかにより判断する。  

４  ただし書 ア  

 (1) 監査 、検 査、取 締 り又 は試 験に係 る 事務 に関 する情 報 の中 には 、

例 え ば、 監査 等 の対 象 、実 施時 期 、調 査 事項 等の 詳 細な 情 報、 試験

問 題 等の よう に 事前 に 明ら かに す ると 適 性か つ公 正 な評 価 又は 判断

の 前 提と なる 事 実の 把 握が 困難 と なる も の、 行政 客 体に お ける 法令

違 反 行為 又は 法 令違 反 にい たら な いま で も妥 当性 を 欠く 行 為を 助長

し 、 又は これ ら の行 為 を巧 妙に 行 うこ と によ り隠 蔽 を す る こと を容

易 に する おそ れ があ る もの があ り 、こ の よう な情 報 は、 不 開示 とす

る こ とと した も ので あ る。 また 、 監査 等 の終 了後 で あっ て も、 例え

ば 、 監査 等の 方 針、 内 容や 、違 反 事例 等 の詳 細を 明 らか に する こと

に よ り、 他の 行 政客 体 に法 規制 を 免れ る 方法 を示 唆 する こ とに なる

ようなものは、該当すると考えられる。  

 (２) 「 監査 」と は、 主と して 観察 的見 地か ら事 務又 は事 業の 執行 又 は

財 産 の状 況の 正 否を 調 べる こと を いい 、 「検 査」 と は、 法 令の 執行

確 保 、会 計経 理 の適 正 確保 、物 質 の規 格 、等 級の 証 明の た め帳 簿書

類 そ の他 の物 件 等を 調 べる こと を いう 。 また 、「 取 締り 」 とは 、行

政 上 の目 的に よ る一 定 の行 為の 禁 止又 は 制限 につ い て適 法 又は 適正

な 状 態を 確保 す るこ と をい い、 「 試験 」 とは 、人 の 知識 、 能力 等又

は物の性能等を試すことをいう。  

【本号に該当する場合があると考えられる個人情報の例】  

・  取締り、監督又は立入検査の方法、時期、対象等に関する事項  

５  ただし書 イ  

 (１) 「 交渉 」と は、 用地 買収 、損 害賠 償、 損失 補償 等の 相手 方と の 協

議、折衝等をいう。  

 (２) 「 財産 上の 利益 」と は、 用地 買収 、損 害賠 償、 損失 補償 等の 財 産
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上の利益又は負担をいう。  

 (３) 「当 事者 と して の 地位 」と は、用 地 買収 、損 害賠償 、 損失 補償 、

争訟等の当事者としての資格及び地位をいう。  

(４) 「 不 当 に 害 す る お そ れ 」 と は 、 開 示 の も た ら す 支 障 が 「 不 当 」と

判断 でき る場 合 に 例外 的に 不開 示 と する もの であ り 、 具体 的に は、

支障 が重 大で 、 不 開示 とす るこ と に 合理 性が 認め ら れ る場 合等 に限

定され るこ とに な る。    

６  ただし書 ウ  

 (1)  調 査 研 究 に 係 る 事 務 に 関 す る 情 報 の 中 に は 、 例 え ば 、 ① 知 的 所

有 権に 関す る情 報、 調査 研究 の途 中段 階の 情報 など で、 事 務 が 完了

した 時期 など に公 表す るこ とが あら かじ め予 定さ れて いる よう な場

合、 一定 期日 以前 に開 示す るこ とに より 成果 を適 正に 広く 市民 等に

提供 する 目的 を損 ね、 特定 のも のに 不当 な利 益や 不利 益を 及ぼ すお

それ があ るも の、 ②試 行錯 誤の 段階 の情 報に つい て、 開示 する こと

によ り、 自由 な発 想、 創意 工夫 や研 究意 欲が 不当 に妨 げら れ、 減退

する など 能率 的な 遂行 を不 当に 阻害 する おそ れが ある もの があ りこ

のよう な情 報を 不 開示と する もの で ある。  

   な お、 審議、 検 討、 企画 立案の 過 程で 行わ れる 調 査 研究 は、 第７

号の適用について判断することになる。  

(２) 「 調査 研究 」とは 、 試 験 研 究 機 関 等 で 行 わ れ る 調 査 、 研 究 、 試 験

等をい う 。  

(３) 「不 当 に 阻 害 す る お そ れ 」 は 、 開 示 の も た ら す 支 障 が 「 不 当 」 と

判断で きる 場合 に 例外的 に 不 開示 と するも ので あ る 。  

７  ただし書エ  

(1) 市 等 の 機 関 が 行 う 人 事 管 理 に 係 る 事 務 に つ い て は 、 当 該 機 関 の 組

織 と して の維 持 の観 点 から 一定 の 範囲 で 当該 組織 の 独自 性 を有 する

も の であ り、 人 事管 理 に係 る事 務 に関 す る情 報の 中 には 、 勤務 評価

や 人 事異 動、 昇 格等 の 人事 構想 等 を明 ら かに する こ とに よ り公 正か

つ 円 滑な 人事 の 確保 が 困難 にな る おそ れ があ るも の があ り 、こ のよ

うな情報は不開示とする。  



110 

 

(２) 「 人 事 管 理 」 と は 、 市 や 公 の 機 関 の 職 員 の 任 免 、 懲 戒 、 給 与 研 修

その他職員の身分能力等の管理に関することをいう。  

８  ただし書オ  

 (1) 「 市、 国若 しく は他 の地 方公 共団 体が 経営 する 企業 独立 行政 法 人

等 又 は地 方独 立 行政 法 人 」 とは 、 特定 独 立行 政法 人 等の 労 働関 係に

関 す る法 律第 ２ 条第 ２ 号の 国有 林 野事 業 及び 地方 公 営企 業 法第 ２条

の 適 用を 受け る 企業 並 びに 独立 行 政法 人 等の 保有 す る情 報 の公 開に

関 す る法 律第 ２ 条第 １ 項に 規定 す る独 立 行政 法人 等 並び に 地方 独立

行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。  

 (２) 「 企業 経営 上の 正当 な利 益を 害す るお それ 」と は、 法 令 等又 は 社

会 通 念に 照ら し 、企 業 を経 営す る に当 た って 有す る と考 え られ る正

当な利益が害されるおそれがある場合をいう。  

 具 体的 な判 断 にあ た って は、 企 業経 営 とい う事 務 の性 質 上、 本条

第 ３ 号の 法人 等 に関 す る情 報と 同 様の 考 え方 で、 そ の正 当 な利 益を

保 護 する 必要 が あり 、 これ を害 す るお そ れが ある も のを 不 開示 とす

る も ので ある 。 しか し 、「 企業 経 営上 の 正当 な利 益 」の 内 容に つい

て は 、経 営主 体 、事 業 の性 格、 内 容等 に 応じ て判 断 する こ とに なる

が 、 市、 県又 は 国等 が 経営 して い るこ と から 、 そ の 範囲 は 第３ 号で

規定している法人等よりも狭くなることが 考えられる。  
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第９号  法定代理人等の請求に係る情報  

 (9) 法 定 代 理 人 等 に よ る 開 示 請 求 が な さ れ た 場 合 で あ っ て 、 開 示 す

ることが本人の利益に反すると認められる情報  

 

【趣旨】  

本 号 は、 本人 の権利 利 益を 保護 するた め 、法 定代 理人等 に よる 開示 請

求 が なさ れた 場合に お いて 、本 人と法 定 代理 人等 との利 益 が相 反す る場

合 は 、当 該開 示請求 に 係る 個人 情報を 不 開示 とす ること を 定め たも ので

ある。  

【解釈及び運用】  

１  「本人の利益に反する」とは、次のようなものをいう。  

 (1) 親による虐待を受けた子の心情等を記録した文書等  

 (2) 法 定代 理人 が未 成年 者に 対す る権 利侵 害に つい て刑 事上 の責 任 を

問 わ れて いる 場 合な ど にお ける 、 当該 権 利侵 害に 係 る未 成 年者 の個

人情報が記録された文書等  

 (3) 満 １５ 歳以 上の 未成 年者 が開 示に つい て同 意し てい ない 当該 未 成

年 者 の個 人情 報 が記 録 され た公 文 書に つ いて の開 示 請求 で 、利 益が

相反しないと認められる特段の事由がない場合  

２  満１ ５歳 以上の 未 成年 者の 法定代 理 人に よる 開示請 求 がな され た場

合にあっては、次のような取扱いを行う。  

 (1) 本 号の 規定 に該 当す るか どう かの 判断 に当 たり 、原 則と して 当 該

未 成 年者 に対 し 、確 認 書（ 規則 別 記第 ４ 号様 式） の 提出 を 求め るも

のとする。  

 (2) 当 該未 成年 者の 同意 がな い場 合は 、原 則と して 本人 の利 益に 反 す

るものとして不開示とする。  

 (３) 未 成年 者と 代理 人と の利 益が 相反 する こと が明 白な 場合 は、 本 人

が開示に同意している場合であっても、不開示とする。  

 (４) 未 成年 者が 所在 不明 等に より その 意思 を確 認す るこ とが 困難 な 場

合は、本人の同意がないものとして不開示とする。  

 (５) 確 認書 が返 送期 限ま でに 返送 され ない 場合 には 、再 度返 送す る よ

う 求 める もの と し、 な お返 送さ れ ない 場 合に は、 本 人の 同 意が な い
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ものとして不開示とする。  
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第１６条  部分開示  

 （部分開示）  

第 １ ６ 条  実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 に 不 開 示 情 報 が 含 ま

れ て い る 場 合 に お い て 、 不 開 示 情 報 を 容 易 に 区 分 し て 除 く こ と が で き

る と き は 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 当 該 部 分 を 除 い た 部 分 に つ き 開 示 し な

け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 当 該 部 分 を 除 い た 部 分 に 有 意 の 個 人 情 報 が

記録されていないと認められるときは、この限りでない  

 

【趣旨】  

本 条 は、 開示 請求が あ った 個人 情報の 中 に不 開示 情報が 含 まれ てい る

場 合 には 、当 該個人 情 報か ら不 開示情 報 に係 る部 分を容 易 に分 離す るこ

と が でき 、か つ、分 離 する こと により 当 該開 示請 求の趣 旨 が損 なわ れな

い と 認め ると きは、 当 該開 示請 求に係 る 個人 情報 の全体 を 不開 示と する

の で はな く、 不開示 情 報に 係る 部分を 除 いて 、残 りの部 分 を開 示し なけ

ればならいことを定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「容 易に 区分し て 除く こと ができ る 」と は、 当該個 人 情報 が記 録さ

れ て いる 公文 書を損 傷 した り、 過大な 時 間、 経費 を必要 と しな いな ど、

技 術 的、 労力 的、経 費 的に 可能 な範囲 内 で分 離し 、除く こ とが でき る

場合をいう。  

２  「有 意の 個人情 報 」と は、 不開示 と なる 部分 を除い て 開示 した 場合

に お いて 、開 示請求 者 の請 求の 趣旨を 満 たす こと ができ る 個人 情報 が

含 ま れて いる ことを い う。 した がって 、 開示 請求 者の請 求 の趣 旨か ら

判 断 して 有意 の個人 情 報が 含ま れてい な いと 判断 した場 合 は、 すべ て

不 開 示と なる 。自己 の 名前 だけ でも開 示 請求 者に とって は 、有 意の 個

人 情 報と なる 可能性 が ある ので 、請求 の 趣旨 を十 分確認 す るこ とが 必

要である。  
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第１７条  裁量的開示  

 （裁量的開示）  

第 １ ７ 条  実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 に 不 開 示 情 報 （ 第 １

５ 条 第 １ 号 に 該 当 す る 情 報 を 除 く 。 ） が 記 録 さ れ て い る 場 合 で あ っ

て も 、 個 人 の 権 利 利 益 を 保 護 す る た め 特 に 必 要 が あ る と 認 め る と き

は、開示請求者に対し、当該個人情報を開示することができる。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 開示 請求に 係 る個 人情 報に不 開 示情 報が 記録さ れ てい る場 合

で あ って も、 個別具 体 的な 事情 によっ て は、 実施 機関の 高 度の 行政 的判

断 に より 開示 するこ と がで きる ことを 定 めた もの である 。 不開 示情 報の

例 外 的開 示で あるか ら 、裁 量権 の濫用 に なら ない よう、 本 条の 適用 の必

要性を慎重に判断しなければならない。  

【解釈及び運用】  

１  「（ 第１ ５条第 １ 号に 該当 する情 報 を除 く。 ）」と は 、法 令等 で開

示 す るこ とが できな い 情報 につ いては 、 裁量 の余 地がな く 、本 条の 対

象から除くことを確認的に規定したものである。  

２  「個 人の 権利利 益 を保 護す るため 特 に必 要が あると 認 める とき 」と

は 、 個人 の権 利利益 を 保護 する ための 特 別な 事情 があり 、 開示 する こ

と の 利益 が不 開示情 報 の規 定に より保 護 され る利 益に優 越 する と認 め

られるときをいう。  

３  本条 は、 開示請 求 者以 外の 個人に 関 する 情報 につい て も裁 量的 開示

を 認 めて いる ことか ら 、個 人の 権利利 益 を侵 害し ないよ う 特に 慎重 な

配慮をしなければならない。  

４  本条 によ り第三 者 に関 する 情報が 含 まれ てい る個人 情 報を 開示 しよ

う と する とき は、第 ２ １条 第２ 項及び 第 ３項 の規 定によ り 第三 者の 権

利利益を保護するための手続を行わなければならないものである。  
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第１８条  個人情報の存否に関する情報  

 （個人情報の存否に関する情報）  

第 １ ８ 条  開 示 請 求 に 対 し 、 当 該 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 が 存 在 し て

い る か 否 か を 答 え る だ け で 、 不 開 示 情 報 を 開 示 す る こ と と な る と き

は 、 実 施 機 関 は 、 当 該 個 人 情 報 の 存 否 を 明 ら か に し な い で 、 当 該 開

示請求を拒否することができる。  

 

【趣旨】  

開 示 請求 があ った場 合 、当 該開 示請求 に 係る 個人 情報の 存 否を 明ら か

に し た上 で、 開示又 は 不 開 示の 決定を す るの が原 則であ る が、 本条 は、

例 外 的に 、 存 否応答 拒 否（ 個人 情報の 存 否を 明ら かに し な いで 、開 示請

求を拒否する こと）が できる ことを定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「開 示請 求に係 る 個人 情報 が存在 し てい るか 否かを 答 える だけ で、

不 開 示情 報を 開示す る こと とな るとき 」 とは 、例 えば、 家 出し た母 子

を 探 索す るた め、法 定 代理 人と して父 親 から 、子 供の就 学 記録 の開 示

請 求 があ った 場合、 当 該情 報は 存在す る が不 開示 と決定 す ると 母子 が

ど の 地域 に所 在する か 回答 して しまう 結 果に なる 場合の よ うに 個人 情

報 の 存否 自体 を明ら か にす るこ とによ り 、 当 該個 人情報 を 開示 した と

き と 同様 に、 不開示 情 報の 規定 により 保 護す べき 利益が 害 され る お そ

れのあるときをいう。  

２  本条 が適 用され る のは 、仮 に開示 請 求に 係る 個人情 報 が存 在す る場

合 で も、 必ず 不開示 情 報に 該当 すると き であ り、 不開示 と なら ない と

きは、適用されない。  

３  「当 該個 人情報 の 存否 を明 らかに し ない で、 当該開 示 請求 を拒 否す

ることができる」  

本 条 に よる 存否 応答 拒 否 の決 定は 、第 １ ９ 条第 ２項 の開 示 し ない 旨

の 決 定を 行う ことに な るが 、請 求に対 す る処 分で あるか ら 、処 分の 理

由 を 提示 する 必要が あ る。 提示 すべき 理 由は 、開 示請求 者 が拒 否の 理

由 を 明確 に理 解でき る 程度 のも のが必 要 であ り、 請求の あ った 個人 情

報 の 性質 、内 容等を 踏 まえ て、 当該個 人 情報 の存 否を答 え るこ とに よ

り ど のよ うな 不開示 情 報を 開示 するこ と にな るの かをで き る限 り具 体
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的に提示することになる。  

４  存否 応答 拒否に よ り開 示請 求を 拒 否 する 必要 がある 個 人情 報に つい

て は 、実 際に 個人情 報 が存 在す るか否 か を問 わず 、常に 存 否応 答拒 否

を す べき であ ること に 留意 する ものと す る。 個人 情報が 存 在し ない 場

合 に は不 存在 と答え て 、存 在す る場合 の み存 否応 答拒否 を した ので は、

存 否 応答 拒否 をする 場 合は 個人 情報が 存 在 す るこ とを請 求 者に 推測 さ

れてしまい、 存否応答拒否を 行う意味がな くなるからである。  

５  本条 は、 開示請 求 に係 る 個 人情報 の 存否 を明 らかに し ない とい う例

外 的 処分 であ るので 、 適用 に当 たって は 、厳 格に 解釈し 、 誤用 又は 濫

用 し ない よう に十分 注 意す ると ともに 、 事前 に総 務部情 報 管理 課に 照

会するものとする。  
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第１９条  開示請求に対する措置  

 （開示請求に対する措置）  

第 １ ９ 条  実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 の 全 部 又 は 一 部 を 開

示 す る と き は 、 そ の 旨 の 決 定 を し 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 そ の 旨 及 び

実施機関が別に定める事項を書面により通 知しなければならない。  

２  実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 の 全 部 を 開 示 し な い と き

（ 前 条 の 規 定 に よ り 開 示 請 求 を 拒 否 す る と き 、 及 び 開 示 請 求 に 係 る

個 人 情 報 を 保 有 し て い な い と き を 含 む 。 ） は 、 開 示 を し な い 旨 の 決

定 を し 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 そ の 旨 を 書 面 に よ り 通 知 し な け れ ば な

らない 。  

３  実 施 機 関 は 、 前 ２ 項 の 規 定 に よ り 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 の 全 部

又 は 一 部 を 開 示 し な い と き は 開 示 請 求 者 に 対 し 、 前 各 項 に 規 定 す る

書 面 に そ の 理 由 を 記 載 し な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 当

該 理 由 は 、 開 示 し な い こ と と す る 根 拠 規 定 及 び 当 該 規 定 を 適 用 す る

根 拠 が 、 当 該 書 面 の 記 載 自 体 か ら 理 解 さ れ 得 る も の で な け れ ば な ら

ない。  

４  前 項 の 場 合 に お い て 、 実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 が 、

当 該 個 人 情 報 の 全 部 又 は 一 部 を 開 示 し な い 旨 の 決 定 の 日 か ら １ 年 以

内 に そ の 全 部 又 は 一 部 を 開 示 で き る よ う に な る こ と が 明 ら か で あ る

と き は 、 そ の 時 期 を 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 に 規 定 す る 書 面 に 記 載 す る も

のとする。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 実施 機関は 、 開示 請求 に対す る 決定 をし た場合 は 、書 面を も

って開示請求者に通知する義務を明らかにしたものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

 (1) 本 項は 、開 示請 求に 係る 個人 情報 の全 部又 は一 部を 開示 する 決 定

に つ いて 、開 示 請求 者 に対 し、 そ の旨 及 び実 施機 関 が定 め る事 項を

書面で通知することを実施機関に義務付けたものである。  

 (２) 開 示請 求に 係る 個人 情報 の全 部又 は一 部を 開示 する 決定 を通 知 す

る書面は、次のように規則第７条に定められている。  

  ア  開示 請求に 係 る個 人情 報の全 部 を開 示す る場合  個人 情報 開示

決定通知書（規則別記第５号様式）  

  イ  開示 請求に 係 る個 人情 報の一 部 を開 示す る場合  個人 情報 部分
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開示決定通知書（規則別記第６号様式）  

 (３) 「 実施 機関 が定 める 事項 」と は、 開示 決定 通知 書又 は部 分開 示 決

定 通 知書 に記 載 すべ き 事項 であ り 、具 体 的に は、 請 求に 係 る個 人情

報 の 内容 、個 人 情報 の 開示 の日 時 及び 場 所、 開示 の 方法 、 事務 担当

課 等 で あ る 。 個 人 情 報 の 一 部 を 開 示 す る 場 合 は 、 そ れ ら の ほ か 、

「 開 示し ない 部 分並 び に開 示し な いこ と とす る根 拠 規定 及 び当 該規

定 を 適用 する 理 由」 及 び「 開示 し ない こ とと する 根 拠規 定 を適 用す

る 理 由に 該当 し なく な る時 期」 （ 決定 か ら１ 年以 内 に該 当 しな くな

ることが明らかな場合）である。  

２  第２項  

 (１) 本 項は 、開 示し ない 旨の 決定 につ いて 開示 請求 者に 対し 、そ の 旨

を書面で通 知することを実施機関に義務付けたものである。  

 (２) 開 示請 求書 に形 式上 の不 備が ある 場合 など 、開 示請 求が 不適 法 で

あ る こと を理 由 とし て 公文 書の 開 示を し ない とき も 、第 ２ 項の 決定

に含まれる。  

 (３) 「 （前 条の 規定 によ り開 示請 求を 拒否 する とき 、及 び開 示請 求 に

係 る 個人 情報 を 保有 し てい ない と きを 含 む。 ） 」 と は、 存 否応 答拒

否 及 び開 示請 求 に係 る 個人 情報 が 不存 在 の場 合も 開 示し な い旨 の決

定を行うことを条例上明確にしたものである。  

 (４) 開 示し ない 旨の 決定 を通 知す る書 面は 、「 個人 情報 不開 示決 定 通

知書（規則別記第７号様式 ）」によることとする。  

 (５) 開示請求に係る個人情報 が不存在の場合の取扱い  

  ア  開示 請求に 係 る個 人情 報 が存 在 しな い場 合とし て 、保 存期 間経

過 後 の 理由 に よる廃 棄 、 実態 と して作 成 又 は取 得 してい な い 、そ

もそも情報がない等が考えられる。  

  イ  個人 情報の 開 示請 求の 時点で 、 開示 請求 に係る 個 人情 報の 不存

在 が 明 らか で ある場 合 に は、 開 示請求 者 に その 旨 を説明 し 、 請求

の取下げを求めるものとする。  

  ウ  請求 時点で は 不存 在が 判明せ ず 、そ の後 に判明 し た場 合は 、開

示 請 求 者に そ の旨を 電 話 等で 説 明し、 請 求 の取 下 げを求 め る もの
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と す る 。開 示 請求者 が 自 らの 意 思で取 下 げ した と きは、 そ の 開示

請 求 者 が 提 出 し た 開 示 請 求 書 の 備 考 欄 に そ の 旨 （ 取 下 げ 年 月 日

等）を記載し、その写しを開示請求者に送付するものとする。  

  エ  開示 請求者 が 自ら の意 思で取 り 下げ ず、 個人情 報 の不 存在 のた

め 不 開示 決 定を する と きの 理 由を 例示 す れば 、 「当 該個 人 情報 は、

作 成 し ない 慣 行とな っ て おり 、 実際に 存 在 しな い 。」「 当 該 個人

情 報 は 、存 在 したが 、 保 存年 限 を経過 し た ため に ○月○ 日 に 廃棄

した。」などである。  

  オ  むや みに不 存 在を 理由 として 不 開示 決定 をする こ とは 、個 人情

報 保 護 制度 の 根幹 を 揺 る がし 、 市政に 対 す る信 頼 の低下 を 招 きか

ねないので、不存在の決定は慎重に行わなければならない  

３  第３項  

 (１) 第 １項 又は 第２ 項の 規定 によ り開 示請 求に 係る 個人 情報 の全 部 又

は 一 部を 開示 し ない と きは 、理 由 の提 示 が必 要で あ るこ と を定 めた

ものである。  

 (２) 理 由の 付記 は、 開示 請求 を拒 否す る決 定を 適法 にす るた めの 要 件

で あ り、 理由 を 付記 し てい ない 場 合又 は 付記 され た 理由 が 不十 分な

場 合 は、 瑕疵 あ る行 政 処分 にな る 。し た がっ て、 開 示請 求 を拒 否す

る 処 分を 行う 場 合に は 、本 項の 趣 旨に 即 し、 不開 示 理由 を 明確 にし

なければならない。  

 (３) 理 由を 提示 する 際に は、 開示 しな い根 拠規 定及 びこ れを 適用 す る

理 由 を客 観的 に 理解 で きる よう に 記載 し なけ れば な らな い 。し たが

っ て 、理 由の 記 載は 、 例え ば、 「 第１ ５ 条第 ○号 に 該当 す るた め」

と す るだ けで な く、 開 示請 求者 が 具体 的 に納 得の で きる 内 容を 記載

し 、 複数 の理 由 によ る 場合 には 、 その す べて につ い て記 載 する もの

とする。  

 (４) 不 存在 の理 由と して は、 廃棄 、作 成又 は取 得し てい ない 、そ も そ

も情報がない、等がある。  

 (５) 存 否を 明ら かに せず 不開 示決 定を 行う 場合 は、 開示 請求 に係 る 個

人 情 報の 存在 等 を明 ら かに す る こ とが な ぜ不 開示 情 報を 明 らか にす
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る こ とに なる の か、 ま た、 当該 個 人情 報 が仮 に存 在 する 場 合、 どの

不開示条項に該当するのかを記載するものとする。  

４  第４項  

開 示 請 求に 係る 個人 情 報 に不 開示 情報 が 記 録さ れて いる 場 合 であ っ

て 、 当該 個人 情報の 全 部又 は一 部を開 示 しな い旨 の決定 の 日か ら１ 年

以 内 に不 開示 情報に 該 当す る理 由が消 滅 し、 当該 個人情 報 を開 示す る

こ と がで きる ように な るこ とが 明らか で ある とき は、そ の 旨を 開示 請

求者に通知することを定めたものである。  
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第２０条  開示決定等の期限  

 （開示決定等の期限）  

第 ２ ０ 条  前 条 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 の 決 定 （ 以 下 「 開 示 決 定 等 」 と い

う 。 ） は 、 開 示 請 求 が あ っ た 日 か ら １ ４ 日 以 内 に し な け れ ば な ら な

い 。 た だ し 、 第 １ ４ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 補 正 を 求 め た 場 合 に あ っ

ては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。  

２  実 施 機 関 は 、 や む を 得 な い 理 由 に よ り 前 項 に 規 定 す る 期 間 内 に 開

示 決 定 等 を す る こ と が で き な い と き は 、 開 示 請 求 が あ っ た 日 か ら ６

０ 日 を 限 度 と し て そ の 期 間 を 延 長 す る こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お

い て 、 実 施 機 関 は 、 速 や か に 当 該 期 間 を 延 長 す る 理 由 及 び 当 該 決 定

を す る こ と が で き る 期 日 を 書 面 に よ り 開 示 請 求 者 に 通 知 し な け れ ば

ならない。  

３  開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 が 大 量 で あ る た め 、 開 示 請 求 が あ っ た 日

か ら ６ ０ 日 以 内 に そ の す べ て に つ い て 開 示 決 定 等 を す る こ と に よ り

事 務 の 遂 行 に 著 し い 支 障 が 生 ず る お そ れ が あ る 場 合 に は 、 前 項 の 規

定 に か か わ ら ず 、 実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 の う ち の 相

当 の 部 分 に つ き 当 該 期 間 内 に 開 示 決 定 等 を し 、 残 り の 個 人 情 報 に つ

い て は 相 当 の 期 間 内 に 開 示 決 定 等 を す れ ば 足 り る 。 こ の 場 合 に お い

て 、 実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 者 に 対 し 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 書 面 に よ り

通知しなければならない。  

 (1) 本項を適用する旨及びその理由  

 (2) 残りの個人情報について開示決定等をする期限  

 

【趣旨】  

本 条 は、 開示 請求が あ った 個人 情報に つ いて の開 示決定 等 まで の期 限

及び当該期限の延長について定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本 項 は 、開 示請 求が あ っ た個 人情 報に つ い て実 施機 関が 行 う 開示 決

定等を行う期限を定めたものである。  

実 施 機 関は 、開 示請 求 が あっ た日 の翌 日 か ら起 算し １４ 日 以 内に 開

示決定等をする義務があることを明らかにしたものである。  

開 示 請 求が あっ た日 の 翌 日か ら起 算し １ ４ 日に 当た る日 が 休 日に 当

たるときは、その直後の休日でない日が満了 日となる。  

２  第２項  

本 項 は 、や むを 得な い 理 由が ある とき は 、 第１ 項に 規定 す る 期間 を
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延 長 する こと ができ る 旨及 び延 長する 場 合は 、そ の理由 等 を開 示請 求

者 に 対し 、速 やかに 書 面に より 通知し な けれ ばな らない 旨 を規 定し た

ものである。  

書 面 に つい ては 、規 則 第 ８条 の規 定に よ り 個人 情報 開示 決 定 等期 間

延 長 通知 書（ 規則別 記 第８ 号様 式）と 定 めら れて いる。 ま た、 記入 要

領は、要領を参照のこと。  

 (1) 「 やむ を得 ない 理由 」と は、 実施 機関 が個 人情 報の 開示 請求 に 対

し て 、１ ４日 以 内に 開 示決 定等 を する よ うに 誠実 に 努力 し ても 、開

示決定等をすることができない次のような場合をいう。  

ア  一度 に 多く の種 類 の請 求 があ り、 開 示請 求 に係 る個 人 情報 を 期

間 内 に 検索 する こと が 困 難で ある とき 、 又 は開 示請 求の あ っ た個

人 情 報 の内 容が 複雑 で 、 期間 内に 開示 決 定 等を する こと が で きな

い場合  

イ  開示 請 求が あっ た 個人 情 報に 開示 請 求者 以 外の もの の 情報 が 記

録 さ れ てい る場 合等 で 、 当該 開示 請求 者 以 外の もの の意 見 を 聴く

必要があり、期間内に開示決定等をすることができない場合  

ウ  満１ ５ 歳以 上の 未 成年 者 の代 理人 に よる 開 示請 求が な され た 場

合 で あ って 開示 決定 等 の 判断 に当 たり 、 当 該未 成年 者の 意 思 を 確

認 す る ため の手 続に 時 間 を要 し、 期間 内 に 開示 決定 等を す る こと

ができない場合  

エ  天災 等 の発 生、 一 時的 な 業務 量増 大 （選 挙 事務 等） の ため 、 期

間内に開示決定等をすることができない場合  

オ  年末 年 始等 執務 を 行わ な いと きそ の 他の 合 理的 な理 由 によ り 、

期間内に開示決定等をすることができない場合  

 (２) 「 ６０ 日を 限度 とし てそ の期 間を 延長 する こと がで きる 」と は 、

や む を得 ない 理 由に よ り、 第１ 項 に規 定 する 期間 （ １４ 日 ）内 に開

示 決 定等 をす る こと が でき ない 場 合で あ って も、 開 示請 求 のあ った

日 の 翌日 から 起 算し て 、６ ０日 以 内に 当 該決 定 を し なけ れ ばな らな

い と いう 趣旨 で ある 。 した がっ て 、期 間 延長 の通 知 の後 に 開示 決定

等 を した とき は 、改 め て、 遅滞 な く開 示 請求 者に 開 示決 定 等の 通知
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を書面により、行わなければならない。  

書 面 は 、 第１ ９ 条の 規 定 に より 通 知す る 書 面 を使 用 する も の と す

る。  

なお、この期間延長を再度行うことはできない。  

 (３) 「 延長 する 理由 及び 当該 決定 をす るこ とが でき る期 日を 書面 に よ

り 開 示請 求者 に 通知 し なけ れば な らな い 」と は、 や むを 得 ない 理由

よ り 、第 １項 に規定 す る期 間を ６０日 を 限度 とし て延長 す る場 合は 、

そ の 理由 及び 開 示決 定 等が でき る 期日 を 開示 請求 者 に通 知 する こと

を 実 施機 関に 義 務付 け る趣 旨で あ る。 個 人情 報開 示 決定 等 期間 延長

通知書に記入して通知するものとする。  

３  第３項  

本 項 は 、個 人情 報の 開 示 請求 が大 量で あ る ため 、６ ０日 以 内 に開 示

請 求 に係 る個 人情報 の すべ てに ついて 開 示決 定等 をする こ とに より 事

務 の 遂行 に著 しい支 障 が生 ずる おそれ が ある 場合 は、特 例 とし て延 長

できる旨を定めたものである。  

な お 、 本項 の適 用を 決 定 した 場合 は、 書 面 によ り開 示請 求 者 に対 し

て 本 項を 適用 する旨 及 びそ の理 由並び に 残り の個 人情報 に つい て開 示

決 定 等を する 期限を 通 知し なけ ればな ら ない 。 書 面は、 個 人情 報開 示

決 定 等期 間特 例延長 通 知書 （規 則別記 第 ９号 様式 ）によ る もの とす る。

また、記入要領は、要領を参照のこと。  

 (１) 「 開示 請求 に係 る個 人情 報が 大量 であ るた め」 とは 、開 示請 求 を

処 理 する 事務 担 当課 に おい て、 開 示決 定 等に 関す る 事務 を ６０ 日以

内 に 処理 しよ う とす る と、 当該 事 務担 当 課の 通常 業 務の 遂 行に 著し

い支障が生じる程の量をいう。  

 (２) 「 事務 の遂 行に 著し い支 障が 生ず る」 とは 、通 常生 じる 支障 の 程

度を超えた、業務上看過することができない支障をいう。  

 (３) 「 相当 の部 分」 とは 、本 項が 、開 示請 求に 係 る 個人 情報 につ いて、

開 示 決定 等を 分 割し て 行う こと を 認め た 趣旨 に照 ら し、 実 施機 関が

６ ０ 日以 内に 努 力し て 処理 する こ とが で きる 部分 で あっ て 、開 示請

求者の要求をある程度満たすまとまりのある部分をいう。  
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 (４) 「 相当 の期 間」 とは 、残 りの 公文 書に つい て、 実施 機関 が処 理 す

るために必要な合理的な期間をいう。  

 (５) 「 本項 を適 用す る旨 及び その 理由 」と は、 開示 請求 に係 る公 文 書

が 著 しく 大量 で ある こ とと 、開 示 請求 が あっ た日 か ら６ ０ 日以 内に

そ の すべ てに つ いて 開 示決 定等 を する こ とが 通常 の 行政 事 務の 遂行

に著しい支障を及ぼすことの 具体的な事項である。  

 (６) 本項を適用する場合の手続  

ア  １４ 日 以内 に条 例 第２ ０ 条第 ３項 を 適用 す るこ とを 決 定し 、 開

示 請 求 者に 個人 情報 開 示 決定 等期 間特 例 延 長通 知書 によ り 通 知す

る。  

イ  開示 請 求に 係る 個 人情 報 の相 当の 部 分に つ いて は、 ６ ０日 以 内

に開示決定等を行う。  

ウ  相当の期間内に残りの個人情報について開示決定等を行う。  

エ  前項 の 規定 によ り 、６ ０ 日を 限度 と して 開 示決 定等 の 延長 を 決

定した場合は、本項の規定による延長をすることはできない。  

 

 

◎  第３項を適用する場合の手続  

開示請求                  最大     相当の期間  

                       （相当の期間内）  

                       ウの決定  

              （６０日以内）  

    （１４日以内）     イの決定  

     アの決定  

 

０  １翌日（起算日）   １ ４日       ６０日  

 

4/1 4/2         4/15        5/31 (例 ) 
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第２１条  第三者に対する意見書提出の機会の付与等  

 （第三者に対する意見書提 出の機会の付与等）  

第 ２ １ 条  開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 に 市 、 国 、 独 立 行 政 法 人 等 、 他 の

地 方 公 共 団 体 、 地 方 独 立 行 政 法 人 及 び 開 示 請 求 者 以 外 の も の （ 以 下

「 第 三 者 」 と い う 。 ） に 関 す る 情 報 が 含 ま れ て い る と き は 、 実 施 機

関 は 、 開 示 決 定 等 を す る に 当 た っ て 当 該 情 報 に 係 る 第 三 者 に 対 し 、

開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 が 記 録 さ れ て い る 公 文 書 の 表 示 そ の 他 実 施

機 関 が 定 め る 事 項 を 通 知 し て 、 意 見 書 を 提 出 す る 機 会 を 与 え る こ と

ができる。  

２  実 施 機 関 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 第 １ ９ 条 第

１ 項 の 決 定 （ 以 下 「 開 示 決 定 」 と い う 。 ） に 先 立 ち 、 当 該 第 三 者 に

対 し 、 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 が 記 録 さ れ て い る 公 文 書 の 表 示 そ の

他 実 施 機 関 が 定 め る 事 項 を 通 知 し て 、 意 見 書 を 提 出 す る 機 会 を 与 え

な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 当 該 第 三 者 の 所 在 が 判 明 し な い 場 合

は、この限りでない。  

 (1) 第三者に関する情報が含まれている個人情報を開示しようとする

場 合 で あ っ て 当 該 第 三 者 に 関 す る 情 報 が 第 １ ５ 条 第 ２ 号 イ 又 は 同

条第３号ただし書に規定する情報に該当すると認められるとき。  

 (2) 第三者に関する情報が含まれている個人情報を第１７条の規定に

より開示するとき。  

３  実 施 機 関 は 、 前 ２ 項 の 規 定 に よ り 意 見 書 の 提 出 の 機 会 を 与 え ら れ

た 第 三 者 が 当 該 個 人 情 報 の 開 示 に 反 対 の 意 思 を 表 示 し た 意 見 書 を 提

出 し た 場 合 に お い て 、 開 示 決 定 を す る と き は 、 開 示 決 定 の 日 と 開 示

を 実 施 す る 日 と の 間 に １ ４ 日 以 上 を 置 か な け れ ば な ら な い 。 こ の 場

合 に お い て 、 実 施 機 関 は 、 開 示 決 定 後 直 ち に 、 当 該 意 見 書 （ 以 下

「 反 対 意 見 書 」 と い う 。 ） を 提 出 し た 第 三 者 に 対 し 、 開 示 決 定 を し

た 旨 及 び そ の 理 由 並 び に 開 示 を 実 施 す る 日 を 書 面 に よ り 通 知 し な け

ればならない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 開示 請求に 係 る個 人情 報に第 三 者に 関す る情報 が 含ま れて い

る 場 合に おけ る当該 第 三者 に対 し意見 書 を提 出す る機会 を 与え るこ とが

できることを定めたものである。  

意 見 書を 提出 する機 会 を与 える ことに よ って 、慎 重かつ 公 正な 開示 決定

等 を する こと とする 趣 旨で ある 。ただ し 、実 施機 関に対 し て、 第三 者に

意 見 書を 提出 する機 会 を与 える ことを 義 務付 ける もので は なく 、ま た、

意 見 書を 提出 した第 三 者に 開示 決定等 に つい ての 同意権 を 与え たも ので
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はない。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  任意的意見の聴取  

 (1) 本 項に 規定 する 意見 書提 出機 会の 付与 は、 開示 請求 に係 る個 人 情

報 に 第三 者に 関 する 情 報が 記録 さ れて い る場 合に 、 当該 第 三者 に意

見 書 の提 出を 求 め、 そ の結 果を 当 該個 人 情報 の開 示 ・不 開 示の 決定

の 際 の参 考と す るこ と によ り、 適 正か つ 慎重 に判 断 する こ とを 目的

と す るも ので あ る。 な お、 第三 者 に意 見 書提 出の 機 会を 与 える こと

を 実 施機 関に 対 して 義 務付 ける も ので は なく 、ま た 、第 三 者に 開示

決 定 等に つい て の同 意 権を 与え た もの で はな いの で 、実 施 機関 の決

定が第三者の意見に拘束されるものではない。  

実 施 機 関 は、 意 見書 を 提 出 する 機 会を 与 え る 場合 に は、 意 見 書 提

出 機 会付 与通 知 書（ 個 人情 報開 示 請求 ） （規 則別 記 第１ ０ 号様 式）

に 開 示決 定等 に 係る 意 見書 （個 人 情報 開 示請 求） （ 規則 別 記第 １ ０

号様式別紙）を添付して第三者に通知して行うものとする。  

 (２) 実 施機 関は 、開 示決 定等 の期 間が 定め られ てい るの で、 第三 者 に

対 し て、 でき る 限り １ 週間 以内 に 意見 書 を提 出す る よう 求 める もの

とする。  

２  第２項  義務的意見の聴取  

 (１) 本 項は 、第 三者 に関 する 情報 を公 益上 の理 由に より 開示 する 場 合

に お いて は、 第 三者 に 不利 益を 与 える 場 合で あっ て も、 開 示す るこ

と の 利益 と比 較 衡量 し て開 示す る か否 か 判断 する こ とと な るの で、

第 三 者に 対す る 適正 な 行政 手続 を 保障 す る観 点か ら 、当 該 第三 者に

意 見 書提 出の 機 会を 付 与す るこ と を実 施 機 関 に義 務 付け る こと を定

め る もの であ る 。な お 、第 三者 に 開示 決 定等 につ い ての 同 意権 を与

え た もの では な いの で 、実 施機 関 の決 定 が第 三者 の 意見 に 拘束 され

るものではない。  

 (２) 「 当該 第三 者の 所在 が判 明し ない 場合 は、 この 限り でな い」 （ 第

２ 項 ）と は、 同 項が 意 見書 提出 の 機会 を 義務 付け て おり 、 実施 機関

が 合 理的 な努 力 を行 っ たに もか か わら ず 、当 該第 三 者の 所 在を 探知
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で き ない 場合 に 、手 続 が進 まな く なる こ とを 避け る ため の もの であ

る 。 なお 、当 該 第三 者 の所 在が 判 明し な い場 合に 公 示送 達 を義 務付

け な かっ たの は 、公 示 送達 を行 う こと 自 体が 、当 該 個人 が 識別 され

るおそれがあることを考慮したためである。  

３  第３項  

 (1) 本 項は 、前 各項 の規 定に より 意見 書提 出の 機会 を与 えら れた 第 三

者 が 反対 意見 書 を提 出 した 場合 に おい て 、実 施機 関 が開 示 決定 （個

人 情 報の 全部 又 は一 部 を開 示す る 決定 を いう 。以 下 同じ 。 ）を する

場 合 、当 該第 三 者の た めに 不服 申 立て 及 び争 訟の 機 会を 確 保す る趣

旨である。  

 (２) 「 開示 決定 の日 と開 示を 実施 する 日と の間 に１ ４日 以上 を置 か な

け れ ばな らな い 」と は 、開 示請 求 者の 迅 速な 開示 へ の期 待 を考 慮し

つ つ も、 反対 意 見書 を 提出 した 第 三者 が 個人 情報 の 開示 決 定 の 取消

し を 求め る不 服 申立 て 又は 争訟 を 提起 し て開 示の 執 行停 止 の申 立て

を 行 う期 間を 確保す る ため 、１ ４日以 上 置く こと とした も ので ある 。  

 (３) 実 施機 関は 、開 示決 定を した 旨及 びそ の理 由並 びに 開示 を実 施 す

る 日 を第 三者 に 通知 す る場 合は 、 意見 聴 取結 果通 知 書（ 個 人情 報開

示請求）（規則別記第１１号様式）により行うものとする。  
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第２２条  開示の実施等  

 （開示の実施等）  

第 ２ ２ 条  個 人 情 報 の 開 示 は 、 個 人 情 報 が 記 録 さ れ て い る 公 文 書 が 文

書 又 は 図 画 に あ っ て は 閲 覧 又 は 写 し の 交 付 に よ り 、 電 磁 的 記 録 に あ

っ て は そ の 種 別 、 情 報 化 の 進 展 状 況 等 を 勘 案 し て 実 施 機 関 が 別 に 定

める方法により行う。  

２  個 人 情 報 の 開 示 を 受 け る 者 は 、 当 該 開 示 を 受 け る と き に 、 自 己 が

当 該 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 の 本 人 又 は 法 定 代 理 人 等 で あ る こ と を

証 明 す る た め に 必 要 な 書 類 で 実 施 機 関 が 定 め る も の を 実 施 機 関 に 提

出し、又は提示しなければならない。  

３  実 施 機 関 は 、 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 が 記 録 さ れ て い る 公 文 書 を

直 接 開 示 す る こ と に よ り 、 当 該 公 文 書 が 汚 損 し 、 又 は 破 損 す る お そ

れ が あ る と 認 め ら れ る と き 、 そ の 他 相 当 の 理 由 が あ る と き は 、 当 該

公文書の写しによりこれを行うことができる。  

４  個 人 情 報 の 開 示 は 、 実 施 機 関 が 第 １ ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 書 面

により指定する日時及び場所において行う。  

５  実 施 機 関 は 、 開 示 決 定 を 受 け た 者 か ら 開 示 決 定 に 係 る 個 人 情 報 が

記 録 さ れ て い る 公 文 書 の 写 し の 送 付 を 求 め る 旨 の 申 出 が あ っ た 場 合

は、当該公文書の写しを送付するものとする。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 開示 請求に 対 して 個人 情報を 開 示決 定し た場合 の 開示 の方 法

及び手続を定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本 項 は 、個 人情 報の 開 示 の方 法に つい て 具 体的 に定 めた も の であ る。  

 (1) 文書、図画、写真にあっては、閲覧又は写しの交付  

 (2) フィルムについては、視聴。ただし、マイクロフィルムにあっ  

  ては、視聴及び写しの交付（印刷物として出力したものの交付）  

 (3) 音 声記 録及 び動 画記 録を 除く 電磁 的記 録に あっ ては 、印 刷物 と し

て 出 力し たも の の閲 覧 又は 写し の 交付 。 ただ し、 当 該電 磁 的記 録の

全 部 を開 示す る 場合 で あっ て、 所 定の 機 器を 用い た 当該 電 磁的 記録

の 視 聴又 は複 製 の作 成 が技 術的 に 容易 な とき は、 当 該電 磁 的記 録の

視 聴 又は 複製 の 交付 の 方法 によ る こと が でき る。 具 体的 に は、 フロ

ッ ピ ーへ の文 書等の コ ピー 等を いう（ 規 則第 １０ 条第１ 項 第１ 号） 。  
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 (4) 音 声記 録及 び動 画記 録に あっ ては 、視 聴又 は複 製の 交付 （当 該 音

声 記 録及 び動 画 記録 の 視聴 又は 複 製の 作 成が 技術 的 に容 易 な場 合に

限る。）（規則第１０条第１項第２号）  

 (5) 電 磁的 記録 の複 製の 作成 は、 個人 情報 の開 示を 受け よう とす る 者

が 当 該複 製を 作成す る ため に必 要な記 録 媒体 を持 参した 場 合の み行 う

ものとする（規則第１０条第２項）。  

２  第２項  

本 項 は 、個 人情 報を 他 人 に開 示し てし ま う こと がな いよ う 、 個人 情

報 の 開示 に当 たって も 開示 を受 けよう と する 者が 、本人 又 はそ の代 理

人であることを確認するため設けたものである。  

 (１) 「 必要 な書 類で 実施 機関 が定 める もの 」と は、 規則 第１ ０条 第 ３

項 の 規定 によ り 、条 例 第１ ４条 第 ２項 の 規定 によ る 実施 機 関に 提出

し、又は提示する書類と同じである。  

 (２) 開 示請 求を する 際と 同じ 方法 で開 示す ると きも 本人 又は 代理 人 で

あることの確認を行うものとする。  

３  第３項  

本 項 は 、一 定の 場合 に は 、個 人情 報が 記 録 され た公 文書 の 写 しに よ

り開示しても差し支えない旨を規定したものである。  

 (１) 「 公 文 書 が 汚 損 し 、 又 は 破 損 す る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る と

き 」 とは 、そ の 形態 ・ 形状 から 、 開示 す るこ とに よ り汚 損 し、 又は

破損する確度が高い場合をいう。  

 (２) 「相当の理由があるとき」とは、次のような場合が考えられる。  

ア  原本を開示することにより本来の業務に支障が生ずる場合  

イ  第１６条の規定により部分開示を行う場合  

ウ  公文 書 の管 理上 の 必要 そ の他 相当 の 理由 が ある と認 め られ る 場

合  

４  第４項  

本 項 は 、個 人情 報の 開 示 を行 う場 所及 び 日 時に つい て定 め た もの で

ある。  

個 人 情 報開 示決 定通 知 書 及び 個人 情報 一 部 開示 決定 通知 書 に より 実
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施 機 関が 指定 する場 所 及び 日時 におい て 行う こと を定め た もの であ る。  

実 施 機 関は 、開 示請 求 者 と十 分連 絡を 取 り 日時 を 決 定す る も のと す

る 。 また 、開 示を行 う 場所 は、 原則総 合 窓口 （総 務部 情 報 管理 課総 務

課 内 ）で 行う ことと な るの で、 あらか じ め 情 報 管 理課総 務 課 と 協議 す

ること。  

５  第５項  

本項は、郵送による写しの交付ができることを定めたものである。  

 (１) 郵送による写しの交付の手続  

郵 送 に より 写 しの交 付 を 行う 場 合は、 個 人 情報 開 示決定 通 知 書又

は 個 人情 報 部 分 開示 決 定通 知書 の 備考 欄 に、 写し の 作成 に 要し た費

用 及 び郵 送料 を 記入 す るも のと す る。 こ の場 合、 開 示請 求 者が 個人

情 報 開示 請求 書 を提 出 する 際に 郵 送を 希 望し てい た かど う か、 公文

書のどの部分 の写しが必要なのか等を十分確認するものとする。  

事 務 担 当 課は 、 開示 請 求 者 から 現 金書 留 に よ り写 し の作 成 に 要 す

る 費 用及 び郵 便 切手 に よる 郵送 料 並び に 返送 用封 筒 の送 付 を受 けた

後 に 当該 写し の 作成 に 要し た費 用 の領 収 書及 び当 該 写し を 郵送 する

こ と とす る。 ま た、 写 しの 作成 に 要し た 費用 につ い ては 、 郵便 小為

替 に よる 納付 も 認め る こと とし 、 事務 上 の取 扱い は 、現 金 書留 と同

じ と す る 。 な お 、 郵 送 先 の 確 認 を 十 分 行 う と と も に 、 「 親 展 」 、

「書留」等により郵送するものとする。  

 (２) 返送の催告等  

郵 送 に よ る写 し の交 付 を 希 望し 、 相当 の 期 間 内に 現 金書 留 又 は 郵

便 小 為替 によ る 写し の 作成 に要 し た費 用 及び 切手 に よる 郵 送料 の送

付 が ない 場合 は 、相 当 の期 間を 定 め、 開 示請 求者 に 送付 の 督促 を行

う （ 開示 請求 者 がこ の 督促 に応 じ ない 場 合は 、改 め て書 面 によ り開

示の日時及び場所を指定して再度催告を行う。 ）。  
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第２３条  手数料等  

 （手数料等）  

第２３条  個人情報の開示に係る手数料は、無料とする。  

２  個 人 情 報 が 記 録 さ れ て い る 公 文 書 の 写 し の 交 付 又 は 送 付 を 受 け る

場 合 の 当 該 公 文 書 の 写 し の 作 成 及 び 送 付 に 要 す る 費 用 は 、 開 示 請 求

者の負担とする。  

３  個 人 情 報 が 記 録 さ れ て い る 公 文 書 の 写 し の 送 付 を 受 け よ う と す る

ものは、あらかじめ市長に前項の費用を納付しなければならない。  

 

【趣旨】  

 本条は、公文書の開示に係る費用負担について定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本項は、開示に係る手数料を無料とする旨を定めたものである。  

２  第２項  

本 項 は 、公 文書 の写 し の 作成 に要 する 費 用 及び 当該 写し の 送 付に 要

する郵送料は、開示請求者の負担とする旨を定めたものである。  

費 用 の 徴収 は、 写し の 作 成費 用に あっ て は 、現 金（ 郵便 小 為 替も 認

め る もの とす る。） に よる もの とし、 写 しの 送付 に要す る 費用 は、 郵

便切手によるものとする。  

３  第３項  

費用の納入は、前納とする旨を定めたものである。  
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第２４条  開示請求及び開示の特例  

 （開示請求及び開示の特例）  

第 ２ ４ 条  実 施 機 関 が あ ら か じ め 定 め た 個 人 情 報 に 関 し て は 、 第 １ ４

条 第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 口 頭 に よ り 開 示 請 求 を 行 う こ と が で

きる。  

２  実 施 機 関 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 口 頭 に よ る 開 示 請 求 が あ っ た と き

は 、 当 該 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 を 開 示 す る か ど う か の 決 定 を し な

い で 、 直 ち に 開 示 す る も の と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 開 示 は 、 第

２ ２ 条 第 １ 項 及 び 第 ３ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 実 施 機 関 が 別 に 定 め

る方法により行うものとする。  

３  第 １ ４ 条 第 ２ 項 の 規 定 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 口 頭 に よ る 開 示 請

求について準用する。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 自己 の個人 情 報の 開示 に当た り 、そ の内 容が定 型 的で あら か

じ め 開示 に関 する判 断 を一 律に 行うこ と がで き、 一度に 多 くの 請求 が見

込 ま れる もの につい て は、 開示 請求者 の 負担 軽減 を図る と とも に事 務の

効 率 的な 運用 を図る た め、 第１ ４条第 １ 項の 規定 によら ず 、口 頭に よる

開 示請 求が でき るこ とと した もの であ る。 また 、開 示の 実施 につ いて も、

特例を定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本 項 は 、実 施機 関が あ ら かじ め定 めた 個 人 情報 につ いて は 、 個人 情

報 開 示請 求書 によら ず 、口 頭に よる開 示 請求 がで きるも の とし たも の

である。  

 (1) 「 あら かじ め定 めた 個人 情報 」と は、 個人 情報 の内 容及 び範 囲 、

開 示 に対 する 需 要、 実 務上 の対 応 の可 能 性等 を勘 案 して 定 める もの

で 、 おお むね 次の要 件 を満 たす 個人情 報 の中 から 定める も のと する 。  

ア  本人の開示に対する需要が高いもの  

イ  開示について即時性が要求されるもの  

ウ  個人 情 報の 記録 形 態が 定 型的 であ り 、開 示 に関 する 判 断を あ ら

かじめ一律に行うことが可能なもの  

エ  実務上、即時の 開示に対応可能なもの  
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 (２) 口 頭に よる 開示 請求 がで きる 個人 情報 を定 めた 場合 は、 規則 第 １

３条の規定により次の事項を告示するものとする。  

ア  個人情報の内容  

イ  口頭による開示請求を行うことができる期間  

ウ  開示を行う場所  

エ  開示の方法  

 (３) 「 口頭 によ り開 示請 求を 行う こと がで きる 」と は、 個人 情報 開 示

請 求 書の 提出 に よら ず 、口 頭で 開 示を 求 める こと が でき る とい うこ

とである。  

２  第２項  

本 項 は 、口 頭に よる 開 示 請求 があ った 場 合 は、 実施 機関 が 別 に定 め

る方法で即時に開示することを定めたものである。  

 (１) 「 個人 情報 を開 示す るか どう かの 決定 をし ない で、 直ち に開 示 す

る も のと する 」 とは 、 口頭 によ る 開示 請 求の あっ た 場合 に は、 即時

に開示することをいう。  

 (２) 「 実施 機関 が別 に定 める 方法 によ り行 う」 とは 、本 条に よる 個 人

情 報 の開 示は 、 その 判 断、 手続 等 を一 律 に行 うこ と で開 示 手続 等の

効 率 化と 簡便 化 を図 る もの なの で 、開 示 の方 法に つ いて も 、実 施機

関が別に定める方法で行うものである。  

具 体 的 に は、 試 験結 果 の 本 人へ の 開示 が 考 え られ 、 口頭 に よ る 開

示 請 求が あっ た 場合 は 、実 施機 関 は、 そ の場 で直 ち に開 示 する こと

となる。  

な お 、 口 頭に よ る開 示 請 求 に対 す る開 示 を 行 う場 所 は、 原 則 各 事

務担当課となる。  

３  第３項  

本 項 は 、口 頭に よる 開 示 請求 及び その 開 示 にあ って も、 通 常 の開 示

請 求 と同 じく 本人又 は 代理 人の 確認を 厳 格に 行う 旨を定 め たも ので あ

る 。 ただ し、 個人情 報 の本 人が 請求を 行 う場 合に おいて は 、事 務担 当

課 が あら かじ め用意 し た本 人と 本人の 顔 写真 を照 合する こ とが でき る

受験票等により本人確認を行うことができる。  
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第２５条  訂正請求  

 （訂正請求）  

第 ２ ５ 条  何 人 も 、 開 示 決 定 に よ り 開 示 を 受 け た 自 己 の 個 人 情 報 に 事

実 の 誤 り が あ る と 認 め る と き は 、 実 施 機 関 に 対 し 、 そ の 訂 正 の 請 求

（以下「訂正請求」という。）をすることができる。  

２  第１３条第２項の規定は、訂正請求について準用する。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 何人 も、開 示 を受 けた 自己の 個 人情 報に 、事実 の 誤り があ る

と 認 めた 場合 は、実 施 機関 に対 して、 そ の訂 正を 請求す る 権利 を有 する

こ と を明 らか にした も ので ある 。また 、 開示 請求 と同じ く 代理 人も 本人

に 代わ って 訂正 請求 をす る権 利を 有す るこ とを 明ら かに した もの であ る。  

実 施 機関 が保 有する 個 人情 報に 誤りが あ った 場合 、その こ とに よっ て誤

っ た 行政 行為 がされ る 等、 本人 に思わ ぬ 不利 益が 及ぶお そ れや 権利 利 益

を 侵 害す るお それが あ る。 この ような こ とを 防止 するた め に、 誤り を確

認した場合に、訂正を求めることを権利として保障したものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本 項 は 、訂 正請 求が で き る者 及び 訂正 請 求 がで きる 事項 を 明 らか に

したものである。  

 (1) 「 開示 決定 によ り開 示を 受け た」 とは 、訂 正請 求を する に当 た っ

て そ の対 象と な る個 人 情報 は、 こ の条 例 によ る開 示 決定 を 受け てい

なければならないという趣旨である。  

 (２) 「 事実 」と は、 住所 、氏 名、 性別 、生 年月 日、 年齢 、家 族構 成 、

学歴、日時、金額、面積、数量等客観的に判断 できる事項をいう。  

 (３) 「 訂正 」に は、 単に 記録 内容 の間 違い の訂 正だ けで なく 、記 録 が

古 す ぎて 現在 で は正 確 でな いも の の訂 正 、記 録が 不 備で あ る場 合の

追加及び記録が余分である場合の削除等を含むものである。  

２  第２項  

本 項 は 、開 示請 求と 同 じ く、 本人 請求 の 例 外と して 、代 理 人 によ る

訂 正 請求 がで きる旨 を 定め たも のであ り 、第 １３ 条第２ 項 の規 定を 準

用するものである。  
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第２６条  訂正請求の手続  

 （訂正請求の手続）  

第 ２ ６ 条  訂 正 請 求 を し よ う と す る 者 は 、 次 に 掲 げ る 事 項 を 記 載 し た

書面を実施機関に提出してしなければならない 。  

 (1) 訂正請求をしようとする者の氏名及び住所  

 (2) 法定代理人等が訂正請求をしようとする場合にあっては、本人の

氏名及び住所  

 (3) 訂正請求をしようとする個人情報を特定するために必要な事項  

 (4) 訂正を求める内容  

 (5) その他 実施機関 が定める事項  

２  訂 正 請 求 を し よ う と す る 者 は 、 訂 正 を 求 め る 内 容 が 事 実 に 合 致 す

る こ と を 明 ら か に す る 書 類 等 を 実 施 機 関 に 提 出 し 、 又 は 提 示 し な け

ればならない。  

３  第 １ ４ 条 第 ２ 項 及 び 第 ３ 項 の 規 定 は 、 訂 正 請 求 に つ い て 準 用 す

る。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 個人 情報の 訂 正に つい ての具 体 的な 請求 方法を 定 めた もの で

ある。  

本 条 は、 訂正 請求権 の 行使 によ らなけ れ ば、 個人 情報の 訂 正に 応じ る

こ と がで きな いとい う 趣旨 では ないの で 、事 務担 当課に お いて 従来 から

訂 正 に応 じて いた個 人 情報 又は 訂正請 求 の手 続を するま で もな く、 訂正

に 応 ずる こと ができ る 個人 情報 につい て は、 従来 どおり 適 切に 対応 する

ものとする。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本 項 は 、 訂 正 請 求 に 際 し て は 、 個 人 情 報 訂 正 ・ 削 除 ・ 中 止 請 求 書

（ 規 則別 記第 １２号 様 式。 以下 「訂正 等 請求 書」 という 。 ）に 必要 事

項を記入して提出する必要があることを明らかにした ものである。  

 (1) 郵 送、 ファ クシ ミリ 、電 子メ ール によ る訂 正等 請求 書の 提出 は 、

本 人 又は 代理 人 から の 請求 であ る こと の 確認 手段 が 確立 し てい ない

ため認めない。  

   本項 各号 に掲 げる 事項 は、 訂正 等請 求書 に記 載す べき 事項 であ り、  

  訂正請求をする上で必要な事項である。  
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 (２) 「 実施 機関 に提 出し てし なけ れば なら ない 」と は、 訂正 請求 は 、

条 例 によ り保 障 され た 権利 の行 使 であ り 、請 求に 係 る事 実 関係 を明

ら か にし 、後 日 の紛 争 を防 止す る 等手 続 の正 確を 期 する た め、 請求

は 、 原則 書面 を提出 し てし なけ ればな ら ない こと とした も ので ある 。

し た がっ て、 電 話又 は 口頭 によ る 開示 請 求は 、認 め られ な いこ とと

なる。  

 (３) 第３号  

本 号 は 、訂 正 請求に 係 る 個人 情 報を実 施 機 関に お いて特 定 す るた

めの項目である。  

   「 個人 情報を 特 定す るた めに必 要 な事 項」 とは、 事 務の 名称 、内

容 、 個人 情報 が 記録 さ れて いる 公 文書 の 件名 等で 個 人情 報 の開 示を

受 け た際 の個 人 情報 開 示決 定通 知 書及 び 個人 情報 部 分 開 示 決定 通知

書の個人情報の内容欄に記載された事項をいう。  

 (４) 第４号  

   そ の他 実施機 関 が定 める 事項と は 、訂 正等 請求書 の 記入 事項 とす

る。  

２  第２項  

本 項 は 、訂 正請 求に 際 し ては 、訂 正を 求 め る内 容が 事実 に 合 致す る

こ と を明 らか にする 書 類等 が必 要であ る こと を明 らかに し たも ので あ

る。  

 (１) 「 訂正 を求 める 内容 」と は、 訂正 を請 求す る箇 所並 びに 開示 を 受

けた内容及び求める訂正後の内容をいう。  

 (２) 「 事実 に合 致す るこ とを 明ら かに する 書類 等」 とは 、開 示さ れ た

個 人 情報 が事 実 と合 致 して いな い こと 及 び訂 正請 求 をし た 者（ 以下

「 訂 正請 求者 」 とい う 。） の主 張 する 内 容の ほう が 事実 に 合致 して

い る とい うこ と が、 実 施機 関に 対 して 確 から しい と 思わ せ る程 度の

書類等をいう。  

 (３) 「書類等」の「等 」とは、物品など を指す がこれに当たる。  

３  第３項  

本 項 は 、訂 正請 求を し よ うと する 者は 、 自 己が 当該 訂正 請 求 に係 る
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個 人 情報 の本 人又は 代 理人 であ ること を 証明 する 書類を 提 出し 又は 提

示 す る必 要が あるこ と 及び 訂正 等請求 書 の補 正に ついて 明 らか にし た

ものである。  

本 人 確 認 の 方 法 等 及 び 訂 正 等 請 求 書 の 補 正 に 関 す る こ と は 、 第 １ 3

条の開示請求の場合と同じである。  
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第２７条  訂正請求に対する決定等  

 （訂正請求に対する決定等）  

第 ２ ７ 条  実 施 機 関 は 、 訂 正 請 求 が あ っ た 日 か ら ３ ０ 日 以 内 に 、 必 要

な 調 査 を 行 い 、 訂 正 請 求 に 係 る 個 人 情 報 を 訂 正 す る か ど う か の 決 定

を し な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 前 条 第 ３ 項 に お い て 準 用 す る 第 １

４ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 補 正 を 求 め た 場 合 に あ っ て は 、 当 該 補 正 に

要した日数は、当該期間に算入しない。  

２  実 施 機 関 は 、 前 項 の 決 定 を し た と き は 、 速 や か に 書 面 に よ り 当 該

決定の内容を通知しなければならない。  

３  実 施 機 関 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ り 訂 正 を す る 旨 の 決 定 を し た と き

は 、 速 や か に 訂 正 請 求 に 係 る 個 人 情 報 に つ い て 適 正 と 認 め る 方 法 に

よ り 訂 正 を し た 上 、 当 該 訂 正 の 内 容 を 前 項 の 書 面 に 記 載 し な け れ ば

ならない。  

４  実 施 機 関 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ り 訂 正 請 求 に 係 る 個 人 情 報 の 全 部

又 は 一 部 を 訂 正 し な い 旨 の 決 定 を し た と き は 、 そ の 理 由 を 第 ２ 項 の

書面に記載しなければならない。  

５  第 ２ ０ 条 第 ２ 項 及 び 第 ３ 項 の 規 定 は 、 訂 正 請 求 に 対 す る 決 定 に つ

いて準用する。  

６  実 施 機 関 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ り 情 報 提 供 等 記 録 の 訂 正 を す る 旨

の 決 定 を し た 場 合 に お い て 、 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 総 務 大 臣

及 び 番 号 法 第 １ ９ 条 第 ７ 号 に 規 定 す る 情 報 照 会 者 若 し く は 情 報 提 供

者 又 は 同 条 第 ８ 号 に 規 定 す る 条 例 事 務 関 係 情 報 照 会 者 （ 当 該 訂 正 に

係 る 番 号 法 第 ２ ３ 条 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 に 規 定 す る 記 録 に 記 録 さ れ た

者 で あ っ て 、 当 該 実 施 機 関 以 外 の も の に 限 る 。 ） に 対 し 、 速 や か に

書面によりその旨を通知しなければならない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 個人 情報の 訂 正請 求が あった 場 合に おい て、請 求 のあ った 個

人 情 報に つい て実施 機 関が 行う 訂正す る 旨の 決定 、一部 を 訂正 する 旨の

決 定 又は 訂正 しない 旨 の決 定（ 以下「 訂 正決 定等 」とい う ）に つい ての

手続を定めたものである。  

開 示 請求 に対 する決 定 の期 限が １４日 に 対し 訂正 請求に 対 する 決定 の

期 限 が３ ０日 なのは 、 訂正 に係 る事実 関 係の 調査 を慎重 に 行う 必要 があ

る こ とか ら、 開示請 求 に対 する 決定を 行 う期 間以 上の期 間 が必 要で ある

と判断したためである。  

【解釈及び運用】  
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１  第１項  

本 項 は 、実 施機 関は 、 個 人情 報の 訂正 請 求 があ った 日の 翌 日 から 起

算 し て３ ０日 以内に 訂 正決 定等 をする 義 務が ある ことを 明 らか にし た

ものである。  

訂 正 請 求が あっ た日 の 翌 日か ら起 算し ３ ０ 日に 当た る日 が 休 日に 当

たるときは、その直後の休日でない日が満了日となる。  

 (1) 「 必要 な調 査」 とは 、訂 正請 求者 が求 める 内容 が事 実に 合致 し て

い る こと を明 ら かに す る書 類等 を 基に 、 請求 に係 る 誤り の 有無 及び

内 容 並び に訂 正 すべ き 内容 を確 認 する た めに 必要 な 調査 を いう 。調

査 の 方法 は、 当 該個 人 情報 に係 る 事務 の 性質 等の 事 情に よ り異 なる

が 、 客観 的な 判 断を 行 うこ とが で きる よ う、 でき る 限り 具 体的 な資

料に基づいて行うものとする。  

 (２) 「 訂正 する かど うか の決 定」 とは 、訂 正請 求に 係る 個人 情報 の 訂

正 す る旨 の決 定 及び 訂 正し ない 旨 の決 定 をい い、 訂 正す る 旨の 決定

に は 、請 求内 容 どお り 訂正 する 場 合の ほ か、 その 一 部を 訂 正す る場

合も含まれる。  

２  第２項  

本 項 は 、実 施機 関は 、 訂 正決 定等 をし た と きは 、速 やか に 訂 正請 求

者 に 書面 によ り通知 す る義 務が あるこ と を明 らか にした も ので ある 。

訂 正 決定 等に 係る書 面 は、 次の ように 規 則第 １５ 条に定 め られ てい る。

それぞれの決定通知書の記入要領は、要領を参照のこと。  

 (１) 訂 正請 求に 係る 個人 情報 の全 部を 訂正 する 場合  個 人情 報訂 正 ・

削除・中止決定通知書（規則別記第１３号様式）  

 (２) 訂 正請 求に 係る 個人 情報 の一 部を 訂正 する 場合  個 人情 報 部 分 訂

正・削除・中止決定通知書（規則別記第１４号様式）  

 (３) 訂 正 請 求 に 係 る 個 人 情 報 を 訂 正 し な い 場 合  個 人 情 報 訂 正 ・ 削

除・中止拒否決定通知書（規則別記第１５号様式）  

３  第３項  

本 項 は 、実 施機 関は 、 訂 正請 求に 対し 、 個 人情 報を 訂正 す る 旨の 決

定 を した 場合 は、当 該 訂正 請求 に係る 個 人情 報を 訂正し た 上で 訂正 請



140 

 

求 者 に対 して 訂正の 内 容を 書面 （個人 情 報訂 正・ 削除・ 中 止決 定通 知

書 又 は個 人情 報 部分 訂 正・ 削除 ・中止 決 定通 知書 ）に記 載 しな けれ ば

ならないことを定めたものである。  

 (１) 「 適正 と認 める 方法 」と は、 実施 機関 が個 人情 報の 内容 、記 録 媒

体 等 を勘 案し て 適正 と 思わ れる 方 法を い う。 具体 的 には 次 のよ うな

方法が考えられる。  

ア  誤っ て いた 個人 情 報を 完 全に 消去 し 、事 実 に合 致し た 個人 情 報

を新たに記録する方法  

イ  誤っ て いた 個人 情 報の 上 に二 本線 を 引き 、 余白 部分 に 事実 に 合

致した個人情報を朱書き等で新た に記入する方法  

ウ  誤っ て いた 個人 情 報に ア ンダ ーラ イ ンを 引 く等 の方 法 によ り 誤

り の 部 分を 明示 した 上 、 別紙 等に 個人 情 報 が誤 って いた 旨 及 び正

確な内容を記入して添付する方法  

４  第４項  

本 項 は 、実 施機 関は 、 訂 正請 求に 対し 、 個 人情 報の 全部 又 は 一部 を

訂 正 しな い旨 の決定 を した 場合 は、そ の 理由 を書 面（個 人 情報 部分 訂

正 ・ 削除 ・中 止決定 通 知書 又は 個人情 報 訂正 ・削 除・中 止 拒否 決定 通

知書）に記載しなければならないことを定めたものである。  

理 由 を 通知 しな けれ ば な らな いこ とと し た のは 、決 定権 者 の 慎重 か

つ 合 理的 な判 断を確 保 する ため 及び処 分 の理 由を 訂正請 求 者へ 知ら せ

るためである。  

理 由 の 付記 は、 訂正 請 求 を拒 否す る決 定 を 適法 に行 うた め の 要件 で

あ り 、理 由を 付記し て いな い場 合又は 付 記さ れた 理由が 不 十分 な場 合

は 、 瑕疵 ある 行政処 分 とな る。 したが っ て、 訂正 請求を 拒 否す る処 分

を行う場合には、訂正拒否の理由を十分明確にしなければならない。  

５  第５項  

本 項 は 、や むを 得な い 理 由が ある 場合 の 決 定期 間の 延長 及 び 訂正 請

求 に 係る 個人 情報が 大 量で ある 場合の 決 定期 間の 特例延 長 につ いて 定

め た もの であ る。具 体 的な 手続 等につ い ては 、開 示請求 に 対す る延 長

と同じであるので、第２０ 条を参照のこと。  
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ま た 、 訂正 請求 者に 対 す る通 知は 、個 人 情 報訂 正・ 削除 ・ 中 止決 定

等 期 間 延 長 通 知 書 （ 規 則 別 記 第 １ ６ 号 様 式 ） 又 は 個 人 情 報 訂 正 ・ 削

除 ・ 中止 決定 等期間 特 例延 長通 知書（ 規 則別 記第 １７号 様 式） によ り

行 う もの とす る。そ れ ぞれ の通 知書の 記 入要 領は 、要領 を 参照 のこ と。  

６  第６項  

  本項 は、 情報提 供 等記 録 を 訂正す る 旨の 決定 をした 場 合に おい て 、

必 要 があ ると 認める と きは 、同 一の記 録 を保 有す る者で あ る総 務大 臣

及 び 情報 照会 者若し く は情 報提 供者又 は 条例 事務 関係情 報 照会 者に 対

し て 、速 やか に 書面 に より 通知 する義 務 があ るこ と を明 ら かに した も

のである。  

 (１) 「必 要が あると 認 める とき 」 とは 、 実施 機関 が当該 訂 正請 求事 案

を 検 討し 、す で に提 供 済み の個 人 情報 を 訂正 した 旨 を提 供 先に 知ら

せ る こと が、 請 求者 の 利益 の保 護 の必 要 性や 、実 施 機関 の 実務 上の

必要性が高いかどうか等を勘案して 個別に 判断するものである。  
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第２８条  削除請求  

 （削除請求）  

第 ２ ８ 条  何 人 も 、 自 己 の 個 人 情 報 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る

と 認 め る と き は 、 実 施 機 関 に 対 し 、 そ の 削 除 の 請 求 （ 以 下 「 削 除 請

求」という。）をすることができる。  

( 1 ) 第 ８ 条 又 は 番 号 法 第 ２ ０ 条 の 規 定 に 違 反 し て 収 集 さ れ て い る と

き。  

(2) 番 号 法 第 ２ ９ 条 の 規 定 に 違 反 し て 作 成 さ れ た 特 定 個 人 情 報 フ ァ

イルに記録されているとき。  

２  第１３条第２項の規定は、削除請求について準用する。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 何人 も、自 己 の個 人情 報が 第 ８ 条の 収集 の制限 に 違反 した こ

の 条例 及び 番号 法の 規定 に違 反し た 取 扱い を受 けて いる と認 める 場合 は、

実 施 機関 に対 して、 そ の削 除を 請求す る 権利 を有 するこ と を明 らか にし

た も ので ある 。また 、 訂正 請求 と同じ く 代理 人も 本人に 代 わっ て削 除請

求をする権利を有することを明らかにしたものである。  

実 施 機関 が収 集の制 限 又は 特定 個人情 報 ファ イル の作成 の 制限 に違 反

し て 個人 情報 を 収集 し てい る場 合又は 保 有し てい る場合 は 、そ のこ とに

よ っ て本 人の 権利利 益 を侵 害す るおそ れ があ る。 このよ う なこ とを 防止

するために、削除を求めることを権利として保障したものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

 (1) 「 自己 の個 人情 報が 第８ 条の 規定 に違 反し た取 扱い を受 けて い る

第 ８ 条の 規定 に 違反 し て収 集さ れ てい る とき 」と は 、個 人 情報 の収

集 に おけ る目 的 、収 集 の範 囲及 び 手段 の 制限 （第 ８ 条第 １ 項） 、収

集 す る内 容の 制 限（ 第 ８条 第２ 項 ）又 は 収集 先の 制 限（ 第 ８ 条 第３

項 ） に違 反し て 実施 機 関が 個人 情 報を 収 集し 、保 有 して い るこ とを

いう。  

 (２) 「番 号法 第２０ 条 の規 定に 違反し て 収集 され ている と き」 とは 、

番 号 法 第 １ ９ 条 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 の み 特 定 個 人 情 報

（ 他 人の 個人 番 号を 含 むも のに 限 る。 ） を収 集・ 保 管で き ると いう

番 号 法第 ２０ 条の規 定 に違 反し て 実施 機 関が 特定 個人情 報 を 収 集し 、
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保管していることをいう。  

 (3) 「番 号 法 第 ２ ９ 条 の 規 定 に 違 反 し て 作 成 さ れ た 特 定 個 人 情 報 フ ァ

イ ル に記 録さ れ てい る とき 」と は 、 番 号 法第 １９ 条 第 １ ２ 号か ら第

１ ６ 号ま での い ずれ か に該 当し て 特定 個 人情 報を 提 供し 、 又は 提供

を 受 ける こと が でき る 場合 のみ 特 定個 人 情報 ファ イ ルを 作 成で きる

と い う番 号法 第 ２９ 条 の規 定に 違 反し て 個人 番号 利 用事 務 等に 従事

する者が特定個人情報ファイルを作成している場合をいう。  

 (２) (4) 「 削 除 」 と は 、 収 集 の 制 限 に 違 反 し て 取 り 扱 わ れ た 個 人 情 報

を 個 人情 報取 扱 事務 の 記録 から 削 除す る こと をい い 、具 体 的に は、

当 該 個人 情報 が 記録 さ れて いる 媒 体の 廃 棄又 は焼 却 、当 該 個人 情報

が記録さている部分の黒塗り、当該データの消去等をいう。  

２  第２項  

本 項 は 、開 示請 求及 び 訂 正請 求と 同じ く 、 代理 人に よる 削 除 請求 が

できることを明らかにしたものである。  
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第２９条  削除請求の手続等  

 （削除請求の手続等）  

第 ２ ９ 条  第 ２ ６ 条 及 び 第 ２ ７ 条 の 規 定 は 、 削 除 請 求 の 手 続 及 び 削 除

請求に対する決定等について準用する。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 削除 請求の 手 続及 び削 除請求 に 対す る決 定等に つ いて は、 訂

正 請 求手 続及 び訂正 請 求に 対す る決定 等 に係 る規 定を準 用 する こと を定

めたものである。  

【解釈及び運用】  

 「準用する」とは、具体的には、次のとおりである。  

 (１) 削 除請 求を しよ うと する 者は 、訂 正等 請求 書を 実施 機関 に提 出 し

なければならない。  

 (２) 削 除請 求を しよ うと する 者は 、削 除を 求め る内 容が 第１ ０条 第 ８

条 又 は番 号法 第 ２０ 条 若し くは 第 ２９ 条 の規 定に 違 反し た 取扱 いを

受 け てい るこ と を明 ら かに する 書 類等 を 実施 機関 に 提出 し 、又 は提

示しなければならない。  

 (３) 削 除請 求し よう とす る者 が、 本人 又は 代理 人で ある こと を確 認 す

る た めに 、実 施 機関 は 、開 示請 求 と同 様 の方 法に よ り確 認 を行 うも

のとする。  

 (４) 実 施機 関は 、訂 正等 請求 書を 受け 付け た場 合は 、必 要な 調査 を 行

い 、 原則 とし て 訂正 等 請求 書を 受 け付 け た日 の翌 日 から 起 算し て３

０ 日 以内 に、 削 除す る かど う か の 決定 を 行い 、そ の 内容 を 書面 によ

り 通 知す る。 書 面は 、 個人 情報 訂 正・ 削 除・ 中止 決 定通 知 書、 個人

情 報 部分 訂正 ・ 削除 ・ 中止 決定 通 知書 及 び個 人情 報 訂正 ・ 削除 ・中

止拒否決定通知書とすること。  

 (５) 実 施機 関は 、削 除請 求に 対し 、個 人情 報を 削除 する 旨の 決定 を し

た 場 合は 、当 該 個人 情 報を 削除 し た上 で 、削 除請 求 をし た 者（ 以下

「 削 除請 求者 」 とい う 。） に対 し 、削 除 の内 容を 書 面（ 個 人情 報訂

正 ・ 削除 ・中 止 決定 通 知書 又は 個 人情 報 部分 訂正 ・ 削除 ・ 中止 決定

通知書）に記載した上で通知するものとする。  
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 (６) 実 施機 関は 、削 除請 求に 対し 、個 人情 報の 全部 又は 一部 を削 除 し

な い 旨 の 決 定 を し た 場 合 は 、 削 除 請 求 者 に 対 し 、 そ の 理 由 を 書 面

（ 個 人情 報 部 分 訂正 ・ 削除 ・中 止 決定 通 知書 又は 個 人情 報 訂正 ・削

除・中止拒否決定通知書）に記載した上で通知するものとする。  

 (７) 実 施機 関は 、や むを 得な い理 由又 は削 除請 求に 係る 個人 情報 が 大

量 で ある 場合 は 、訂 正 請求 の場 合 と同 じ く延 長す る こと が でき るも

のとする。  

   ま た、 削除請 求 者に 対す る通知 は 、個 人情 報訂正 ・ 削除 ・中 止決

定 等 期間 延長 通 知書 又 は個 人情 報 訂正 ・ 削除 ・中 止 決定 等 期間 特例

延長通知書により行うものとする。  
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第３０条  中止請求  

 （中止請求）  

第 ３ ０ 条  何 人 も 、 実 施 機 関 が 自 己 の 個 人 情 報 を 次 の 各 号 の い ず れ か

に 該 当 す る と 認 め る と き は 、 実 施 機 関 に 対 し 、 そ の 利 用 又 は 提 供 の

中止の請求（以下「中止請求」という。）をすることができる。  

( 1 ) 第 ９ 条 又 は 第 ９ 条 の ２ の 規 定 に 違 反 し て 利 用 し 、 又 は 提 供 し て

いる とき。  

(2) 番 号 法 第 ２ ９ 条 の 規 定 に 違 反 し て 作 成 さ れ た 特 定 個 人 情 報 フ ァ

イルに記録 し、又は記録しようとしている とき。  

２  第１３条第２項の規定は、中止請求について準用する。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 何人 も、実 施 機関 が自 己の個 人 情報 を第 ９条の 規 定に 違反 し

て こ の条 例及 び番号 法 の規 定に 違反し て 利用 し 、 又は提 供 し て いる と認

め る 場合 は、 実施機 関 に対 して 、その 利 用又 は提 供の中 止 を請 求す る権

利 を 有す るこ とを明 ら かに した もので あ る。 また 、訂正 請 求と 同じ く代

理 人 も本 人に 代わっ て 中止 請求 をする 権 利を 有す ること を 明ら かに した

ものである。  

実 施 機関 が利 用及び 提 供の 制限 又は特 定 個人 情報 ファイ ル の作 成の 制

限 に 違反 して 個人情 報 を取 り扱 ってい る 場合 は、 そのこ と によ って 本人

の 権利 利益 を侵 害す るお それ があ る。 この よう なこ とを 防止 する ため に、

中止を求めることを権利として 保障したものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

 (1) 「 実施 機関 が自 己の 個人 情報 を第 ９条 の規 定に 違反 して 利用 し 、

又 は 提供 して い る第 ９ 条又 は第 ９ 条の ２ の規 定に 違 反し て 利用 し、

又 は 提供 して い る と き 」と は、 個 人情 報 及び 特定 個 人情 報 の取 扱い

に お ける 利用 及 び提 供 の制 限（ 第 ９条 、 第９ 条の ２ ）の 規 定に 違反

し て 実施 機関 が 個人 情 報 又 は特 定 個人 情 報 の 利用 又 は提 供 を行 って

いることをいう。  

 (２) 「番 号 法 第 ２ ９ 条 の 規 定 に 違 反 し て 作 成 さ れ た 特 定 個 人 情 報 フ ァ

イ ル に記 録 し 、 又は 記 録し よう と して い る と き」 と は、 番 号法 第 １

９ 条 第１ ２ 号 か ら第 １ ６ 号 まで の いず れ かに 該当 し て特 定 個人 情報



147 

 

を 提 供し 、又 は 提供 を 受け るこ と がで き る場 合の み 特定 個 人情 報フ

ァ イ ルを 作成 で きる と いう 番号 法 第 ２ ９ 条の 規定 に 違反 し て 個 人番

号 利 用事 務等 に 従事 す る者 が特 定 個人 情 報フ ァイ ル を作 成 して いる

場合又は作成しようとしている 場合をいう。  

 (3) 「作 成 し よ う と し て い る 場 合 」 と は 、 個 人 番 号 利 用 事 務 等 に 従 事

す る 者が 番号 法 第 ２ ９ 条の 規定 に 違反 し て特 定個 人 情報 フ ァイ ルを

作成しようとしていることが判明した場合をいう。  

 (２) (4) 「 中 止 」 と は 、 中 止 請 求 に 係 る 個 人 情 報 の 利 用 又 は 提 供 を 取

りやめることをいう。  

２  第２項  

本 項 は 、開 示請 求及 び 訂 正請 求と 同じ く 、 法定 代理 人等 に よ る中 止

請求ができることを明らかにしたものである。  
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第３１条  中止請求の手続等  

 （中止請求の手続等）  

第 ３ １ 条  第 ２ ６ 条 及 び 第 ２ ７ 条 の 規 定 は 、 中 止 請 求 の 手 続 及 び 中 止

請求に対する決定等について準用する。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 中止 請求の 手 続及 び中 止請求 に 対す る決 定等に つ いて は、 訂

正 請 求手 続及 び訂正 請 求に 対す る決定 等 に係 る規 定を準 用 する こと を定

めたものである。  

【解釈及び運用】  

 「準用する」とは、具体的には、 次のとおりである。  

１  中止 請求 をしよ う とす る者 は、訂 正 等請 求書 を実施 機 関に 提出 しな

ければならない。  

２  中 止請 求を しよう と する 者は 、利用 又 は提 供の 中止を 求 める 内容 が

第９条の規定に違 反した取扱いを受 けていることを明 らかにする 書類

等を実施機関に提出し、又は提示しなければならない。  

３  中止 請求 しよう と する 者が 、本人 又 は代 理人 である こ とを 確認 する

た め に、 実施 機関は 、 開示 請求 と同様 の 方法 によ り確認 を 行う もの と

する。  

４  実 施機 関は 、訂 正等 請求 書を 受け 付け た場 合は 、必 要な 調査 を行 い、

原 則 とし て訂 正等請 求 書を 受け 付け た 日 の翌 日か ら起算 し て３ ０日 以

内 に 、利 用又 は提供 の 中止 をす るかど う かの 決定 を行い 、 その 内容 を

書 面 によ り通 知する 。 書面 は、 個人情 報 訂正 ・削 除・中 止 決定 通知 書、

個 人 情報 部分 訂正・ 削 除・ 中止 決定通 知 書及 び個 人情報 訂 正・ 削除 ・

中止拒否決定通知書とすること。  

５  実施 機関 は、中 止 請求 に対 し、個 人 情報 の利 用又は 提 供を 中止 する

旨 の 決定 をし た場合 は 、当 該個 人情報 の 利用 又は 提供を 中 止し た上 で、

中 止 請求 をし た者（ 以 下「 中止 請求者 」 とい う。 ）に対 し 、中 止の 内

容 を 書面 （個 人情報 訂 正・ 削除 ・中止 決 定通 知書 又は個 人 情報 部分 訂

正・削除・ 中止決定通知書）に記載した上で通知するものとする。  

６  実施 機関 は、中 止 請求 に対 し、個 人 情報 の利 用又は 提 供の 全部 又は
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一 部 を中 止し ない旨 の 決定 をし た場合 は 、中 止請 求者に 対 し、 その 理

由 を 書面 （個 人情報 部 分訂 正・ 削除・ 中 止決 定通 知書又 は 個人 情報 訂

正 ・ 削除 ・中 止拒否 決 定通 知書 ）に記 載 した 上で 通知す る もの とす る。  

７  実施 機関 は、や む を得 ない 理由又 は 中止 請求 に係る 個 人情 報が 大量

で あ る場 合は 、訂正 請 求の 場合 と同じ く 延長 する ことが で きる もの と

する。  

ま た 、 中止 請求 者に 対 す る通 知は 、個 人 情 報訂 正・ 削除 ・ 中 止決 定

等 期 間延 長通 知書又 は 個人 情報 訂正・ 削 除・ 中止 決定等 期 間特 例延 長

通知書により行うものとする。  
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第３１条の２  情報提供等記録の適用除外  

（情報提供等記録の適用除外）  

第 ３ １ 条 の ２  情 報 提 供 等 記 録 に つ い て は 、 第 ２ ８ 条 か ら 前 条 ま で の

規定は、適用しない。  

 

【趣旨】  

 本 条は 、 情 報提供 等 記録 につ いては 、 第２ ８条 （削除 請 求） 、第 ２９

条 （ 削除 請求 の手続 等 ）、 第３ ０条（ 中 止請 求） 及び 第 ３ １条 （中 止請

求の手続等）を適用しないことを 定めたものである。  

【解釈及び運用】  

 情 報提 供等 記録 に つ いて は、 情報提 供 ネッ トワ ークシ ス テム にお いて

自 動 保存 され るもの で あり 、適 法に取 得 され たも のでな い とき や利 用及

び 提 供の 制限 の規定 に 違反 する 取扱い が 想定 さる 性質の も ので はな いこ

とから、削除請求及び中止請求の 適用除外としたものである 。  
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第３２条  苦情の処理  

（苦情の処理）  

第 ３ ２ 条  実 施 機 関 は 、 個 人 情 報 の 取 扱 い に 関 す る 苦 情 に つ い て 、 適

切かつ迅速にこれを処理するよう努め なければならない。  

 

【趣旨】  

 本 条は 、個 人情報 の 取り 扱い に関す る 住民 から 苦情に 、 適切 かつ 迅速

に対応する努力義務を定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「個 人情 報の取 扱 いに 関す る苦情 」 とは 、実 施機関 に おけ る個 人情

報 の 処理 、収 集、利 用 及び 提供 、管理 （ 正確 性及 び安全 性 の確 保） 、

委 託 に伴 う措 置係る 苦 情な ど、 実施機 関 にお ける 個人情 報 の取 扱い 全

般にあたるものである。  

２  実 施機 関は 、不 服申 立て によ るよ りも 簡易 、迅 速な 救済 手段 とし て、

市 民 から の苦 情に、 公 正、 柔軟 に対応 し 、苦 情の 趣旨、 内 容に 即し た

迅速な解決を図るよう努めるものとする。  

３  苦情 につ いては 、 事務 担当 課又は 情 報管 理 課 総務課 で 受け 付け 、事

務 担 当課 にお いて必 要 に応 じて 、調査 、 検討 等を 行い、 処 理す るも の

とする。  
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第３章救済措置  

第３２条の２  審理員による審理手続の適用除外  

（審理員による審理手続の適用除外）  

第 ３ ２ 条 の ２  開 示 決 定 等 、 訂 正 決 定 、 削 除 決 定 若 し く は 中 止 決 定 又

は 開 示 請 求 、 訂 正 請 求 、 削 除 請 求 若 し く は 中 止 請 求 に 係 る 不 作 為 に

対 す る 審 査 請 求 に つ い て は 、 行 政 不 服 審 査 法 （ 平 成 ２ ６ 年 法 律 第 ６

８号）第９条第１項本文の規定は、適用しない。  

 

【趣旨】  

 本 条は 、行 政不服 審 査法 第９ 条第１ 項 ただ し書 の規定 に 基づ き、 開示

決 定等 、訂 正決 定、 削除 決定 若し くは 中止 決定 又は 開示 請求 、訂 正請 求、

削 除 請求 若し くは中 止 請求 に係 る不作 為 に対 する 審査請 求 につ いて は、

審 理 員に よる 審理手 続 の規 定（ 同項本 文 ）の 適用 を除外 す るこ とを 定め

たものである。  

【解釈及び運用】  

 行 政不 服審 査法第 ９ 条第 １項 ただし 書 では 、審 理員の 指 名に つい て、

「 条 例に 基づ く処分 に つい て条 例に特 別 の定 めが ある場 合 」は 、そ の適

用を除外する旨を定めている。  

こ れ は、 審査 会等が 第 三者 性を 有し、 優 れた 識見 を有す る 委員 で構 成

さ れ る合 議体 で公正 か つ慎 重に 実質的 な 審理 が行 われる こ とが 担保 され

て い る場 合、 例えば 、 審査 会等 が諮問 を 受け て実 質的な 審 理を 行っ てい

る 場 合な どは 、十分 な 審理 が確 保され て いる との 理由に よ り、 審理 員に

よ る 審理 手 続 は不要 と され る趣 旨であ る こと から 、本条 で 審理 員に よる

審 理手 続の 適用 除外 規定 を定 め、 審理 員の 指名 を不 要と する もの であ る。  

な お 、審 理員 による 審 理手 続の 適用を 除 外し たこ とによ り 、弁 明書 の

作 成 や送 付、 反論書 や 意見 書の 提出期 間 の設 定、 審理手 続 の終 結な ど 、

本 来 、審 理員 が行う 事 務 を 審査 庁にお い て行 うこ とにな る ため 、留 意す

る必要がある。  
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第３３条  審査会への諮問  

（審査会への諮問）  

第 ３ ３ 条  開 示 決 定 等 、 訂 正 決 定 、 削 除 決 定 若 し く は 中 止 決 定 又 は 開

示 請 求 、 訂 正 請 求 、 削 除 請 求 若 し く は 中 止 請 求 に 係 る 不 作 為 に つ い

て 審 査 請 求 が あ っ た と き は 、 当 該 審 査 請 求 に 対 す る 裁 決 を す べ き 実

施 機 関 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 を 除 き 、 審 査 会 に 諮

問をして、当該審査請求について裁決を行うものとする。  

(1) 審査請求が不適法であり、却下するとき。  

(2) 裁決で、 審査請 求の全部を認容し 、当該審査請求に 係る個人情報

の全部を開示することとするとき（当該個人情報の開示について反

対意見書が提出されているときを除く。）。  

(3) 裁決で、 審査請 求の全部を認容し 、当該審査請求に 係る個人情報

の訂正をすることとするとき。  

(4) 裁決で、 審査請 求の全部を認容し 、 当該審査請求に 係る個人情報

の削除をすることとするとき。  

(5) 裁決で 、審査請求の 全部を認容し、当 該審査請求に係る 個人情 報

の利用又は提供の中止をすることとするとき。  

２  前 項 の 実 施 機 関 は 、 審 査 会 に 対 し 、 速 や か に 諮 問 を す る よ う 努 め

なければならない。  

 

【趣旨】  

本 条 は 、 開 示 請 求 、 訂 正 請 求 、 削 除 請 求 又 は 中 止 請 求 に 対 す る 決 定

（ 以 下「 開示 又は訂 正 等の 決定 」とい う 。） につ いて、 行 政不 服審 査法

に基づく不服申立てがあった場合の救済手続を定めたものである。  

実 施 機関 が不 服申立 て の決 定を 行うに 当 たり 、審 理の公 正 をよ り確 保す

るために、審査会へ諮問すること等の手続を定めたものである。  

本 条 は、 開示 決定等 、 訂正 決定 、削除 決 定若 しく は中止 決 定又 は開 示

請 求 、訂 正請 求、削 除 請求 若し くは中 止 請求 に係 る不作 為 につ いて 行政

不 服 審査 法 の 規定に 基 づく 審査 請求が あ った とき は、 原 則 とし て実 施機

関 （ 審査 庁） は、審 査 会に 諮問 し、そ の 答申 を経 た後に 当 該審 査請 求に

ついての裁決を行うことを定めたものである。  

 

【解釈及び運用】  

１  第１項  

本 項 は 、開 示又 は訂 正 等 の決 定に 対し て 行 政不 服審 査法 に よ る不 服
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申 立 てが あっ た場合 に おい て、 処分庁 （ 各実 施機 関）は 、 本項 第１ 号

又 は 第２ 号に 該当す る 場合 を除 き、審 査 会に 対す る諮問 を 経た 後、 当

該不服申立てに係る決定を行うとする趣旨である。  

ま た 、 行政 不服 審査 法 に 基づ く不 服申 立 て には 、審 査請 求 及 び異 議

申 立 ての ２種 類ある が 、現 在の ところ こ の条 例に 基づく 事 務に 関し て

は 、 各実 施機 関には 上 級行 政庁 がない の で、 不服 申立て は 、実 施機 関

に対する異議申立てにより行われることとなる。  

 (1) 「第 １９ 条又は 第 ２７ 条第 １項（ 第 ２９ 条及 び第３ １ 条に おい て

準 用 する 場合 を 含む 。 ）の 決定 （ 以下 「 開示 又は 訂 正等 の 決定 」と

い う 。） につ い て行 政 不服 審査 法 （昭 和 ３７ 年法 律 第１ ６ ０号 ）に

よ る 不服 申立 て があ っ たと き」 と は、 開 示又 は訂 正 等の 決 定に 対し

て提起された不服申立てに限り審査会に諮問する趣旨である。  

 (２) 「実 施機 関は、 次 の各 号の いずれ か に該 当す る場合 を 除き 、審 査

会 に 諮問 をし て 」と は 、審 査会 は 、市 長 の附 属機 関 とし て 設置 する

も の であ るが 、 市長 以 外の 実施 機 関に お いて も諮 問 しな け れば なら

ず、直接諮問することができる旨を定めたものである。  

 (３) 第１号  

   「 不服 申立て が 不適 法で あり、 却 下す ると き」と は 、行 政不 服審

査 法 に基 づく 不 服申 立 てが 、調 査 の結 果 、不 服申 立 人と し ての 要件

に 該 当し ない こ と、 期 間経 過後 の 不服 申 立て であ る こと な どの 要件

不備により却下する場合をいう。  

 (４) 第２号  

本 号 は 、 開示 請 求に 係 る 個 人情 報 の全 部 又 は 一部 を 開示 し な い 旨

の 決 定を 取り 消 し、 又 は変 更し 結 果的 に 不服 申立 て に係 る 請求 を認

容 す る と き （ た だ し 、 第 ２ 1条 第 １ 項 又 は 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 、 第

三 者 から 反対 意 見書 が 提出 され て いる と きを 除く 。 ）、 並 びに 訂正

請 求 、削 除請 求 及び 中 止請 求に 係 る決 定 を取 り消 し 、又 は 変更 し、

結 果 的に 不服 申 立て に 係る 請求 を 認容 す ると きは 、 審査 会 への 諮問

が不要であることを定めたものである。  

１  第１項  
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  本項 は、 実施機 関 が行 った 開示決 定 等、 訂正 決定、 削 除決 定若 しく

は 中 止決 定又 は開示 請 求、 訂正 請求、 削 除請 求若 しくは 中 止請 求に 係

る 不 作為 に対 して行 う 審査 請求 の裁決 に 際し て、 審査会 の 審議 を求 め

る こ とに より 、当該 審 査請 求の 審査の 公 正さ を保 つため の もの であ る。  

(1) 「 審査 請求 があっ た とき 」と は、 実 施 機関 が行 った個 人 情報 の開

示 決 定 等 、 訂 正 決 定 、 削 除 決 定 若 し く は 中 止 決 定 又 は 開 示 請 求 、 訂

正 請 求 、 削 除 請 求 若 し く は 中 止 請 求 に 係 る 不 作 為 （ こ の 条 例 に 基 づ

く 請 求 に 対 し 何 ら の 処 分 を も し な い こ と ） に 対 し て 、 開 示 請 求 者 等

が 審 査 請 求 を 行 っ た 場 合 の ほ か 、 当 該 保 有 個 人 情 報 が 開 示 さ れ る こ

と に よ り そ の 権 利 利 益 が 害 さ れ る こ と と な る 第 三 者 が 審 査 請 求 を 行

った場合をいう。  

(２) 第１号 

  「審 査 請 求 が 不 適 法 で あ り 、 却 下 す る と き 」 と は 、 行 政 不 服 審 査

法 第 ４ ５ 条 第 １ 項 又 は 第 ４ ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 却 下 す る 場 合 を

い い 、 こ の よ う な 場 合 に お い て は 、 審 議 会 の 調 査 審 議 を 経 る ま で も

な く 客 観 的 に 判 断 で き る も の で あ る の で 、 実 施 機 関 は 諮 問 を 要 し な

いことを定めたものである。  

本号に該当する事例としては、次のような場合がある。  

ア  審査 請求 が審査 請 求期 間 （ 決定が あ っ た こと を知っ た 日の 翌日

から起算して３か月以内 ）の経過後にされたものであ るとき 。  

イ  不服申立人適格のない者からの審査請求であるとき。  

ウ  審 査請 求書 の記 載の 不備 につ いて 補正 を命 じた にも かか わら ず、

審 査 請求 人が 補正を 行 わな いた め、形 式 的不 備の ある審 査 請求 で

あるとき。  

(3) 第２号 

   開 示請 求に係 る 個人 情報 の全部 又 は一 部を 開示し な い旨 の決 定を

取 り 消し 、又 は 変更 し 、結 果的 に 当該 個 人情 報の 全 部を 開 示す るこ

と と なる 場合 は 、第 ２ １条 第３ 項 に規 定 する 第三 者 から 反 対意 見書

が 提 出さ れて い ると き を除 いて 、 審査 会 への 諮問 が 不要 で ある こと

を定めたものである。  



156 

 

(4) 第３号 

   訂 正請 求に係 る 個人 情報 の全部 又 は一 部を 訂正し な い旨 の決 定を

取 り 消し 、又 は 変更 し 、結 果的 に 訂正 請 求ど おり の 訂正 を する こと

と な る場 合は 、 審査 会 への 諮問 が 不要 で ある こと を 定め た もの であ

る。  

(5) 第４号 

   削 除請 求に係 る 個人 情報 の全部 又 は一 部を 削除し な い旨 の決 定を

取 り 消し 、又 は 変更 し 、結 果的 に 削除 請 求ど おり の 削除 を する こと

と な る場 合は 、 審査 会 への 諮問 が 不要 で ある こと を 定め た もの であ

る。  

(6) 第５号 

   中 止請 求に係 る 個人 情報 の全部 又 は一 部を 中止し な い旨 の決 定を

取 り 消し 、又 は 変更 し 、結 果的 に 中止 請 求ど おり の 中止 を する こと

と な る場 合は 、 審査 会 への 諮問 が 不要 で ある こと を 定め た もの であ

る。  

２  第２項  

本 項 は 、 不 服 申 立 て に 係 る 処 分 庁 審 査 請 求 に 係 る 実 施 機 関 （ 審 査

庁 ） は、 審査 会に対 し 、速 やか に諮問 す るよ う努 めるこ と を定 めた も

のである。  

な お 、 不服 申立 てが あ っ た場 合の 事務 の 取 扱い は、 要領 を 参 照の こ

と。  
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第３４条  諮問をした旨の通知  

 （諮問をした旨の通知）  

第 ３ ４ 条  前 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 諮 問 を し た 実 施 機 関 は 、 次 に 掲 げ

る者に対し、諮問をした旨を通知しなければ ならない。  

 (1) 審 査 請 求 人 及 び 参 加 人 （ 行 政 不 服 審 査 法 第 １ ３ 条 第 ４ 項 に 規 定

する参加人をいう。以下同じ。）  

 (2) 開 示 請 求 者 、 第 ２ ５ 条 の 規 定 に よ り 訂 正 請 求 を し た 者 、 第 ２ ８

条 の 規 定 に よ り 削 除 請 求 を し た 者 又 は 第 ３ ０ 条 の 規 定 に よ り 中 止

請 求 を し た 者 （ こ れ ら の 者 が 審 査 請 求 人 又 は 参 加 人 で あ る 場 合 を

除く。）  

 (3) 当 該 審 査 請 求 に 係 る 個 人 情 報 の 開 示 に つ い て 反 対 意 見 書 を 提 出

し た 第 三 者 （ 当 該 第 三 者 が 審 査 請 求 人 又 は 参 加 人 で あ る 場 合 を 除

く。）  

 

【趣旨】  

本 条 は、 諮問 実施機 関 が、 不服 申立人 や 行政 不服 審査法 第 ２４ 条に 規

定 す る参 加人 などの 関 係者 に対 し、審 査 会に 対し 諮問し た 旨を 通知 しな

ければならないことを定めたものである。  

本 条 は、 諮問 をした 実 施機 関に 対し、 審 査会 に諮 問をし た 旨を 審査 請

求人等の関係者に通知しなければならないことを定めたものである。  

本 条 の通 知を 実施機 関 に 行 わせ ること と し 義 務付 け たの は 、反 対意 見

書 を 提出 した 第三者 が いる かど うか に つ いて 審査 会は知 ら ない こと 、 不

服 申 立人 等 審 査請求 人 等 に とっ て 意見 書 提出 意見 書提出 等 の準 備の 都合

上 、 でき る限 り早い 段 階で 通知 される こ とが 望ま しく、 ま た、 審査 会に

と っ ても 、そ の ほう 方 が速 やか に 調査 審 議を 進め られる こ とに よる もの

である。  

通 知 は、 審査 会諮問 済 通知 書（ 個人情 報 ）（ 規則 別記第 １ ８号 様式 ）

により行うものとする。  

【解釈及び運用】  

１  第１号  

本 号 は 、不 服申 立人 及 び 当該 不服 申立 て に 利害 関係 人と し て 参加 し

て い る参 加人 に対し て 、審 査会 に諮問 を した 旨を 通知す る もの とし た

ものである。  
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２  第２号  

本 号 は 、開 示又 は訂 正 等 の決 定に つい て 当 該開 示請 求者 、 訂 正請 求

者 、 削除 請求 者又は 中 止請 求者 以外の も のが 不服 申立て を 提起 して い

る 場 合、 開示 請求者 、 訂正 請求 者、削 除 請求 者又 は中止 請 求者 に対 し、

審査会に諮問した旨 を通知することとしたものである。  

３  第３号  

本 号 は 、開 示決 定等 に つ いて 反対 意見 書 を 提出 した 第三 者 が 参加 人

と な って いな い場合 で あっ ても 、当該 第 三者 に対 し、審 査 会に 諮問 を

した旨を通知することとしたものである。  

１  通知 すべ き相手 方 の範 囲は 、 実施 機 関（ 審査 庁 ）に よ る 審 査請 求 手

続 に 関与 して いる審 査 請求 人及 び参加 人 のほ か、 参加人 と なり 得る 利

害 関 係者 （開 示請求 者 、訂 正請 求をし た 者、 削除 請求を し た者 、中 止

請求をした者 及び反対意見書を提出し た 第三者）である。  

２  「参 加人 」とは 、 行政 不服 審査法 第 １３ 条第 １項又 は 第 ２ 項の 規 定

に よ り、 実施 機関 （ 審 査庁 ）の 許可を 得 て、 又は 求めに 応 じ、 当該 審

査請求手続に参加する者 をいう。  
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第３５条  第三者からの 審査請求を棄却する場合等における手続  

 （第三者からの審査請求を棄却する場合等における手続）  

第 ３ ５ 条  第 ２ １ 条 第 ３ 項 の 規 定 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る

審査請 求に対する裁決 をする場合について準用する。  

 (1) 開 示 決 定 に 対 す る 第 三 者 か ら の 審 査 請 求 を 却 下 し 、 又 は 棄 却 す

る裁決  

 (2) 審 査 請 求 に 係 る 開 示 決 定 等 （ 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 の 全 部 を

開 示 す る 旨 の 決 定 を 除 く 。 ） を 変 更 し 、 当 該 審 査 請 求 に 係 る 個 人

情 報 を 開 示 す る 旨 の 裁 決 （ 第 三 者 で あ る 参 加 人 が 当 該 個 人 情 報 の

開示に反対の意思を表示している場合に限る。 ）  

 

【趣旨】  

本 条 は、 第三 者に関 す る情 報が 記録さ れ てい る個 人情報 の 開示 決定 等

に 対 する 不服 申立て 審 査請 求 に ついて 、 開示 決定 に対す る 当該 第三 者か

ら の 不服 申立 て 審査 請 求 を 却下 し、若 し くは 棄却 する 決 定 裁決 を行 う場

合 、 又は 開示 請求に 係 る個 人情 報の全 部 若し くは 一部を 開 示し ない 旨の

決 定を 変更し 、 当初 の決 定より 開示す る部 分を拡 大する 決定 裁 決 を行 う

場 合に 、当該 決定 裁 決 に係る 個人 情報 に自 己の 個 人情報 が記 録され て い

る 当 該第 三者 に 訴訟 提 起 訴 え提 起 の機 会 を確 保す る ため の 手続 を定 めた

ものである。  

【解釈及び運用】  

１  開示 決定 に対す る 第三 者か らの 不 服 申立 て 審 査請求 を 却下 し、 又は

棄 却 する 場合 は、当 該 個人 情報 第三者 に 関す る情 報が記 録 され てい る

個 人 情報 が開 示され る こと とな るが、 そ の結 果、 当該第 三 者に 回復 不

能 の 権利 侵害 な権利 利 益の 侵害 が生じ る おそ れが あるた め 、 当 該第 三

者 に 訴訟 訴え を提起 す る機 会を 与える こ とが 、裁 判を受 け る権 利の 保

障 の 観点 から 望まし い 必要 であ る 。そ こ で 、 この ような 場 合に は、 不

服 申立 て 審 査請求 に 対す る 決 定 裁 決 の 日と 開示 を実施す る日 との 間に

１ ４ 日以 上の 期間を 置 き、 当該 第三者 が 訴訟 訴え を提起 す る機 会を 確

保することとした（第１号） 。  

２  開示請求に係る個人情報の開示決定等 （ 開 示 請 求 に 係 る 個 人 情 報 の

全 部 を 開 示 す る 旨 の 決 定 を 除 く 。 同 ２ に お い て 同 じ 。 ） に 対 す る 不

服 申 立て 審査 請求 が 行 われ た結 果、当 該 不服 申立 て 審査 請 求 に 係る 開
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示 決定 等を 変更し、 当初 の決 定より開 示す る部 分を拡大 する 決定 裁 決

を 行 うこ とと なった 場 合に つい ても、 開 示決 定を 行う場 合 と同 様に 、

当 該 第三 者の 権利利 益 の保 護を 図る必 要 があ るこ とから 、 開示 決定 等

を 変更 する 決定 裁 決 の日と 開示 を実施 する 日と の間に１ ４日 以上 置く

こ と とし た（ 第２号 ） 置き 、当 該第三 者 が訴 えを 提起す る 機会 を確 保

することとした。  

３  本 条各号 に該当 する 第三者 に対し 、開 示する 旨の 決 定裁 決 を した 旨

及 び その 理由 並びに 開 示を 実施 する日 を 開示 決定 に係る 通 知書 （個 人

情 報 開示 請求 ）（規 則 別記 第１ ９号様 式 ）に より 通知し な けれ ばな ら

ない書面で通知するものとする 。  

４  不 服申立 てに対 する 決定 裁 決 によ り開 示請求 に係る 個人 情報の 全 部

又 は 一部 を開 示しな い 旨の 決定 が取り 消 され た結 果、 実 施 機関 （ 処 分

庁 ） が再 度 改 めて 行 う 当該 個人 情報の 開 示決 定は 、第１ ９ 条第 １項 の

規 定 によ るも のであ る ため 、 に 基づく も ので ある ことか ら 第２ １条 第

３ 項 の規 定が 適用さ れ 、開 示決 定の日 と 開示 を実 施する 日 との 間に １

４ 日 以上 の期 間を置 く と と もに 、当該 第 三者 に対 して、 開 示決 定を し

た 旨 及び その 理由並 び に開 示を 実施す る 日を 個人 情報開 示 決定 に係 る

通知書書面 により通知しなければならない。  

５  個人 情報 の開示 決 定の 取消 しを求 め る 不 服申 立て 審 査 請求 が提 起さ

れ た 場合 、 当 該不服 申 立て 審査 請求 の 提 起自 体に は、行 政 不服 審査 法

第 ３ ４条 第１ 項 第２ ５ 条第 １項 の規定 に より 、当 該開示 決 定に 係る 個

人 情 報の 開示 に対す る 執行 停止 の効力 は ない が、 同法第 ４ ８条 の規 定

に お いて 準用 する同 法 第３ ４条 第２項 同 条第 ２項 の規定 に より 、処 分

の 取 り消 し 取 消し を 求 める 不服 申立て 審 査請 求 に 併せて 執 行停 止の 申

立 て があ り、 これを 処 分庁 審査 庁 が認 め たと き、 又は 処 分 庁 審 査庁 が

職 権 によ り執 行停止 を した とき は、当 該 不服 申立 て 審査 請 求 に 対す る

決定裁 決 の日までは開示 をしないこととする。  

６  第２ 号を 適用す る 場合 を「 第三者 で ある 参加 人が当 該 個人 情報 の開

示 に 反対 の意 思を表 示 して いる 場合」 に 限定 した のは、 当 該 第 三者 が

開 示 に反 対の 意思 を 表 示を しな いとき は 、当 該第 三者に 対 して 事前 の
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訴訟訴え提起の機会を確保する必要はないためである。  
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   第４章  事業者が保有する個人情報の保護  

第３６条  事業者の自主的対応のための指導助言  

 （事業者の自主的対応のための指導助言）  

第 ３ ６ 条  市 長 は 、 事 業 者 が 保 有 す る 個 人 情 報 の 適 正 な 取 扱 い を 確 保

す る た め 、 当 該 事 業 者 に 対 し 、 必 要 な 措 置 を 講 ず る よ う 指 導 及 び 助

言を行うことができる。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 事業 者にお い ても 、個 人情報 の 適正 な取 扱いが 自 主的 に図 ら

れ るよ う市 長が 意識 啓発 や指 導及 び助 言を 行う こと を定 めた もの であ る。  

事 業 者が 個人 情報を 取 り扱 う目 的やそ の 内容 につ いては 、 事業 者の 業種

や 業 態に よっ て多種 多 様で ある 。事業 者 が個 人情 報の保 護 の重 要性 を認

識 し 、自 ら個 人情報 の 適正 な取 扱いを 確 保す るた めに必 要 な措 置を 講ず

るよう定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  「指 導及 び助言 」 とは 、事 業者が 取 り扱 う個 人情報 に 関す る印 西市

個 人 情報 保護 条例施 行 規則 （平 成１２ 年 規則 第５ ３号。 以 下「 事業 者

規則」という。）第２条の規定により、次の事項をいう。  

 (1) 個人情報の収集に関する事項  

 (2) 個人情報の適正な管理に関する事項  

 (3) 個人情報の利用に関する事項  

 (4) 個人情報の提供に関する事項  

 (5) 個人情報の開示等に関する事項  

 (6) 個人情報の適正な取扱いを確保するために必要な事項  

２  事業 者が 第５条 に 規定 する 実施機 関 が定 める 法人等 で ある 場合 は、

同 条 の趣 旨か ら、当 該 実施 機関 （市長 を 除く 。） は、市 長 とと もに 指

導及び助言を行うものとする。  

３  事業 者に 対して 行 う指 導及 び助言 は 、原 則と して文 書 をも って 行う

ものとする。  
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第３７条  説明又は資料の提出の要求  

 （説明又は資料の提出の要求）  

第 ３ ７ 条  市 長 は 、 事 業 者 が 行 う 個 人 情 報 の 取 扱 い が 不 適 正 で あ る 疑

い が あ る と 認 め る と き は 、 事 実 を 明 ら か に す る た め に 必 要 な 限 度 に

お い て 、 当 該 事 業 者 に 対 し 、 説 明 又 は 資 料 の 提 出 を 求 め る こ と が で

きる。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 個人 情報を 不 適正 に取 り扱っ て いる 疑い のある 事 業者 に対 し

て 、 市長 が説 明又は 資 料の 提出 を求め る こと がで きるこ と を定 めた もの

で ある 。事 業者 規則 第３ 条の 規定 によ り、 説明 又は 資料 の提 出の 要求 は、

書面により行わなければならない。  

【解釈及び運用】  

１  「個 人情 報の取 扱 いが 不適 正であ る 」と は、 個人の 権 利利 益を 違法

又 は 不当 に侵 害し、 又 は侵 害す るおそ れ のあ る個 人情報 の 取扱 いを 行

っていること をいう。  

２  「事 実を 明らか に する ため に必要 な 限度 」と は、不 適 正な 個人 情報

の 取 扱い を行 ってい る 疑い があ る場合 に 、事 業者 の事業 活 動の 自由 を

配 慮 しつ つ、 その事 実 が一 般に 理解し 得 る程 度に 明らか に する ため に

必 要 な限 度を いい、 当 該個 人情 報の取 扱 いに 関連 のない 事 項ま で本 条

を根拠に要求することはできないという趣旨である。  

３  「説 明又 は資料 の 提出 を求 めるこ と がで きる 」とは 、 事業 者に 対し

て の 協力 要請 にとど ま らず 、説 明又は 資 料の 提出 を求め る こと がで き

ることを定めたものである。  

４  説明 又は 資料の 提 出は 、書 面をも っ て行 うよ う事 業 者 に対 して 要請

するものとする。  
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第３８条  是正の勧告  

 （是正の勧告）  

第 ３ ８ 条  市 長 は 、 事 業 者 が 行 う 個 人 情 報 の 取 扱 い が 著 し く 不 適 正 で

あ る と 認 め る と き は 、 審 査 会 の 意 見 を 聴 い て 、 当 該 事 業 者 に 対 し 、

その取扱いを是正するよう勧告することができる。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 事業 者が行 う 個人 情報 の取扱 い が著 しく 不適正 な 場合 には 、

市 長 は、 審査 会の意 見 を聴 いた 上で、 そ の取 扱い を是正 す るよ う勧 告す

る こ とが でき ること を 定め たも のであ る 。事 業者 規則第 ３ 条の 規定 によ

り、是正の勧告は、書面により行わなければならない。  

【解釈及び 運用】  

１  「個 人情 報の取 扱 いが 著し く不適 正 であ る」 とは、 個 人情 報の 取扱

い が 著し く不 当又は 違 法で ある ことを い うが 、事 業者の 営 業の 自由 と

の関係で本条の適用は、慎重に行う必要がある。  

基 本 的 には 、個 別の ケ ー スに 応じ て、 明 ら かに 不法 行為 が 成 立す る

と 一 般に 認め られる 個 人情 報の 取扱い で あっ て、 現に個 人 の権 利利 益

の 侵 害が 行わ れ、又 は 侵害 の発 生する お それ があ るかど う かを 目安 と

して判断するものとする。  

２  「審 査会 の意見 を 聴い て」 とは、 審 査会 の意 見を聴 い た上 で是 正の

勧 告 を行 うこ とがで き ると いう 趣旨で あ り、 実施 機関の 判 断を よ り 適

正にするためである。  
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第３９条  事実の公表  

 （事実の公表）  

第 ３ ９条  市 長は、 事 業者 が第 ３７条 の 規定 によ る説明 を 正当 な理 由

な く 行わ ず、 若しく は 虚偽 の説 明を行 い 、若 しく は同条 の 規定 によ

る 資 料を 正当 な理由 な く提 出せ ず、若 し くは 虚偽 の資料 を 提出 した

と き 、又 は前 条の規 定 によ る勧 告に従 わ ない とき は、そ の 旨を 公表

す る こと がで きる。 こ の場 合に おいて 、 市長 は、 あらか じ め、 当該

事 業 者に 対し 意見の 聴 取を 行う ととも に 、審 査会 の意見 を 聴か なけ

ればならない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 事業 者が説 明 等の 要求 を正当 な 理由 がな いまま 拒 否等 をし て

い る 場合 又は 第３８ 条 の是 正の 勧告に 従 わな い場 合は、 市 長は 、当 該事

業 者に 対し て、 意見 の聴 取を 行う とと もに 、審 査会 の意 見を 聴い た上 で、

そ の 旨を 公表 できる こ とを 定め たもの で ある 。事 業者規 則 第４ 条の 規定

により、公表は、告示その他の方法により行うものとする。  

【解釈及び運用】  

１  「正 当な 理由な く 」と は、 企業秘 密 に該 当す ると認 め られ る等 回答

を拒否することについての合理的な理由がないことをいう。  

２  「説 明を 正当な 理 由な く行 わず、 若 しく は虚 偽の説 明 を行 い、 若し

く は 同条 の規 定によ る 資料 を正 当な理 由 なく 提出 せず、 若 しく は虚 偽

の 資 料を 提出 したと き 」に は、 正当な 理 由な く回 答を遅 延 させ る場 合

も含まれる。  

３  「勧 告に 従わな い とき 」と は、勧 告 に従 わな い意思 が 明白 であ ると

き、合理的期間内に是正されないときなどをいう。  

４  「審 査会 の意見 を 聴い て」 とは、 審 査会 の意 見を聴 い た上 で事 実の

公 表 を行 うこ とがで き ると いう 趣旨で あ り、 実施 機関の 判 断を より 適

正にするためである。  
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第４０条  苦情相談の処理  

(苦情相談の処理 ) 

第 ４ ０ 条  市 長 は 、 事 業 者 が 行 う 個 人 情 報 の 取 扱 い に つ い て 苦 情 の 申

出 が あ っ た と き は 、 適 切 か つ 迅 速 に こ れ を 処 理 す る よ う 努 め る も の

とする 。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 事業 者が行 う 個人 情報 の取扱 い につ いて 、市民 等 から 苦情 の

申 出 があ った ときは 、 適切 かつ 迅速に こ れを 処理 すべき こ とを 定め たも

のである。  

【解釈及び運用】  

１  「苦 情の 申出」 と は、 市民 が事業 者 の不 適正 な個人 情 報の 取扱 いに

よ っ て、 権利 利益を 侵 害さ れた と感じ た 場合 に、 市長に 対 して 行わ れ

た、事業者の当該個人情報の取扱いの是正についての申出をいう。  

２  市民 が権 利利益 を 侵害 され たと感 じ た場 合に 、権利 関 係と して 救済

さ れ る場 合も あれば 、 社会 的道 義的な 責 任の 問題 として 、 ある いは 社

会 生 活上 必要 な受忍 の 限度 とし て調整 さ れる べき ものも あ ると 考え ら

れ る 。そ こで 、苦情 の 相談 でき る窓口 を 設け 、必 要に応 じ 、調 査等 を

行 い 、国 、県 等への 苦 情処 理の あっせ ん 、事 業者 との調 整 、指 導、 助

言 、 説明 ・資 料の提 出 要求 等必 要な措 置 を講 ずる よう努 め るも のと す

る。  

３  事業 者が 行う個 人 情報 の取 扱い に 対 する 市民 からの 苦 情の 相談 窓口

は 、 内容 によ り、総 務 部 情 報 管 理課総 務 課 、 市消 費生活 相 談室 、市 法

律相談等で対応の後、処理するものとする。  
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第４１条  国等との協力  

 （国等との協力）  

第 ４ １条  市 長は、 事 業者 が行 う個人 情 報の 取扱 いに関 し 、個 人の 権

利 利 益を 保護 するた め に必 要が あると 認 める とき は、国 若 しく は他

の 地 方公 共団 体に協 力 を要 請し 、又は 国 若し くは 他の地 方 公共 団体

の協力の要請に応ずるものとする。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 事業 者の事 業 活動 は、 市内に 限 らず 展開 されて い るこ とか ら、

事 業 者が 保有 する個 人 情報 に係 る個人 の 権利 利益 の保護 は 、印 西市 の規

制 の みで は十 分とは い えな い。 国及び 他 の地 方公 共団体 と 協力 して 保護

対 策 を講 じる ことが 適 正な 個人 情報の 保 護が 図ら れるこ と にな ると 考え

ら れ る。 そこ で、国 及 び他 の地 方公共 団 体と 協力 関係に つ いて 規定 し、

一層の個人情報保護 を図ろうとすることを明らかにしたものである。  
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   第５章  雑則  

第４２条  適用除外  

 （適用除外）  

第 ４ ２ 条  こ の 条 例 は 、 法 令 等 （ 印 西 市 情 報 公 開 条 例 （ 平 成 １ ２ 年 条

例 第 ２ ４ 号 ） を 除 く 。 ） の 規 定 に よ り 、 自 己 の 個 人 情 報 の 開 示 、 訂

正 、 削 除 、 又 は 利 用 若 し く は 提 供 の 中 止 を 求 め る こ と が で き る と き

は 、 そ の 定 め る と こ ろ に よ る 。 た だ し 、 自 己 の 特 定 個 人 情 報 の 開 示

を求める場合は、この限りでない。  

２  こ の 条 例 は 、 市 立 図 書 館 そ の 他 一 般 に 利 用 す る こ と が で き る 施 設

に お い て 閲 覧 さ せ 、 視 聴 さ せ 又 は 貸 し 出 す こ と が で き る と さ れ て い

るものにつ いては、適用しない。  

３  こ の 条 例 は ､統 計 法 （ 平 成 １９年 法 律 第 ５ ３ 号）第 ２ 条 第 ６ 項 に規

定 す る 基 幹 統 計 調 査 及 び 同 条 第 ７ 項 に 規 定 す る 一 般 統 計 調 査 に 係 る

調 査 票 情 報 （ 同 条 第 １ １ 条 に 規 定 す る 調 査 票 情 報 を い う 。 ） に 含 ま

れ る 個 人 情 報 そ の 他 の 同 法 第 ５ ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 個 人 情 報 に つ

いては、適用しない。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 他の 法令等 と の調 整及 びこの 条 例の 適用 を受け な い個 人情 報

について定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  第１項  

 (１) 他の 法令 等の規 定 によ り、 自己の 個 人情 報に ついて 開 示、 訂正 、

削 除 又は 中止 に 関す る 手 続 が定 め られ て いる とき は 、他 の 法令 等の

趣 旨 を重 視す る とと も に、 重複 を さけ る ため 、他 の 法令 等 の規 定を

適 用 し、 この 条 例の 第 １３ 条か ら 第３ ５ 条ま での 規 定は 適 用し ない

こ と を定 めた も ので あ る。 しか し 、実 施 機関 は、 個 人情 報 の適 正な

管理に努める義務があることに変わりはない。  

 (2) 実 施機 関が 保有 して いる 特定 個人 情報 は、 情報 提供 等記 録開 示 シ

ス テ ム（ マイ ナ ポー タ ル） によ り 、開 示 に関 する 手 続 を 行 うこ とが

で き 、同 シス テ ムに よ る開 示は 、 即時 に 開示 がな さ れる た め、 利便

性 が 高い もの と 考え ら れる 。 そ の ため 、 特定 個人 情 報（ 情 報提 供等

記 録 を含 む。 ） につ い ては 、他 の 法令 等 の規 定に よ り 自 己 の個 人情

報 の 開示 、訂 正 、削 除 又は 中止 に 関す る 手続 が定 め られ て いる とき
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で あ って も、 例 外的 に この 条例 に 基づ く 開示 請求 手 続を 妨 げな いこ

ととしたものである。  

 (3)  「 （ 印 西 市 情 報 公 開 条 例 を 除 く 。 （ 平 成 １ ２ 年 条 例 第 ２ ４

号 ） ）」 とは 、 この 条 例と 印西 市 情報 公 開条 例は 、 それ ぞ れの 制定

目 的 が異 なり 、 かつ 、 相互 に並 立 する こ とに 支障 の ない も ので ある

こ と から 、市 民 の選 択 に応 じて ど ちら の 制度 も相 互 に影 響 され るこ

となしに利用が可能となるようにする趣旨である。  

た だ し 、 情報 公 開条 例 で は 、誰 に 対し て も 、 一律 に 開示 又 は 不 開

示 の 判断 を行 う こと と され てい る ので 、 自己 の個 人 情報 を 知り たい

場 合 には 、本 条 例に よ るこ とが 合 理的 で ある 旨を 請 求し よ うと する

者に説明するものとする。  

２  第２項  

本 項 は 、図 書館 等で 自 由 に閲 覧等 がで き る 個人 情報 につ い て は、 こ

の条例を適用しない旨を定めたものである。  

「 一 般 に利 用す るこ と が でき る施 設」 と は 、図 書、 資料 、 刊 行物 等

を 一 般の 閲覧 に供す る こと を事 務事業 と して 行っ ている 施 設を いい 、

公 の 施設 であ るか事 務 所で ある かを問 わ ない 。建 物の一 部 とし て閲 覧

コ ー ナー 等の 区画を 設 けて いる もの を 含 むも ので ある。 具 体的 には 、

図書館等の施設をいう。  

な お 、 市の 図書 館が 保 有 して いる 個人 情 報 であ って も、 一 般 の行 政

事 務 のた めに 保有し て いる 個人 情報、 一 般の 利用 に供す る こと を予 定

していない個人情報は、この条例の対象となる。  

３  第３項  

  本項 は、 統計法 等 に基 づく 統計調 査 によ り収 集され た 個人 情報 につ

い て は、 集計 後は、 個 人情 報が 識別さ れ ない 形で 利用さ れ るこ と、 統

計 法 等に おい て秘密 保 持等 の仕 組みが あ り、 厳格 な管理 の 下に 運用 さ

れ て いる こと 、国の 行 政機 関、 地方公 共 団体 とも 統計調 査 に携 わる た

め 、 統計 法等 の体系 の 下、 一体 的な管 理 運営 が行 われる こ とか ら適 用

除外したものである。  
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第４３条  運用状況の公表  

 （運用状況の公表）  

第 ４ ３ 条  市 長 は 、 毎 年 １ 回 、 各 実 施 機 関 に お け る 個 人 情 報 保 護 制 度

の運用状況を取りまとめ、これを公表するものとする。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 個人 情報保 護 制度 の運 用状況 の 公表 に関 する市 長 の責 務を 定

めたものである。  

本 条 は、 個人 情報保 護 制度 の運 用状況 を 市民 に明 らかに す るこ とに よ

り 、 制度 の利 用の促 進 を図 り、 併せて 制 度の あり 方に関 す る市 民の 関心

に応え、制度の健全な発展を期するため定めたものである。  

【解釈及び運用】  

１  公表 する 事項は 、 規則 第 １ ９条に の 規定 によ り、次 の 事項 とさ れて

いる。  

 (1) 個人 情報 の開示 請 求件 数、 訂正請 求 件数 、削 除請求 件 数及 び中 止

請求件数並びにその処理状況  

 (２) 不服申立て審査請求 の件数及びその処理状況  

 (３) その他市長が必要と認める事項  

２  公表 の方 法は、 規 則第 １９ 条にの 規 定に より 、「広 報 いん ざい 」、

ホ ー ムペ ージ に掲載 す るこ と等 により 行 う。 掲載 の時期 は 、年 度終 了

後速やかに行うものとする。  
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第４４条  委任  

 （委任）  

第 ４ ４条  こ の条例 の 施行 に関 し、実 施 機関 が取 り扱う 個 人情 報の 保

護 に つい て必 要な事 項 は、 実施 機関が 、 事業 者が 取り扱 う 個人 情報

の保護について必要な事項は、市長が定める。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 この 条例を 施 行す るに 際して の 必要 な事 項は、 各 実施 機関 が

それぞれ規則等により定めることとしたものである。  

各 実 施機 関は 、地方 自 治法 上独 立して 権 限を 行使 する機 関 であ るこ と

か ら、 各実 施機 関が それ ぞれ 必要 な事 項を 定め るこ とと した もの であ る。  

な お 、市 民に とって 、 各実 施機 関が定 め る内 容は 、統一 性 があ るこ と

が 望 まし い。 この条 例 の施 行に 関して 必 要な 事項 を定め 、 又は 変更 しよ

うとするときは、相互に十分連絡 調整を行うものとする。  

ま た 、事 業者 が取り 扱 う個 人情 報の保 護 につ いて 必要な 事 項は 、市 と

し て 統一 的に 定める こ とが 必要 である と 判断 して 、市長 が 定め るこ とと

し た もの であ る。具 体 的に は、 事業者 が 取り 扱う 個人情 報 に関 する 印西

市個人情報保護条例施行規則である。  

「必要な事項」とは、各種様式、開示の方法等である。  
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   第６章  罰則  

第４５条   

第 ４ ５ 条  実 施 機 関 の 職 員 若 し く は 職 員 で あ っ た 者 又 は 第 １ ２ 条 第 １

項 の 委 託 若 し く は 管 理 の 業 務 に 従 事 し て い る 者 若 し く は 従 事 し て い

た 者 が 、 正 当 な 理 由 が な い の に 、 個 人 の 秘 密 に 属 す る 事 項 が 記 録 さ

れ た 個 人 情 報 フ ァ イ ル （ そ の 全 部 又 は 一 部 を 複 製 し 、 又 は 加 工 し た

も の を 含 む 。 ） を 提 供 し た と き は 、 ２ 年 以 下 の 懲 役 又 は １ ０ ０ 万 円

以下の罰金に処する。  

 

【趣旨】  

本 条 は、 個人 の秘密 に 属す る事 項が記 録 され た個 人情報 フ ァイ ル（ 一

定 の 事務 の目 的を達 成 する ため に特定 の 個人 情報 を、電 子 計算 機を 用い

て 検 索す るこ とがで き るよ うに 体系的 に 構成 した 情報の 集 合物 ）を 提供

し た 場 合 の 提 供 者 を 罰 す る 規 定 で あ る 。 電 子 計 算 機 処 理 の 高 速 ･大 量 処

理 等 の特 性か らいっ た ん漏 えい すると 被 害が 広範 かつ甚 大 にな るこ とを

考慮した。  

【解釈及び運用】  

１  「実 施機 関の職 員 」と は、 地方公 務 員法 第３ 条に規 定 する すべ ての

者 を いい 、一 般職で あ るか 、特 別職で あ るか また 、常勤 で ある か、 非

常 勤 であ るか を問わ な い。 具体 的には 、 市長 、議 員、行 政 委員 会の 委

員 、 監査 委員 のほか 、 実施 機関 の職務 上 の指 揮監 督権限 に 服す るす べ

て の 職員 又は 退職し た 職員 をい い、臨 時 職員 、ア ルバイ ト 、附 属機 関

の委員を含むものである。  

  なお 、本 条は、 対 象を 「実 施機関 の 職員 若し くは職 員 であ った 者」

と し てお り、 第３条 第 ２項 のよ うに「 個 人情 報を 取り扱 う 実施 機関 の

職員若しくは 又は職員であった者」に限定していない。  

２  「第 １２ 条第１ 項 の委 託若 しくは 管 理の 業務 に従事 し てい る者 若し

く は 従事 して いた者 」 とは 、実 施機関 の 職員 以外 の者で 、 実施 機関 か

ら 委 託を 受け た個人 情 報取 扱事 務又は 指 定管 理者 が行う 公 の施 設の 管

理 の 業務 を行 ってい る 者又 は過 去に行 っ てい たが 現在は 行 って いな い

者 を いい 、当 該委託 又 は管 理の 業務を 行 うに つい て、直 接 指揮 監督 す

る権限を有する立場の者を含む。  
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  なお 、「 委託若 し くは 管理 」とは 、 第１ １条 と同趣 旨 で、 実施 機関

が 行 う個 人情 報取扱 事 務の 全部 又は一 部 を実 施機 関以外 の もの に依 頼

し て 行わ せる こと又 は 指定 管理 者が行 う 公の 施設 の管理 を いい 、委 託

の相手方は、民間業者に限らない。  

  また 、再 委託さ れ た事 務に 従事し て いる 者又 は従事 し てい た者 につ

い て は、 実施 機関が 再 委託 を認 め、再 委 託先 を把 握して い る場 合で 、

再 委 託先 も、 当該事 務 が実 施機 関の事 務 であ るこ とを認 識 して いる と

き な ど実 施機 関から の 委託 と同 等であ る とい える 場合に は 、「 実施 機

関 か らの 受託 事務に 従 事し てい る者若 し くは 従事 してい た 者 」 に該 当

する。  

３  「提 供」 とは、 第 三者 に渡 し、又 は 第三 者が 利用で き る状 態に おく

こ と をい い、 オンラ イ ンで 送付 するこ と 、ダ ウン ロード し たデ ィス ク

を オ フラ イ ン で交付 す るこ と、 個人の 秘 密に 該当 する事 項 が表 示さ れ

た パ ソコ ン画 面をア ク セス 権限 のない 者 が自 由に 操作・ 閲 覧で きる 状

態に放置することを含むものである。  

４  「正 当な 理由が な いの に ・ ・・・ ・ 提供 した 」とは 、 個人 情報 取扱

事 務 の目 的達 成に必 要 な範 囲内 の提供 、 法令 に基 づく提 供 、第 ９条 第

１ 項 各号 に基 づく提 供 等以 外の すべて の 提供 をい い、具 体 的に は、 実

施 機 関の 職員 が、第 ９ 条第 １項 各号の 規 定に 違反 して提 供 した 場合 や、

受 託 事務 従事 者が、 契 約の 定め に違反 し て実 施機 関に無 断 で再 委託 し

た場合など第１２条第２項の規定に違反して提供した 場合等をいう。  

５  「個 人の 秘密事 項 に関 する 事項」 と は、 個人 に関す る 一般 に知 られ

て い ない 事実 （非公 知 性） であ って、 他 人に 知ら れない こ とに つい て

相当の利益がある（秘匿の必要性）ものをいう。  

例 え ば、 保有 財 産の 状 況、 納税 額 、滞 納 額、 家族 や 家庭 の 状況 、病

歴 、 犯 歴 、 身 体 障 害 の 記 録 、 生 活 保 護 受 給 状 況 、 結 婚 歴 ･離 婚 歴 、 電

話 帳 に掲 載し ないで 非 公知 のも のとし て 管理 して いる電 話 番号 等が 考

え ら れる 。ま た、記 録 され てい る内容 に よっ ては 、氏名 も 該当 する 場

合があると考えられる。  

６  「個 人情 報ファ イ ル」 とは 、 一定 の 事務 の目 的を達 成 す る ため に特
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定 の 個人 情報 を、 コ ン ピュ ータ を用い て 検索 する ことが で きる よう に

体 系 的に 構成 された 情 報の 集合 物 であ っ て、 実施 機関が 保 有し てい る

も の をい う。 具体的 に は、 コン ピュー タ を用 いて データ ベ ース 化さ れ

た 個 人情 報の 集合物 で 、電 磁的 記録（ 電 子的 方式 、磁気 的 方式 その 他

人 の 知覚 によ っては 認 識す るこ とがで き ない 方式 で作ら れ た記 録） に

記 録 され たも ので、 実 施機 関が 、作成 、 利用 、提 供、保 存 、移 管・ 廃

棄の処理等についての権限を有するものをいう。  

７ ６  「 その 全部又 は 一部 を複 製し、 又 は加 工し たもの 」 とは 、デ ータ

ベ ー スを ＣＤ （コン パ クト ディ スク） 、 ＤＶ Ｄ、 ＭＯ（ 光 磁気 ディ ス

ク ） 等に ダウ ンロー ド する こと が「複 製 」に 該当 し、内 容 の変 更、 配

列の変更、略式化、記号化、翻訳等が「加工」に該当する。  
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第４６条  

第 ４ ６条  前 条に規 定 する 者が 、その 業 務に 関し て知り 得 た個 人情 報

で あ って 公文 書に記 録 され てい るもの を 自己 若し くは第 三 者の 不正

な 利 益を 図る 目的で 提 供し 、又 は盗用 し たと きは 、 １年 以 下の 懲役

又は５０万円以下の罰金に処する。  

 

【趣旨】  

 本 条は 、 不 正な利 益 を図 る目 的でそ の 事務 に関 して知 り 得た 個人 情報

で あ って 公文 書に記 録 され てい るもの を 提供 し、 又 は盗 用 した 者（ 実施

機 関 の職 員若 しくは 職 員で あっ た者又 は 実施 機関 からの 委 託を 受け た事

務 若 しく は指 定管理 者 が行 う公 の施設 の 管理 の業 務 に従 事 して いる 者若

しくは従事していた者 ）を処 罰する規定である。  

【解釈及び運用】  

１  「前 条に 規定す る 者 」 とは 、「実 施 機関 の職 員若し く は職 員で あっ

た 者 又は 実施 機関か ら の委 託を 受けた 事 務若 しく は指定 管 理者 が行 う

公 の 施設 の管 理の業 務 に従 事し ている 者 若し くは 従事し て いた 」を い

い 、 実施 機関 の職員 若 しく は職 員につ い ては 、個 人情報 を 取り 扱う 者

に限定していない。   

２  「 その 業務 に関 して 知り 得た 個人 情報 」と は、 個人 の秘 密で ある か

否 か を問 わず 、実施 機 関の 職員 若しく は 職員 であ った者 に あっ ては 、

職 務 を行 うこ とによ っ て知 るこ とがで き た 個 人情 報 をい い 、所 管外 の

事 項で あっ ても 職務 に関 連し て知 るこ とが でき た個 人情 報は 該当 する。  

ま た 、実 施機 関 から 委 託を 受け た 個人 情 報取 扱事 務 又は 指 定管 理者

が 行 う公 の施 設の管 理 の業 務に 従事し て いる 者若 しくは 従 事し てい た

者 に あっ ては 、その 従 事し てい る委託 又 は管 理の 業務に 関 して 知る こ

とができた 個人情報 をいう。  

３  「公 文書 に記録 さ れて いる もの」 と は、 組織 として 共 用し てい る個

人情報を指す 。  

４  「不 正な 利益 」 と は、 社会 的に不 正 と評 価さ れる利 益 であ り、 経済

的利益ばかりでなく精神的利益も含まれる。  

５  「盗 用」 とは 、 盗 み利 用す ること 、 すな わち 、第９ 条 各号 の規 定に
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反 し て、 事務 の目的 以 外の 用に 自ら利 用 した り、 第１３ 条 第２ 項の 規

定若しくは契約の定めに違反して使用したりすること等をいう。  
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第４７条  

第 ４ ７ 条  実 施 機 関 の 職 員 又 は 指 定 管 理 者 が 行 う 公 の 施 設 の 管 理 の 業

務 に 従 事 し て い る 者 が そ の 職 権 を 濫 用 し て 、 専 ら そ の 職 務 の 用 以 外

の 用 に 供 す る 目 的 で 個 人 の 秘 密 に 属 す る 事 項 が 記 録 さ れ た 文 書 、 図

画 又 は 電 磁 的 記 録 を 収 集 し た と き は 、 １ 年 以 下 の 懲 役 又 は ５ ０ 万 円

以下の罰金に処する。  

 

【趣旨】  

 本 条は 、実 施 機関 の 職員 又は 指定管 理 者が 行う 公の施 設 の管 理の 業務

に 従 事し てい る者 が 、 職権 を濫 用して 、 職務 以外 に 使用 す るた め、 実施

機 関 内、 関係 機関、 第 三者 等か ら個人 の 秘密 に属 する事 項 が記 録さ れた

文 書 、図 画又 は電磁 的 記録 を収 集 した 場 合、 当該 職員を 処 罰す る規 定で

あ る 。な お、 本条は 、 職権 濫用 に対す る 規定 であ るので 、 実施 機関 の職

員 又 は指 定管 理者が 行 う公 の施 設の管 理 の業 務に 従事し て いる 者を 対象

と し てお り、 実施 機 関 の職 員で あった 者 若し くは 指定管 理 者 が 行う 公の

施 設 の管 理の 業務に 従 事し てい た者及 び 実施 機関 からの 委 託を 受け た業

務に従事している者 は含まない。  

【解釈及び運用】  

１  「職権を濫用して 」とは 、 一 般 的 職 務権 限 に 属 す る 事 項に つ い て 職

権の 行使 に仮 託し て実 質的 、具 体的 に違 法・ 不当 な行 為を する こと を

いい、例えば、 庁内で 限 ら れた 職 員 にし か ア クセ ス で きな い よ うなデ

ータ ベー スに 入っ て個 人の 秘密 に属 する 事項 を乱 用す ると いう よう な

ケース が考 えら れ る。  

２  「専 らそ の職務 の 用以 外の 用に供 す る目 的 」 とは、 収 集の 主目 的が

職務以外に利用するものであることである。  

３  「文 書 、 図画又 は 電磁 的記 録」に は 、公 文書 、個人 的 なメ モ、 実施

機 関 以外 の者 が作成 し たも のな ど、す べ ての 文書 、図画 又 は電 磁的 記

録が含まれる。  

４  「文 書、 図画又 は 電磁 的記 録を収 集 」と は、 文書図 画 又は 電磁 的記

録 を 集め る意 思をも っ て、 取得 するこ と をい い、 収集す る 量を 問わ な

い 。 文書 をコ ピーし た り、 電磁 的記録 を フロ ッピ ーディ ス クに 複写 し

た り する こと も収集 に 当た る。 なお、 閲 覧し て、 情報の 内 容を 知る こ
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とのみの場合は、本条に該当しない。  
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第４８条  

第 ４ ８ 条  偽 り そ の 他 不 正 の 手 段 に よ り 、 開 示 決 定 に 基 づ く 個 人 情 報

の開示を受けた者は、 ５万円以下の過料に処する。  

 

【趣旨】  

 本 条は 、身 分を偽 る など 不正 な手段 に より 、個 人情報 の 開示 を受 けた

者 を 処罰 する 規定で あ る。 行政 上の秩 序 罰で ある 過料と し たの は、 開示

請 求 権の 適正 な行使 を 担保 しよ うとす る ため であ り、前 ３ 条の 違反 とは

性 質 が異 なる こと、 ま た、 開示 決定に 基 づく 個人 情報の 中 には 個人 の秘

密とはいえないものも含まれるからである。  

【解釈及び運用】  

１  「偽 り そ の他不 正 の手 段に より 」 と は、 身分 を証明 す る書 類を 偽造

又 は 盗用 して 使用す る など 不正 な行為 に より 、他 人にな り すま すこ と

等をいう。  

２  「開 示決 定に 基 づ く個 人情 報の開 示 を受 けた 者」と は 、条 例に 基づ

く 開 示請 求を 行い、 実 施機 関の 決定に 基 づき 個人 情報 が 記 録さ れた 公

文書の閲覧、写しの交付等を受けた者をいう。  
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 附則  

   附  則  

 （施行期日）  

１  この条例は、平成１２年１０月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２  この 条例 の施行 の 際現 に行 われて い る個 人情 報取扱 事 務に つい て

は 、 第９ 条第 １項中 「 を新 たに 開始し よ うと する ときは 、 あら かじ

め （ 緊急 かつ やむを 得 ない 場合 にあっ て は、 当該 個人情 報 取扱 事務

を 開 始し た日 以後、 速 やか に） 」とあ る のは 「で 現に行 わ れて いる

も の につ いて は、こ の 条例 の施 行日以 後 、速 やか に」と し て同 項の

規定を適用する。  

（ 印 旛 村 及 び 本 埜 村 の 編 入 に 伴 う 経 過 措 置 ）  

３  印 旛 村 及 び 本 埜 村 の 編 入 の 日 （ 以 下 「 編 入 日 」 と い う 。 ） の 前

日 ま で に 、 印 旛 村 個 人 情 報 保 護 条 例 （ 平 成 17年 印 旛 村 条 例 第 １

号 。 以 下 「 編 入 前 の 印 旛 村 条 例 」 と い う 。 ） 又 は 本 埜 村 個 人 情 報

保 護 条 例 （ 平 成 15年 本 埜 村 条 例 第 20号 。 以 下 「 編 入 前 の 本 埜 村 条

例 」 と い う 。 ） の 規 定 に よ り な さ れ た 処 分 、 手 続 そ の 他 の 行 為

（ 編 入 日 前 に 印 旛 村 個 人 情 報 保 護 審 査 会 又 は 本 埜 村 個 人 情 報 保 護

審 査 会 （ 以 下 「 編 入 前 の 審 査 会 」 と い う 。 ） に な さ れ た 諮 問 （ 編

入 前 の 印 旛 村 条 例 第 31条 又 は 編 入 前 の 本 埜 村 条 例 第 29条 の 規 定 に

よ る 諮 問 を い う 。 ） で 、 編 入 前 の 前 日 ま で に 当 該 諮 問 に 対 す る 答

申 が な さ れ て い な い も の 及 び 当 該 答 申 が な さ れ て い な い も の に つ

い て 編 入 前 の 審 査 会 が し た 調 査 審 議 の 手 続 を 除 く 。 ） は 、 こ の 条

例 の 相 当 規 定 に よ り な さ れ た も の と み な す 。  

４  編 入 前 の 前 日 ま で に な さ れ た 編 入 前 の 印 旛 村 条 例 第 13条 の 規 定

に よ る 個 人 情 報 の 開 示 の 請 求 又 は 編 入 前 の 本 埜 村 条 例 第 13条 の 規

定 に よ る 個 人 情 報 の 開 示 の 請 求 （ 以 下 「 開 示 の 請 求 」 と い う 。 ）

で 、 編 入 日 の 前 日 ま で に 当 該 開 示 の 請 求 に 対 す る 編 入 前 の 印 旛 村

条 例 第 16条 第 １ 項 に 規 定 す る 決 定 又 は 編 入 前 の 本 埜 村 条 例 第 15条

第 １ 項 に 規 定 す る 決 定 が な さ れ て い な い も の に 係 る 開 示 決 定 等 及

び 編 入 日 前 に な さ れ た 編 入 前 の 印 旛 村 条 例 第 23条 の 規 定 に よ る 個

人 情 報 の 訂 正 の 請 求 又 は 編 入 前 の 本 埜 村 条 例 第 22条 の 規 定 に よ る

個 人 情 報 の 訂 正 の 請 求 （ 以 下 「 訂 正 の 請 求 」 と い う 。 ） で 、 編 入

日 の 前 日 ま で に 当 該 訂 正 の 請 求 に 対 す る 編 入 前 の 印 旛 村 条 例 第 25

条 第 １ 項 に 規 定 す る 決 定 又 は 編 入 前 の 本 埜 村 条 例 第 24条 第 １ 項 に

規 定 す る 決 定 が な さ れ て い な い も の に 係 る 訂 正 決 定 等 に つ い て

は 、 こ の 条 例 第 19条 及 び 第 27条 の 規 定 に か か わ ら ず 、 編 入 前 の 印

旛 村 条 例 又 は 編 入 前 の 本 埜 村 条 例 の 例 に よ る 。  

５  編 入 日 に 新 た に 開 始 し て い る 個 人 情 報 取 扱 事 務 （ 編 入 日 前 に 印
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旛 村 及 び 本 埜 村 の 職 員 が 職 務 上 作 成 し 、 又 は 取 得 し た 個 人 情 報 で

あ っ て 当 該 職 員 が 組 織 的 に 利 用 す る も の と し て 印 旛 村 及 び 本 埜 村

が 保 有 し て い た も の の う ち 、 編 入 日 に 実 施 機 関 が 保 有 す る こ と と

な っ た も の （ 公 文 書 に 記 録 さ れ て い る も の に 限 る 。 ） に 係 る も の

に 限 る 。 ） に つ い て の こ の 条 例 第 ７ 条 第 １ 項 の 規 定 の 適 用 に つ い

て は 、 同 項 中 「 新 た に 開 始 し よ う と す る と き は 、 あ ら か じ め 」 と

あ る の は 、 「 開 始 し て い る と き は 、 編 入 日 以 後 遅 滞 な く 」 と す

る 。  

６  印 旛 村 若 し く は 本 埜 村 の 職 員 で あ っ た 者 又 は 印 旛 村 若 し く は 本

埜 村 か ら 委 託 を 受 け た 個 人 情 報 を 取 り 扱 う 事 務 に 従 事 し て い た 者

に 係 る そ の 職 務 又 は 事 務 に 関 し て 知 り 得 た 個 人 情 報 を み だ り に 他

人 に 知 ら せ 、 又 は 不 当 な 目 的 に 使 用 し て は な ら な い 義 務 に つ い て

は 、 編 入 日 以 後 も 、 編 入 前 の 印 旛 村 条 例 又 は 編 入 前 の 本 埜 村 条 例

の 例 に よ る 。  

７  編 入 日 の 前 日 ま で に し た 行 為 に 対 す る 罰 則 の 適 用 に つ い て は 、

な お 編 入 前 の 印 旛 村 条 例 又 は 編 入 前 の 本 埜 村 条 例 の 例 に よ る 。  

附  則（ 平 成 16年 ３ 月 26日 条 例 第 ４ 号 ）  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 条 例 は 、 平 成 16年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 ６ 章

の 規 定 は 、 平 成 16年 10月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 改 正 前 の 印 西 市 個 人 情 報 保 護 条 例 の 規

定 に よ り さ れ て い る 個 人 情 報 の 開 示 、 訂 正 、 削 除 又 は 中 止 の 請 求

は 、 改 正 後 の 印 西 市 個 人 情 報 保 護 条 例 の 規 定 に よ り さ れ た も の と

み な す 。  

附  則（ 平 成 17年 ３ 月 28日 条 例 第 ５ 号 ）  

こ の 条 例 は 、 平 成 17年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則（ 平 成 19年 ９ 月 18日 条 例 第 21号 ）  

こ の 条 例 は 、 平 成 19年 10月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則（ 平 成 21年 ３ 月 27日 条 例 第 ５ 号 ）  

こ の 条 例 は 、 平 成 21年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則（ 平 成 22年 ３ 月 17日 条 例 第 24号 ）  

こ の 条 例 は 、 平 成 22年 ３ 月 23日 か ら 施 行 す る 。  

附  則（ 平 成 22年 ３ 月 17日 条 例 第 24号 ）  

こ の 条 例 は 、 平 成 22年 ３ 月 23日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 （ 平 成 27年 ６ 月 29日 条 例 第 30号 ）  

こ の 条 例 は 、 平 成 27年 10月 ５ 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 次 の 各 号

に 掲 げ る 規 定 は 、 当 該 各 号 に 定 め る 日 か ら 施 行 す る 。  

(1) 第 １ 条 中 印 西 市 個 人 情 報 保 護 条 例 第 ２ 条 の 改 正 規 定  公 布 の 日  



182 

 

(2) 第 ２ 条 の 規 定  平 成 28年 １ 月 １ 日  

(3) 第 ３ 条 の 規 定  行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の

番 号 の 利 用 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 25年 法 律 第 27号 ） 附 則 第 １ 条 第

５ 号 に 掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日  

附  則 （ 平 成 28年 ３ 月 17日 条 例 第 ８ 号 ）  

こ の 条 例 は 、 平 成 28年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 （ 平 成 28年 12月 22日 条 例 第 38号 ）  

こ の 条 例 は 、 行 政 手 続 に お け る 特 定 の 個 人 を 識 別 す る た め の 番 号

の 利 用 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 25年 法 律 第 27号 ） 附 則 第 １ 条 第 ５ 号 に

掲 げ る 規 定 の 施 行 の 日 か ら 施 行 す る 。  

附  則 （ 平 成 31年 ３ 月 22日 条 例 第 ４ 号 ）  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 条 例 は 、 平 成 31年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 第 １ 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 印 西 市 個

人 情 報 保 護 条 例 （ 以 下 「 新 条 例 」 と い う 。 ） 第 ２ 条 第 ６ 号 に 規 定

す る 実 施 機 関 が 開 始 し て い る 新 条 例 第 ７ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 個 人

情 報 を 取 り 扱 う 事 務 で あ っ て 、 当 該 個 人 情 報 に 新 条 例 第 ２ 条 第 ３

号 に 規 定 す る 要 配 慮 個 人 情 報 を 含 む も の に つ い て の 新 条 例 第 ７ 条

第 １ 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 新 た に 開 始 し よ う と す

る 」 と あ る の は 「 開 始 し て い る 」 と 、 「 あ ら か じ め （ 緊 急 か つ や

む を 得 な い 場 合 に あ っ て は 、 当 該 個 人 情 報 取 扱 事 務 を 開 始 し た 日

以 後 、 速 や か に ） 」 と あ る の は 「 印 西 市 個 人 情 報 保 護 条 例 及 び 印

西 市 情 報 公 開 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 （ 平 成 31年 条 例 第 ４ 号 ）

の 施 行 後 速 や か に 」 と す る 。  

 

【趣旨及び説明】  

附則は、この条例の施行期日、経過措置について定めたものである。  
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※参考※  

条 例 第９ 条第 １項第 ９ 号の 規定 により 審 査会 の意 見を聴 い た上 で実 施

機関以外のものへの目的外提供の禁止の例外となりうる個人情報  

 類            型  

１  

捜 査 機 関 及 び 裁 判 所 並 び に 弁 護 士 会 、 公 認 会 計 士 会 等 公 共 的 職 責

を 担 う 機 関 等 が 法 令 等 に 基 づ い て 行 う 任 意 の 捜 査 、 調 査 、 照 会 等 に

対し、回答等をする場合  

た だ し 、 当 該 個 人 情 報 を 使 用 す る 目 的 に 公 益 性 が あ る 場 合 又 は 実

施 機 関 か ら 提 供 を 受 け な け れ ば 当 該 目 的 を 達 成 す る こ と が 困 難 な 場

合 で あ り 、 か つ 、 提 供 す る 個 人 情 報 の 内 容 、 当 該 目 的 そ の 他 の 事 情

か ら み て 本 人 の 権 利 利 益 を 不 当 に 侵 害 す る お そ れ が な い 場 合 に 限

る。  

２  

公 の 機 関 が 法 令 等 に 基 づ き 実 施 す る 事 務 に 関 し て 行 う 依 頼 、 調

査、照会等に対し、回答等をする場合  

た だ し 、 当 該 公 の 機 関 が 法 令 等 に 基 づ き 実 施 す る 事 務 の 遂 行 に 必

要 な 範 囲 内 で 、 当 該 個 人 情 報 を 取 り 扱 う 場 合 で あ っ て 、 当 該 個 人 情

報 を 使 用 す る 目 的 に 公 益 性 が 認 め ら れ 、 当 該 個 人 情 報 の 内 容 、 当 該

個 人 情 報 を 使 用 す る 目 的 そ の 他 の 事 情 か ら み て 本 人 の 権 利 利 益 を 不

当に侵害するおそれがない場合に限る。  

３  

委 員 、 講 師 、 指 導 者 、 助 言 者 等 の 人 選 の た め 、 当 該 委 員 等 の 個 人

情報を国、他の地方公共団体等に提供する場合  

た だ し 、 個 人 情 報 を 取 り 扱 う 側 に 事 務 上 の 支 障 等 か ら 本 人 収 集 が

困難な場合に限る。  

４  

国 、 他 の 地 方 公 共 団 体 又 は 学 術 研 究 機 関 が 行 う 統 計 調 査 又 は 学 術

研究等に係る協力要請に応じ、提供する場合  

た だ し 、 国 等 関 係 機 関 が 実 施 す る 事 務 事 業 の 遂 行 に 必 要 な 範 囲 内

で 、 当 該 個 人 情 報 を 取 り 扱 う 場 合 で あ っ て 、 当 該 個 人 情 報 を 使 用 す

る 目 的 に 公 益 性 が 認 め ら れ 、 当 該 個 人 情 報 を 使 用 す る こ と に つ い て

合 理 的 理 由 が あ り 、 か つ 、 当 該 個 人 情 報 の 内 容 、 当 該 個 人 情 報 を 使

用 す る 目 的 そ の 他 の 事 情 か ら み て 本 人 の 権 利 利 益 を 不 当 に 侵 害 す る

おそれがない場合に限る。  

５  

市 民 の 生 命 、 身 体 、 健 康 又 は 財 産 を 守 る た め に 、 関 係 機 関 か ら の

要請に応じ、提供する場合  

た だ し 、 本 人 の 権 利 利 益 を 不 当 に 侵 害 す る お そ れ が な い 場 合 に 限

る。  
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条 例 第８ 条第 ２項 第 ３ 号第 ４号 の規定 に より 審査 会の意 見 を聴 いた 上

で収集の禁止の例外となりうる 個人情報 要配慮個人情報  

 類      型  
収集する個人情報要

配慮個人情報  

１  

市 民 等 か ら の 相 談 、 要 望 、 陳 情 、 意

見 等 の 中 で 相 談 者 等 以 外 の 者 の 意 思 に

よ り 、 思 想 、 信 条 、 宗 教 等 信 条 （ 思 想

及 び 宗 教 を 含 む 。 以 下 同 じ 。 ） に 係 る

個 人 情 報 が 提 供 さ れ 、 実 施 機 関 と し て

当 該 個 人 情 報 を 収 集 す る こ と と な る 場

合  

思想、信条  

宗教  

社 会 的 差 別 の 原 因

と な る お そ れ の あ る

個人情報  

２  

作 文 の コ ン ク ー ル 、 試 験 等 に お い て

作 成 さ れ る 作 文 、 論 文 等 の 記 述 内 容 に

含 ま れ る 思 想 、 信 条 、 宗 教 等 信 条 に 係

る 個 人 情 報 を 収 集 す る 場 合 （ 実 施 機 関

が 個 人 情 報 を 収 集 す る こ と に つ い て 本

人が同 意している場合を除く。）  

思想、信条  

宗教  

社 会 的 差 別 の 原 因

と な る お そ れ の あ る

個人情報  

３  

新 聞 、 書 籍 等 の 中 に 公 知 情 報 と し て

掲 載 さ れ た 思 想 、 信 条 、 宗 教 等 信 条 に

係 る 個 人 情 報 を 出 典 、 収 集 先 、 収 集 時

期を明示して収集する場合  

思想、信条  

宗教  

社 会 的 差 別 の 原 因

と な る お そ れ の あ る

個人情報  

４  

議 員 等 の 所 属 す る 政 党 名 、 会 派 名 、

政 治 理 念 等 の 思 想 、 信 条 に 係 る 個 人 情

報 を 収 集 す る 場 合 （ 本 人 か ら 収 集 す る

場合を除く。）  

思想、信条  

５  

土 地 、 家 屋 等 を 取 得 す る に 際 し て 、

墳 墓 、 神 社 、 仏 閣 、 教 会 等 の 宗 教 施 設

の 改 葬 、 移 転 の 費 用 や 供 養 、 祭 礼 の 費

用 の 補 償 を 適 正 に 行 う た め 宗 教 信 条 に

関 す る 個 人 情 報 を 収 集 す る 場 合 （ 本 人

から収集する場合を除く。）  

宗教信条  

６  

海 外 か ら 研 修 生 や 来 客 を 受 け 入 れ る

に 当 た り 、 滞 在 中 の 生 活 に 支 障 を 来 さ

な い よ う 、 ま た 相 手 方 の 生 活 習 慣 の 違

い に 適 切 に 対 応 す る た め 思 想 、 信 条 、

宗 教 信 条 に 関 す る 個 人 情 報 を 収 集 す る

場 合 （ 本 人 か ら 収 集 す る 場 合 を 除

く。）  

思想、信条  

宗教  
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７  

同 和 対 策 事 業 を 行 う 中 で 、 当 該 事 業

を 実 施 す る た め に 必 要 な 個 人 情 報 を 収

集する場合  

社 会 的 差 別 の 原 因

と な る お そ れ の あ る

個人情報  
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条 例 第８ 条第 ３項第 ９ 号の 規定 により 審 査会 の意 見を聴 い た上 で本 人

収集の例外となりうる個人情報  

 類            型  

１  

栄 典 、 表 彰 等 の 選 考 を 行 う た め 、 候 補 者 の 氏 名 、 住 所 、 経 歴 、 推

薦 の 理 由 そ の 他 の 候 補 者 に 係 る 個 人 情 報 を 本 人 以 外 の も の か ら 収 集

する場合  

２  

法 人 等 又 は 事 業 を 営 む 個 人 に 対 し て 指 導 し 、 又 は 補 助 金 の 交 付 等

を 行 う に 当 た り 、 当 該 法 人 等 の 職 員 、 当 該 法 人 が 設 置 す る 施 設 の 利

用者等に関する個人情報を当該法人等から収集する場合  

３  

委 員 、 講 師 、 指 導 者 、 助 言 者 等 を 人 選 す る た め 、 人 選 に 必 要 な 範

囲 内 で 、 候 補 者 に 係 る 個 人 情 報 を 当 該 候 補 者 が 所 属 す る 団 体 等 か ら

収集する場合  

４  
市 民 等 か ら 相 談 、 要 望 、 陳 情 、 意 見 等 に よ り 提 供 さ れ る 情 報 の 中

に当該市民等以外の個人情報が含まれている場合  

５  
国 又 は 他 の 地 方 公 共 団 体 そ の 他 の も の か ら 送 付 さ れ た 通 知 、 報 告

又は資料の中に名簿等の個人情報が含まれている場合  

６  

診 療 、 疾 病 予 防 、 健 康 の 維 持 等 の 保 健 ・ 福 祉 事 業 を 推 進 す る た め

に 本 人 の 家 族 等 本 人 以 外 の 者 か ら 本 人 に 関 す る 個 人 情 報 を 収 集 す る

場合  

７  
法 令 等 に 定 め る 欠 格 事 由 、 資 格 要 件 、 基 準 等 の 確 認 の た め 、 国 、

他の地方公共団体から収集する必要がある場合  

 


